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1. はじめに 

  本資料は，添付書類Ⅴ-2「耐震性に関する説明書」において使用した計算機プログラ

ム（解析コード）について説明するものである。 

  「耐震性に関する説明書」において使用した解析コードの使用状況一覧，解析コード

の概要を以降に記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

2 

  
K
7
 
①

 Ⅴ
-
2 
別
紙

 
R
0 

別紙 1 ＭａｋｅＦＲＳ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 
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設計用床応答曲線の作成方針 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＭａｋｅＦＲＳ 

使用目的 設計用床応答曲線の作成 

開発機関 東電設計株式会社，川崎重工業株式会社 

開発時期 2014 年 

使用したバージョン Ver.1.0.0.1 

コードの概要 

本解析コードは，耐震設計に使用する設計用床応答曲線を作成

することを目的としており，加速度応答時刻歴から応答スペクト

ルを計算する機能，複数の応答スペクトルの包絡値を求める機

能，応答スペクトルの拡幅を行う機能を有する。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

 ・別解析コードＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮによる応答スペクトル

と本解析コードで作成した応答スペクトルを比較し，一致し

ていることを確認している。 

 ・拡幅機能については，手計算により±10％拡幅した算出値と，

本解析コードで作成した算出値を比較し，一致していること

を確認している。 

 ・包絡機能については，手計算により包絡した応答スペクトル

と，本解析コードで作成した算出値を比較し，一致している

ことを確認している。 

 ・本解析コードの運用環境について，動作環境を満足する計算

機にインストールして用いていることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

 ・今回の工事計画認可申請で使用する機能は応答スペクトルの

作成機能であるため，同一の入力条件に対する 1自由度系の

最大応答加速度を固有周期ごとに算定し，別解析コードＭＳ

Ｃ ＮＡＳＴＲＡＮと本解析コードの結果を比較すること

で，妥当性を確認している。 

・設計用床応答曲線を作成する際，入力とする加速度応答時刻

歴の時間刻み幅，データの形式は，上述の妥当性を確認して 

いる範囲内での使用であることを確認している。 
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 ・周期軸方向の拡幅率（±10％），加速度応答時刻歴の時間刻

み，固有周期計算間隔はＪＥＡＧ４６０１-1987 に従ってお

り，妥当性に問題ない。 

 ・今回の工事計画認可申請における応答スペクトル，加速度応

答時刻歴に対し，使用用途及び方法に関する適用範囲が上述

の妥当性確認の範囲内であることを確認している。 
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 3. 解析手法 

 3.1 一般事項 

本書は，建物・構築物の地震応答解析から算出される加速度応答時刻歴から応答スペクトル

を作成する解析コードであるＭａｋｅＦＲＳ（以下，「本解析コード」という）の説明書であ

る。 

本解析コードは，一定の固有周期及び減衰定数を有する 1 質点系の，与えられた加速度応答

時刻歴に対する最大応答加速度を計算し応答スペクトルを求める。また，求めた応答スペクト

ルを拡幅し，周期と減衰定数が同一の系で計算された複数の応答スペクトルの包絡値を求め

て設計用床応答曲線の作成を行う。 

 

 3.2 解析コードの特徴 

本解析コードの主な特徴を下記に示す。 

・加速度応答時刻歴から周期及び減衰定数に応じた応答スペクトルの算出 

・応答スペクトルの周期軸方向への拡幅 

・複数の応答スペクトルを包絡した設計用床応答曲線の作成 

    応答スペクトルの算出では，1自由度系（1質点）の運動方程式の解を数値積分法により求

めるもので，本解析コードでは，ニガム法，ニューマークβ法，ルンゲ・クッタ法の3種類の

数値積分法を選択して用いることができる。 

 

 3.3 解析手法 

  3.3.1 ニガム法 

      質点の相対変位をｘ，固有円振動数をω，減衰定数をｈ，地動の加速度時刻歴を  ｙ̈(ｔ)としたとき系の運動方程式は， 

ｘ̈＋2・ｈ・ω・ｘ̇＋ω
2
・ｘ＝－ｙ̈(ｔ)･････････････････････････････(3．1) 

      と表される。ｔは一定時間間隔Δｔごとに与えられて，ｙ̈
ｉ
とｙ̈

ｉ＋1
の間を直線によ

って補間し，ｔ
ｉ
を原点とする区間ｔ

ｉ
～ｔ

ｉ＋1
内の局部的な時間をτ， 

Δｙ̈ = ｙ̈
ｉ＋1

− ｙ̈
ｉ
とすれば， 

ｙ̈(ｔ)＝Δｙ̈

Δｔ
・τ＋ｙ̈

ｉ
  0≤τ≤Δｔ 

      と表される。(3．1)式は区間的に 

ｘ̈(τ)＋2・ｈ・ω・ｘ̇(τ)＋ω
2
・ｘ(τ)=－

Δｙ̈

Δｔ
・τ－ｙ̈

ｉ
 0≤τ≤Δｔ 

      となる。 
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      この非同時微分方程式を解いて，区間のはじめ時刻ｔ
ｉ
における初期条件 

τ＝0：ｘ＝ｘ
ｉ
，ｘ̇＝ｘ̇

ｉ
 

      を与えれば，区間の終わりτ = Δｔ(時刻ｔ
ｉ＋1

＝ｔ
ｉ
＋Δｔ)における相対変位応答

及び相対速度応答は次のような形で求まる。                           ｘ
ｉ＋1

＝Ａ
11
・ｘ

ｉ
＋Ａ

12
・ｘ̇

ｉ
＋Ｂ

11
・ｙ̈

ｉ
＋Ｂ

12
・ｙ̈

i＋1
 

        ｘ̇
ｉ＋1

＝Ａ
21
・ｘ

ｉ
＋Ａ

22
・ｘ̇

i
＋Ｂ

21
・ｙ̈

ｉ
＋Ｂ

22
・ｙ̈

ｉ＋1
 

      ここで，Ａ，Ｂはω，ｈ，Δｔが定まれば一意に定まる係数である。ｘ
ｉ＋1

，ｘ̇
ｉ＋1

 

が定まれば，絶対加速度応答は(3．1)式より     （ｘ̈＋ｙ̈）
ｉ＋1

＝－（2・ｈ・ω・ｘ̇
ｉ＋1

＋ω
2
・ｘ

ｉ＋1
）･･････････････････(3．3) 

      によって求められる。したがって，ｔ＝0における応答の初期値ｘ
1
＝0           ｘ̇

1
＝－ｙ̈

1
・Δｔ         （ｘ̈＋ｙ̈）
1
＝2・ｈ・ω・ｙ̈

1
・Δｔ 

を与えれば，後は(3．2)式と(3．3)式によって応答値が算出される。 

 

  3.3.2 ニューマークβ法 

      時間に関する関数ｘ（ｔ）の時間ｔ
ｉ
周辺でのテイラー展開に基づくと，時間刻みを

Δｔとし，時刻ｔ
ｉ＋1

＝ｔ
ｉ
＋Δｔにおける応答値は以下のように近似できる。 

ｘ（ｔ
ｉ＋1

）＝ｘ（ｔ
ｉ
）＋

ｄｘ（ｔ
ｉ
）

ｄｔ
・Δｔ＋（

1

2
－β） 

 ・ｄ
2
ｘ（ｔ

ｉ
）

ｄｔ
2 ・Δｔ

2
＋β・

ｄ
2
ｘ（ｔ

ｉ＋1
）

ｄｔ
2 ・Δｔ

2
 

ｘ̇（ｔ
ｉ＋1

）＝ｘ̇（ｔ
ｉ
）＋（1－γ）・

ｄ
2
ｘ（ｔ

ｉ
）

ｄｔ
2  

・Δｔ＋γ・
ｄ

2
ｘ（ｔ

ｉ＋1
）

ｄｔ
2 ・Δｔ 

      ここで，γ＝1/2，0≤β≤1/2で，各βの値はΔｔ間の加速度の変化と次のような関係

がある。 

 

 

･･････････(3．2) 

･･･････････(3．4) 
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      β＝0は加速度がΔｔ間で無変化 

β＝1/6は加速度がΔｔ間で線形に変化 

β＝1/4はΔｔ間の加速度はｔとｔ＋Δｔの平均値 

β＝1/2はΔｔ間の加速度はｔ＋Δｔの値 

 

      (3．4)式と系の運動方程式(3．1)式の連立方程式の解を反復法により求める。すなわ

ち，時刻ｔ
ｉ＋1

における加速度ｘ̈
ｉ＋1

の値を仮定し，(3．4)式から時刻ｔ
ｉ＋1

における変

位ｘ
ｉ＋1

，速度ｘ̇
ｉ＋1

を計算，この変位，加速度を(3．1)式に代入して得られる加速度

と，最初に仮定した値との差が許容誤差範囲内になるまで繰返し計算して解を求めるも

のである。 

 

  3.3.3 ルンゲ・クッタ法 

      関数のｔにおけるテイラー展開の4次の項まで合うようにした公式を用いて近似解を求

めるものである。ｔの関数ｘの微分方程式ｘ̇ = ｆ（ｔ,ｘ）に対して，時刻ｔ
ｉ＋1

＝ｔ
ｉ

＋Δｔにおける近似解は以下の式から求められる。 

ｘ
ｉ＋1

＝ｘ
ｉ
＋

1

6
・（ｋ

1
＋2・ｋ

2
＋2・ｋ

3
＋ｋ

4
）･････････････････････(3．5) 

     ここで， 

ｋ
1
＝Δｔｆ・（ｔ

ｉ
, ｘ

ｉ
） 

ｋ
2
＝Δｔｆ・（ｔ

ｉ
＋

Δｔ

2
, ｘ

ｉ
＋

ｋ
1

2
） 

ｋ
3
＝Δｔｆ・（ｔ

ｉ
＋

Δｔ

2
, ｘ

ｉ
＋

ｋ
2

2
） 

ｋ
4
＝Δｔｆ・（ｔ

ｉ
＋Δｔ, ｘ

ｉ
＋ｋ

3
） 

     以上の公式を運動方程式に適用して加速度応答解を求める。 
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 3.4 解析フローチャート 

本解析コードを用いて行う解析フローチャートを図3.4－1に示す。 

 

図 3.4－1 解析コード「ＭａｋｅＦＲＳ」を用いた解析フローチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入力（加速度応答時刻歴） 

応答スペクトル作成 

周期軸方向に拡幅 

複数の応答スペクトルを包絡 

設計用床応答曲線 

START 

出力 

END 

減衰定数，計算固有周期 
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 3.5 検証（Verification）と妥当性確認（Validation） 

  3.5.1 検証（Verification） 

   (1) 応答スペクトル作成機能 

別解析コードＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮによる応答スペクトルと本解析コードで作成し

た応答スペクトルを比較することで，本解析コードの検証を行った。 

検証に用いた加速度応答時刻歴を図3.5－1に示す。また，別解析コードと本解析コー

ドで作成した応答スペクトルを比較したものを図3.5－2に示す。図3.5－2より本解析コ

ードの結果は別解析コードの結果とよく一致していることがわかる。 

 

   (2) 拡幅機能 

拡幅は，拡幅前の応答スペクトルを周期軸方向に－10％とした曲線と＋10％とした曲

線及び両曲線を結ぶ水平線を構成する点，3つの曲線が交わる場合にはその交点を加え

て，大きい値を選定して作成する。本解析コードの拡幅機能は，3つの曲線をプロットし

た図を確認して選定した手計算値と，本解析コードで作成した算出値の比較により検証

した。拡幅前の応答スペクトルには(1)で作成したものを用いた。図3.5－3に本解析コー

ドによる拡幅結果を示すように，正しく拡幅されていることがわかる。 

 

   (3) 包絡機能 

包絡は，2つの応答スペクトルを構成する点及び2曲線が交わる場合にはその交点を加

えて，大きい値を選定して作成する。本解析コードの包絡機能は，2つの曲線をプロット

した図を確認して選定した手計算値と，本解析コードで作成した算出値の比較により検

証した。包絡前の応答スペクトルには(2)で作成したもの及び別の±10％拡幅済み応答ス

ペクトルを用いた（図3.5－4参照，「包絡前1」及び「包絡前2」）。図3.5－4に本解析

コードによる包絡結果を示すように，正しく包絡されていることがわかる。 
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図3.5－1 検証に用いた加速度応答時刻歴の波形 
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図 3.5－2 応答スペクトルの解析結果比較 
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図 3.5－3 拡幅結果 

 

図 3.5－4 包絡結果  
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  3.5.2 妥当性確認（Validation） 

本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・今回の工事計画認可申請で使用する機能は応答スペクトルの作成機能であ

るため，同一の入力条件に対する1自由度系の最大応答加速度を固有周期ご

とに算定し，別解析コードであるＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮと本解析コード

の結果を比較することで，妥当性を確認している。 

・設計用床応答曲線を作成する際，入力とする加速度応答時刻歴の時間刻み

幅，データの形式は，上述の妥当性を確認している範囲内での使用である

ことを確認している。 

・周期軸方向の拡幅率（±10％），加速度応答時刻歴の時間刻み，固有周期

計算間隔はＪＥＡＧ４６０１-1987に従っており，妥当性に問題ない。 

・今回の工事計画認可申請における応答スペクトル，加速度応答時刻歴に対

し，使用用途及び方法に関する適用範囲が上述の妥当性確認の範囲内であ

ることを確認している。 

 

  3.5.3 評価結果 

3.5.1 及び 3.5.2 より，本解析コードを使用目的に示す設計用床応答曲線の

作成に用いることは妥当である。 
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別紙 2 Ｓｅｉｓｍｉｃ Ａｎａｌｙｓｉｓ Ｓｙｓｔｅｍ（ＳＡＳ） 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-1-7 

 

 

 

 

 

設計用床応答曲線の作成方針 Ver.6.1.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

15 

K
7
 
①

 Ⅴ
-
2 
別
紙

 
R
0
 

2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 

Ｓｅｉｓｍｉｃ Ａｎａｌｙｓｉｓ Ｓｙｓｔｅｍ（ＳＡ

Ｓ） 

使用目的 設計用床応答曲線の作成 

開発機関 日立ＧＥニュークリア・エナジー株式会社 

開発時期 2009 年 

使用したバージョン Ver.6.1.0 

コードの概要 

 本解析コードは，耐震設計に使用する条件を作成すること

を目的に，地震波時刻歴データの波形書式の変換機能，地震

波時刻歴データから応答スペクトルを計算する機能，応答分

布図や振動モード図の作成機能等，耐震解析プログラムを統

合したシステムである。このうち応答スペクトル作成機能

を，建屋床応答時刻歴から設計用床応答曲線を作成するため

に使用する。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・別解析コードＤＹＮＡ２Ｅによる応答スペクトルと本

解析コードで作成した応答スペクトルを比較し，一致し

ていることを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，動作環境を満足する

計算機にインストールして用いていることを確認して

いる。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・今回の工事計画認可申請で使用する機能は応答スペク

トルの作成機能であるため,同一の入力条件に対する 1

自由度系の最大応答加速度を固有周期ごとに算定し，別

解析コードＤＹＮＡ２Ｅと本解析コードの結果を比較

することで，妥当性を確認している。 

・設計用床応答曲線を作成する際，入力とする時刻歴デー

タの時間刻み幅，データの形式は，上述の妥当性を確認

している範囲内での使用であることを確認している。 

・周期軸方向の拡幅率（±10%），時刻歴波の時間刻み，固

有周期計算間隔はＪＥＡＧ４６０１-1987 に従ってお
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り，妥当性に問題はない。 

・今回の工事計画認可申請において使用するバージョン

は，他プラントの既工事計画において使用されているも

のと同じであることを確認している。 

・今回の工事計画認可申請における応答スペクトル，時

刻歴データに対し，使用用途及び方法に関する適用範

囲が上述の妥当性確認の範囲内であることを確認して

いる。 
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別紙 3 ＶＩＡＮＡ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-1-7 

 

 

 

 

 

設計用床応答曲線の作成方針 Ver.1.0 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＶＩＡＮＡ 

使用目的 設計用床応答曲線の作成 

開発機関 株式会社東芝 

開発時期 1983 年 

使用したバージョン Ver.1.0 

コードの概要 

本解析コードは，加速度時刻歴から応答スペクトルを作

成するプログラムであり，建屋床応答時刻歴から設計用床

応答曲線を作成することを目的とする。一定の固有周期及

び減衰定数を有する1 質点系の与えられた加速度時刻歴に

対する最大応答加速度を計算し，周期と減衰定数が同一の

系で計算された複数の応答スペクトルの包絡値を求め，ま

た応答スペクトルの拡幅を行う。本解析コードは，設計用

床応答曲線を作成するために開発したハウスコードであ

る。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・理論解と本解析コードで作成した応答スペクトルと比

較し，一致していることを確認した。 

・拡幅機能については，±10%拡幅した算出値と，本解析

コードで作成した算出値を比較し，一致していること

を確認した。 

・包絡機能については，包絡した応答スペクトルの最大

値と，本解析コードで作成した算出値を比較し，一致

していることを確認した。 

・本解析コードの運用環境について，動作環境を満足す

る計算機にインストールして用いていることを確認し

ている。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・今回の工事計画認可申請で使用する解析機能は，理論

モデルをそのままコード化したものであり，妥当性は

確認されている。 
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・設計用床応答曲線を作成する際，入力とする時刻歴デ

ータの時間刻み幅，データの形式は，妥当性を確認し

ている範囲内での使用であることを確認している。 

・10%拡幅，時刻歴波の時間刻み，固有周期計算間隔はＪ

ＥＡＧ４６０１-1987 に従っており，妥当性は確認さ

れている。 

・今回の工事計画認可申請において使用するバージョン

は，他プラントの既工事計画において使用されている

ものと同じであることを確認している。 
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別紙 4 ＤＡＣ３Ｎ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-1 

 

 

 

 

 

原子炉建屋の地震応答計算書 Ver.97 
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別紙 5 ＧＲＩＭＰ２ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-1 

 

 

 

 

 

原子炉建屋の地震応答計算書 Ver.2.5 
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別紙 6 ＫＳＨＡＫＥ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-1 

Ⅴ-2-2-13 

 

 

 

 

原子炉建屋の地震応答計算書 

格納容器圧力逃がし装置基礎の地震応答計算書 

 

 

 

 

Ver.2 

Ver.2 
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別紙 7 ＮＶＫ２６３ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-1 

 

 

 

 

 

原子炉建屋の地震応答計算書 

 

Ver.1.0 
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3. 解析手法 

3.1 一般事項 

本解析コードは，Novakの論文に基づき，水平，上下，回転及びねじれに対する

地盤の複素ばね剛性を振動数領域で計算するプログラムである。本解析コードは，

原子炉建屋の水平方向の地震応答解析における質点系建屋－地盤連成モデルの建屋

埋込み部分の側面地盤ばねを評価するために使用している。 

 

3.2 解析コードの特徴 

本解析コードの主な特徴を以下に示す。 

・平面ひずみを仮定した無限地盤にある円形基礎の側面地盤ばねを算定できる。 

・円形基礎は剛体として扱う。 
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3.3 解析手法 

円形基礎の側面と接する地盤に対する水平，上下，回転及びねじれ加振した場合

の力－変形関係から建屋の側面地盤ばねを算定する方法である。 

建屋側面地盤の水平ばね Ka 及び回転ばね Kc は，0 次と 1 次の変形ベッセル関数を

用いて，(3.1)式及び(3.2)式で評価される。 

 

)(aK)(bKab)(aK)(bKa)(aK)(bKb

)(aK)(bKb)(aK)(bKa)(aK)(b4K
aGπHK

*
00

*
00

*
0

*
0

*
00

*
01

*
0

*
01

*
00

*
0

*
01

*
00

*
0

*
00

*
01

*
0

*
01

*
012

0jja 


     (3.1) 

 

*
2 * 0 0

c j j 0 j 0 *

1 0

K (a )
K πH G r (1 i･2h ) １ a

K (a )

 
   

 
 (3.2) 

ここで， 

π  ：円周率 

Hj  ：建物質点 j の支配高さ 

Gj      ：建物質点 j の支配高さにおける地下部外壁に接する地盤のせん

断弾性係数 

s00 /Vωra  （等価円置換の無次元振動数） 

p00 /Vωrb  （等価円置換の無次元振動数） 

/πBBr yx0  （等価円半径） 

ω  ：円振動数 

Vs  ：地下部外壁に接する地盤の S 波速度 

Bx，By  ：建物の辺長 

K0()，K1() ：それぞれ 0 次と 1 次の変形ベッセル関数 

･i
i･2h1

a
a

j

0*
0


 ， jηab *

0
*
0 / ， )2ν)/(1ν2(1η jjj   

jh ， jν ：地下部外壁に接する地盤のそれぞれの減衰定数とポアソン比 
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3.4 解析フローチャート 

解析フローチャートを図3－1に示す。 

 

 
 

図 3－1 解析フローチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

START 

地盤ばねの算定  

解析結果の出力  

END 

解析条件の入力  
・基礎の半径  
・地盤物性  

等 
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別紙 8 ＤＹＮＡ２Ｅ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-4 

Ⅴ-2-2-7 

Ⅴ-2-2-8 

Ⅴ-2-2-9 

Ⅴ-2-2-別添 2-2 

 

Ⅴ-2-3-1 

 

Ⅴ-2-7-2-1 

Ⅴ-2-9-3-1 

 

原子炉本体の基礎の地震応答計算書 

主排気筒の地震応答計算書 

主排気筒の耐震性についての計算書 

コントロール建屋の地震応答計算書 

隣接建屋による影響を考慮した機器・配管系の

耐震性についての計算書 

炉心，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構造物

の地震応答計算書 

主排気筒の耐震性についての計算書 

原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の耐震性

についての計算書 

 

Ver.7.2.48 

Ver.8.0.4 

Ver.8.0.4 

Ver.7.2.18 

Ver.7.2.48 

 

Ver.7.2.48 

 

Ver.8.0.4 

Ver.8.0.4 
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2. 解析コードの概要 

2.1 ＤＹＮＡ２Ｅ Ver.7.2.48 

コード名 

項目 
ＤＹＮＡ２Ｅ 

使用目的 固有値解析，応答解析 

開発機関 伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 

開発時期 
1972 年（センチュリリサーチセンタ株式会社） 

2007 年（伊藤忠テクノソリューションズ株式会社） 

使用したバージョン Ver.7.2.48 

コードの概要 

 本解析コードは，土木・建築分野における骨組構造＊を対

象として開発された 2 次元／3 次元応答解析コードであり，

市販されている汎用構造計算機プログラムである。固有値

解析並びに静的解析（線形）及び動的解析（線形，非線形）

による応答解析が可能である。以下に示す構造に対し，3 種

類の解析を行うことができる。 

＜構 造＞ 

1. 2 次元骨組構造 

2. 3 次元骨組構造 

＜解 析＞ 

1. 固有値解析 

2. 静的解析（線形） 

3. 動的解析（線形，非線形） 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・一本棒の曲げせん断型モデルについて，本解析コード及

び別解析コードＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ Ver.2008r1

を用いて得られた固有値解析結果及び応答解析結果を

比較して検討し，本解析コードによる解析結果が妥当で

あることを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示さ

れた要件を満足していることを確認している。 
【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・検証内容のとおり，固有値解析及び応答解析について検

証していることから，解析の目的に照らして今回の解析

に適用することは妥当である。  
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・日本原子力発電株式会社東海第二発電所工事計画認可

申請書のⅤ-2-3-2「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内

部構造物並びに原子炉格納容器及び原子炉本体の基礎

の地震応答計算書」において，固有値解析及び応答解析

に使用された実績がある。 

・誘発上下動を考慮する場合の地震応答解析については，

「原子力発電所耐震設計技術規程ＪＥＡＣ４６０１-

2008（（社）日本電気協会）」を参考に，水平加振によ

り励起される上下応答を評価するために，基礎浮き上が

りの評価法，鉛直モデルの諸元及び接地率に応じて変化

する回転・鉛直連成ばねについて考慮している。 

・今回の工事計画認可申請における構造に対し使用する

固有値解析及び応答解析の使用目的に対し，使用用途

及び使用方法に関する適用範囲が上述の妥当性確認の

範囲内であることを確認している。 

注記＊：本解析コードでは，主に曲げせん断はり要素を適用する構造のことをいう。 
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2.2 ＤＹＮＡ２Ｅ Ver.8.0.4 

コード名 

項目 
ＤＹＮＡ２Ｅ 

使用目的 
立体フレームモデルによる応力解析，固有値解析及び地震

応答解析 

開発機関 伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 

開発時期 
1972 年（センチュリリサーチセンタ株式会社） 

2007 年（伊藤忠テクノソリューションズ株式会社） 

使用したバージョン Ver.8.0.4 

コードの概要 

 本解析コードは，土木・建築分野における 2 次元／3 次元

骨組構造物の動的解析を目的として開発されたプログラム

である。微小変形理論に基づき，固有値，振動モード，各質

点と部材の最大応答値及び各質点の応答加速度時刻歴等が

求められる。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

ＤＹＮＡ２Ｅは，原子炉建屋の主排気筒及び屋根トラスの

弾塑性地震応答解析に使用している。主排気筒及び屋根トラ

スの地震応答解析では，部材をはり要素等でモデル化してい

る。屋根トラスでは，部材の圧縮座屈による非線形挙動に対

して修正若林モデルによる履歴特性を設定している。 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・谷口らの論文及び若林らの論文に示される式から算定

した履歴曲線と解析結果が一致することを確認してい

る。 

・応答解析については，別の妥当性が確認されている解析

コードによる解析結果と一致することを確認している。 

・本コードを用いた 3 次元フレームモデルによる地震応

答解析結果と理論解の比較を行い，両者が一致すること

を確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示さ

れた要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・検証の内容のとおり，非線形挙動及び地震応答解析に

ついて検証していることから，解析の目的に照らして 
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今回の解析に適用することは妥当である。 

・電源開発株式会社大間 1 号機第 2 回工事計画認可申請

書のⅣ-2-3「原子炉格納容器及び原子炉建屋の地震応答

計算書」において，動的解析に使用された実績がある。 

・地震応答解析に対して，九州電力株式会社川内原子力発

電所１号機第 1 回工事計画認可申請書の 3-16-1「原子

炉格納施設の地震応答解析」において，動的解析に使用

された実績があるＴＤＡＰⅢを用いた解析解と，本コー

ドによる解析解を比較した結果，双方の解が一致してい

ることを確認した。 

・3 次元フレームモデルに使用する要素及び地震応答解

析の使用目的に対し，使用用途及び使用方法に関する

適用範囲が上述の妥当性確認の範囲内であることを確

認している。 
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別紙 9 ＮＯＶＡＫ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-5 

Ⅴ-2-2-15 

Ⅴ-2-11-2-1 

 

 

 

タービン建屋の地震応答計算書 

緊急時対策所の地震応答計算書 

サービス建屋の耐震性についての計算書 

 

 

 

Ver.1.0 

Ver.1.0 

Ver.1.0 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＮＯＶＡＫ 

使用目的 側面地盤ばね算定 

開発機関 株式会社竹中工務店 

開発時期 1979 年 

使用したバージョン Ver.1.0 

コードの概要 

 本解析コードは，Novakの論文＊に基づき，水平，上下，回

転成分の単位深さあたりの地盤の複素ばね剛性を振動数領

域で計算するプログラムである。地震応答解析における水平

方向の地震応答解析モデルの建屋埋め込み部分の基礎側面

地盤の評価に使用する。 

 

 

 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

本解析コードは，タービン建屋等の地震応答解析における

入力地震動の策定において，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用

地震動Ｓｄに対する地盤の応答を評価するために使用して

いる。 

【検証（Verification）】 

本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・他コードとの比較 

・動作環境を満足する計算機にインストールして使用し

ている。 

【妥当性確認（Validation）】 

本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・検証の内容のとおり，側面地盤ばねについて検証してい

ることから，解析の目的に照らして今回の解析に適用す

ることは妥当である。 

 

 

 
 

注記＊：Novak, M, et al. :“Dynamic Soil Reactions for Plane Strain Case”,The 

Journal of the Engineering Mechanics Division,  ASCE, 1978,pp.953-959. 
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別紙 10 ＳＨＡＫＥ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-5 

Ⅴ-2-2-11 

Ⅴ-2-2-15 

Ⅴ-2-2-別添 2-1 

 

Ⅴ-2-11-2-1 

 

タービン建屋の地震応答計算書 

廃棄物処理建屋の地震応答計算書 

緊急時対策所の地震応答計算書 

隣接建屋による影響を考慮した地震応答計算及

び建物・構築物の耐震性についての計算書 

サービス建屋の耐震性についての計算書 

 

Ver.1.0 

Ver.1.0 

Ver.1.0 

Ver.1.0 

 

Ver.1.0 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＳＨＡＫＥ 

使用目的 入力地震動算定 

開発機関 株式会社竹中工務店 

開発時期 1999 年 

使用したバージョン Ver.1.0 

コードの概要 

本解析コードは，重複反射理論に基づく地盤の地震応答

解析を行うことが可能であり，地盤の非線形性はひずみ依

存特性を用いて等価線形法により考慮することができる｡ 

本解析コードの主な特徴として，以下の①～③を挙げる

ことができる｡ 

①1次元重複反射理論に基づくプログラムである｡ 

②地盤の非線形性はひずみ依存特性を用いて等価線形法

により考慮できる。 

③鉛直動は，S波速度をVs,P波速度をVpとして定義するこ

とで対応が可能である｡ 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

 本解析コードは，タービン建屋等の地震応答解析におけ

る入力地震動の策定において，基準地震動Ｓｓ及び弾性設

計用地震動Ｓｄに対する地盤の応答を評価するために使用

している。 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・理論解との比較 

・他コードとの比較 

・動作環境を満足する計算機にインストールして使用し

ている。 

【妥当性確認（Validation）】 

本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・原子力産業界において，日本原燃株式会社の「ウラン･

プルトニウム混合酸化物燃料加工施設に係る設計及び

工事」で，ウラン・プルトニウム混合酸化物燃料加工

施設（ＭＯＸ燃料加工施設）のうち燃料加工建屋に対
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する地震応答解析に本解析コードが使用された実績が

ある。 

・検証の内容のとおり，入力地震動算定について検証し

ていることから，解析の目的に照らして今回の解析に

適用することは妥当である。 
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3. 解析手法 

3.1 一般事項 

本解析コードは，重複反射理論に基づく地震応答解析を行うプログラムである。

本解析コードは1次元地震応答解析(入力地震動算定)に使用している｡ 

 

3.2 解析コードの特徴 

    本解析コードの主な特徴を以下に示す。 

・1次元重複反射理論に基づく解析を行う｡ 

・地盤の非線形性はひずみ依存特性を用いて等価線形法により考慮する｡ 

・鉛直動は，S 波速度 Vs を P 波速度 Vp として定義することで対応できる。 

 

3.3 解析手法 

図3－1に示す線形粘弾性系を通過するせん断波による応答を考える｡線形粘弾性

系は，均質，等方性であり，厚さが h，密度がρ，せん断弾性係数が G ，臨界減衰

比がβで定義されているとする｡せん断波の伝ぱは水平変位  t,xuu  のみによる｡これ

は，次の波動方程式を満足しなければならない｡ 

tx
u

x
uG

t
u

2

3

2

2

2

2












ηρ           (3.1) 

波動方程式(3.1)式の解は，振動数ωに対し，次式で与えられる｡ 

  )tkx(i)tkx(i FeEet,xu ωω             (3.2) 

ここに， 

*

22
2

GiG
k ωρ

ηω

ωρ 





           (3.3) 

である｡(3.2)の第1項は， X のマイナス方向(上向き)に伝わる入射波を示し，第2項

は X のプラス方向(下向き)に伝わる反射波を示している｡また，水平面におけるせん

断応力度の定義は次式で与えられる｡ 

 
x
uG

tx
u

x
uGt,x *

2













 ητ          (3.4) 

(3.4)式に(3.2)式を代入すると， 

    tiikxikx* eeFeEikGt,x ω τ          (3.5) 

となる｡ 

(3.1)式は図3－1の各層にて成り立つ｡各層の局所座標系 X で表される第 m 層の最

上部 0x  及び最下部 mhx  における変位は，第 m 層における厚さを mh ，密度を mρ ，

せん断弾性係数を mG ，臨界減衰比を mβ で定義すると，それぞれ次のように表せる｡ 

    ti
mmm eFEt,0u  ω           (3.6) 

    tihik
m

hik
mmm eeFeEt,hu mmmm  ω             (3.7) 
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ここで，任意の m 層と 1m 層の変位及びせん断応力との連続性を考慮すると次の

循環公式が求まる｡ 

    mmmm hik
mm

hik
mm1m e1F

2
1e1E

2
1E 

  αα            (3.8) 

    mmmm hik
mm

hik
mm1m e1F

2
1e1E

2
1F 

  αα            (3.9) 

ここに， mα は複素インピーダンス比と呼ばれる定数で，次式で定義されている｡ 

2
1

1m
*

1m

m
*

m

1m
*

1m

m
*

m
m G

G
Gk
Gk











 ρ

ρ
α          (3.10) 

この複素インピーダンス比 mα は，周期に対して独立である｡自由面におけるせん

断応力度 0τ と(3.7)式より 11 FE  が得られる｡循環公式(3.8)式，(3.9)式を繰り返

し用いて，次のような m 層と表層の振幅の関係を導き出すことができる｡  

  1mm EeE ω            (3.11) 

  1mm FfF ω            (3.12) 

伝達関数 me 及び mf は，単なる 1FE 11  に対する倍率であり， 1FE 11  を上式に代

入して解けば求まる｡ 

他の伝達関数は me ， mf から簡単に得られる｡ n層及び m 層表面での変位を関係づ

ける伝達関数 m,nA を次のように定義する｡ 

 
n

m
m,n u

uA ω           (3.13) 

(3.13)式に(3.4)式，(3.11)式及び(3.12)式を代入して整理すると次式を得る｡ 

     
   ωω

ωω
ω

nn

mm
m,n fe

feA



          (3.14) 

これらの式より，伝達関数  ωA は，系のいかなる2つの層の間においても定めら

れる｡ 

ゆえに，任意の層の動的変位が判れば，他の層の動的変位も計算できる｡(3.2)式

より，加速度�̈�(𝑥, 𝑡)，ひずみ  t,xγ は次のように得られる｡ 

�̈�(𝑥, 𝑡) = డమ௨(௫.௧)డ௧మ = −𝜔ଶ(𝐸𝑒(௫ାఠ௧) + 𝐹𝑒ି(௫ିఠ௧))      (3.15) 

     )tkx(i)tkx(i FeEeik
x

t,xut,x ωω  



γ        (3.16) 

 

振幅 E 及び Fは，系全体の層において求めることができるので，加速度及びひずみ

も求めることができる｡ 
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図 3－1 1 次元地盤モデル 

 

  

層番号  伝ぱ方向  座標系  地盤定数  

地盤の振動方向  

入射波（E）  

反射波（F）  
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3.4 解析フローチャート 

解析フローチャートを図 3－2 に示す｡ 

 

 

 

図 3－2 解析フローチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震動の入力  

地震動のフーリエ変換  

動的地盤特性の入力  

伝達関数の算定  

フーリエスペクトルの算定  

逆フーリエ変換による  

時刻歴応答の算出  

ひずみに適合した  

剛性に変更  

解析結果の出力  

START 

END 

ひずみレベルに  

適合した剛性で  

計算しているか  

等価線形  

NO 

YES 
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3.5 検証（Verification）と妥当性確認（Validation） 

3.5.1 理論解との比較による検証 

2層のモデル地盤において，1次元重複反射理論に基づく伝達関数の理論解と

の比較を行った｡ 

(1) 検証モデル及び検討条件 

図 3－3 に地盤モデル諸元を示す｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－3 地盤モデル諸元 

 

＜検討条件＞ 

・重力加速度は 9.80665m/s２とする｡ 

・検討する振動数は 0～50Hz までとする｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位体積重量  17kN/m3 
せん断波速度  150m/s 
減衰      1％ 

単位体積重量  18kN/m3 
せん断波速度  250m/s 
減衰      1％ 

単位体積重量  18kN/m3 
せん断波速度  250m/s 
減衰      0％ 

5.0m 

5.0m 



 

49 

K
7
 
①

 Ⅴ
-
2 
別
紙

 
R
0
 

(2) 比較結果 

理論解との伝達関数の比較結果を図 3－4 に示すが，本解析コードと理論解の

結果は一致していることが確認できる｡ 

 

 

図 3－4 理論解との伝達関数の比較結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

10

20

30

40

50

60

70

0 10 20 30 40 50

増
幅
倍
率

振動数(Hz)

SHAKE

理論解



 

50 

K
7
 
①

 Ⅴ
-
2 
別
紙

 
R
0
 

3.5.2 他コードとの比較による検証 

市販されている 1 次元地盤の等価線形解析プログラムＬｉＱＳＭＡＲＴとの

比較を実施した｡ 

(1) 検証モデル 

表 3－1 に地盤モデル諸元を示し，図 3－5 及び図 3－6 にひずみ依存特性を示

す｡ 

 

表 3－1 地盤モデル諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分
層厚
(m)

分割

(m)
深度
(m)

単位体積重量

(kN/m3)
せん断波速度

(m/s)
せん断弾性係数

(kN/m2)
減衰定数

1.00 1.00 17 110 20976 0.03
1.00 2.00 17 110 20976 0.03
1.00 3.00 17 110 20976 0.03
1.00 4.00 17 110 20976 0.03
1.20 5.20 16 124 25087 0.02
1.20 6.40 16 124 25087 0.02
1.20 7.60 16 124 25087 0.02
1.20 8.80 16 124 25087 0.02
1.20 10.00 16 124 25087 0.02
1.20 11.20 16 124 25087 0.02
1.20 12.40 16 124 25087 0.02
1.20 13.60 16 124 25087 0.02
1.20 14.80 16 124 25087 0.02
1.60 16.40 16 162 42818 0.02
1.60 18.00 16 162 42818 0.02
1.60 19.60 16 162 42818 0.02
1.60 21.20 16 162 42818 0.02
1.60 22.80 16 162 42818 0.02
1.60 24.40 16 162 42818 0.02

1.20 1.20 25.60 20 286 166817 0.02
2.00 27.60 20 252 129512 0.02
2.00 29.60 20 252 129512 0.02
2.00 31.60 20 252 129512 0.02
2.00 33.60 20 252 129512 0.02

2.00 2.00 35.60 20 375 286795 0.01
基盤 20 442 398432 0.01

4.00

10.80

9.60

8.00

第1層

第2層
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図 3－5 ひずみ依存特性(第１層) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－6 ひずみ依存特性(第 2 層) 
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(2) 検討条件 

以下に，検討条件を示す｡ 

・重力加速度は 9.80m/s２とする｡ 

・等価線形解析とする｡ 

・検討する振動数は 0～25Hz までとする｡ 

 

(3) 入力地震動 

入力波水平一方向に入力する｡図 3－7 に入力地震動(2E 波)の加速度時刻歴を

示す｡ 

 

 

図 3－7 入力地震動加速度時刻歴 
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(4) 比較結果 

伝達関数及び加速度の解析解の比較を図 3－8～図 3－11 に示す｡各図より，伝

達関数及び加速度の解析解は，一致していることが確認できる｡ 

 

図 3－8 地表面伝達関数比較 

 

図 3－9 加速度最大分布比較 
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図 3－10 地表面加速度時刻歴比較 

 

 

 

図 3－11 地表面加速度応答スペクトル比較 
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3.5.3 使用内容に対する妥当性 

本解析コードの解析結果と理論解を比較し，理論解と解析解が一致している

ことを確認した｡また，類似解析コードであるＬｉＱＳＭＡＲＴと比較し解析解

が一致していることを確認した｡したがって，本解析にＳＨＡＫＥを使用するこ

とは妥当である｡ 
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別紙 11 ＳＴ－ＣＲＯＳＳ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-5 

Ⅴ-2-2-11 

Ⅴ-2-2-15 

Ⅴ-2-11-2-1 

 

 

タービン建屋の地震応答計算書 

廃棄物処理建屋の地震応答計算書 

緊急時対策所の地震応答計算書 

サービス建屋の耐震性についての計算書 

 

 

Ver.1.0 

Ver.1.0 

Ver.1.0 

Ver.1.0 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＳＴ－ＣＲＯＳＳ 

使用目的 底面地盤ばね算定 

開発機関 株式会社竹中工務店 

開発時期 1977 年 

使用したバージョン Ver.1.0 

コードの概要 

 本解析コードは，はり要素とばね要素からなる多質点系モ

デルを用いた時刻歴応答解析において，地盤ばね（底面ばね）

を算定するプログラムである。半無限均質地盤の地表面点加

振解（グリーン関数）を用いて，指定した矩形基礎形状に応

じたインピーダンスマトリックスを求める。 

 

 

 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

 本解析コードは，タービン建屋等の地震応答解析における

入力地震動の策定において，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用

地震動Ｓｄに対する地盤の応答を評価するために使用して

いる。 

【検証（Verification）】 

本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・理論解との比較 

・動作環境を満足する計算機にインストールして使用し

ている。 

【妥当性確認（Validation）】 

本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・検証の内容のとおり，矩形基礎形状に応じた地盤インピ

ーダンスについて検証していることから，解析の目的に

照らして今回の解析に適用することは妥当である｡ 
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別紙 12 ＴＤＡＳ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-5 

Ⅴ-2-2-11 

Ⅴ-2-2-15 

Ⅴ-2-11-2-1 

 

 

タービン建屋の地震応答計算書 

廃棄物処理建屋の地震応答計算書 

緊急時対策所の地震応答計算書 

サービス建屋の耐震性についての計算書 

 

 

Ver.20121030 

Ver.20121030 

Ver.20121030 

Ver.20121030 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＴＤＡＳ 

使用目的 固有値解析及び地震応答解析 

開発機関 株式会社竹中工務店 

開発時期 1988 年 

使用したバージョン Ver.20121030 

コードの概要 

本解析コードは，曲げせん断要素及びばね要素で構成され

る質点系モデルの地震応答解析等を行うことができる。本解

析コードの主な特徴として，以下の①，②を挙げることがで

きる｡ 

①固有値解析と建屋の基礎浮上りを考慮した非線形地震

応答解析ができる。 

②1次元重複反射理論による地盤の振動解析に基づき，埋

め込みを伴う側面地盤ばね位置に入力する地盤応答を

算定することができる。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

本解析コードは，タービン建屋等の地震応答解析における

入力地震動の策定において，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用

地震動Ｓｄに対する地盤の応答を評価するため並びに基準

地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対する建屋の応答

を評価するために使用している。 

【検証（Verification）】 

本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・理論解との比較 

・他コードとの比較 

・動作環境を満足する計算機にインストールして使用し

ている。 

【妥当性確認（Validation）】 

本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・検証の内容のとおり，弾塑性を考慮した多質点系の地震

応答について検証していること，また，地盤の応答解析

について検証していることから，解析の目的に照らして

今回の解析に適用することは妥当である。 
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別紙 13 ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-6 

Ⅴ-2-2-12 

Ⅴ-2-2-14 

 

Ⅴ-2-2-16 

Ⅴ-2-2-別添 1-3-7 

Ⅴ-2-3-3-2-3 

 

Ⅴ-2-4-2-1 

 

Ⅴ-2-4-2-5 

 

Ⅴ-2-4-2-6 

 

Ⅴ-2-5-3-1-2 

Ⅴ-2-5-3-1-3 

 

Ⅴ-2-5-3-1-4 

 

Ⅴ-2-5-3-1-5 

 

Ⅴ-2-5-4-1-1 

 

Ⅴ-2-5-4-1-2 

 

Ⅴ-2-5-4-1-3 

 

Ⅴ-2-5-4-1-4 

 

Ⅴ-2-5-4-2-3 

 

タービン建屋の耐震性についての計算書 

廃棄物処理建屋の耐震性についての計算書 

格納容器圧力逃がし装置基礎の耐震性について

の計算書 

緊急時対策所の耐震性についての計算書 

サブドレンピットの耐震性についての計算書 

制御棒駆動機構ハウジングレストレントビーム

の応力計算書 

使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの耐

震性についての計算書 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラの耐震性につ

いての計算書 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置の

耐震性についての計算書 

残留熱除去系ポンプの耐震性についての計算書 

残留熱除去系ストレーナの耐震性についての計

算書 

残留熱除去系ストレーナ部ティーの耐震性につ

いての計算書 

残留熱除去系ストレーナ取付部コネクタの耐震

性についての計算書 

高圧炉心注水系ポンプの耐震性についての計算

書 

高圧炉心注水系ストレーナの耐震性についての

計算書 

高圧炉心注水系ストレーナ部ティーの耐震性に

ついての計算書 

高圧炉心注水系ストレーナ取付部コネクタの耐

震性についての計算書 

原子炉隔離時冷却系ストレーナの耐震性につい

ての計算書 

Ver.2012.1.0 

Ver.2012.1.0 

Ver.2016.1.1 

 

Ver.2012.1.0 

Ver.2013.1.1 

Ver.2013.0.0 

 

Ver.2016.1.1 

 

Ver.2005r2 

 

Ver.2005r2 

 

Ver.2006r1 

Ver.2013.0.0 

 

Ver.2013.0.0 

 

Ver.2013.0.0 

 

Ver.2006r1 

 

Ver.2013.0.0 

 

Ver.2013.0.0 

 

Ver.2013.0.0 

 

Ver.2013.0.0 

 



 

61 

K
7
 
①

 Ⅴ
-
2 
別
紙

 
R
0
 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-5-4-2-4 

 

Ⅴ-2-5-5-1-2 

Ⅴ-2-5-6-1-3 

 

Ⅴ-2-6-5-1 

Ⅴ-2-6-7-22 

 

Ⅴ-2-6-7-26 

 

Ⅴ-2-9-2-1 

 

Ⅴ-2-9-2-4 

 

 

Ⅴ-2-9-2-5 

 

 

Ⅴ-2-9-2-8 

 

Ⅴ-2-9-2-11 

 

Ⅴ-2-9-3-1 

 

Ⅴ-2-9-3-1-2 

 

Ⅴ-2-9-3-4 

 

Ⅴ-2-9-4-2 

Ⅴ-2-9-4-3 

Ⅴ-2-9-4-4-1-1 

 

原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティーの耐震

性についての計算書 

復水貯蔵槽の耐震性についての計算書 

原子炉補機冷却海水ポンプの耐震性についての

計算書 

起動領域モニタの耐震性についての計算書 

フィルタ装置スクラバ水 pH の耐震性についての

計算書 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置の耐震性

についての計算書 

原子炉格納容器コンクリート部の耐震性につい

ての計算書 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及

び鏡板（所員用エアロック付）の耐震性について

の計算書 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及

び鏡板（機器搬入用ハッチ付）の耐震性について

の計算書 

下部ドライウェル機器搬入用ハッチの耐震性に

ついての計算書 

下部ドライウェル所員用エアロックの耐震性に

ついての計算書 

原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の耐震性

についての計算書 

主蒸気系トンネル室ブローアウトパネルの耐震

性についての計算書 

原子炉建屋基礎スラブの耐震性についての計算

書 

ダイヤフラムフロアの耐震性についての計算書 

ベント管の耐震性についての計算書 

ドライウェルスプレイ管の耐震性についての計

算書 

 

Ver.2013.0.0 

 

Ver.2012.1.0 

Ver.2006r1 

 

Ver.2018.2.1 

Ver.2005r2 

 

Ver.2005r2 

 

Ver.2016.1.1 

 

Ver.2013.0.0 

 

 

Ver.2013.0.0 

 

 

Ver.2013.0.0 

 

Ver.2013.0.0 

 

Ver.2005.5.2 

 

Ver.2016.1.1 

 

Ver.2016.1.1 

 

Ver.2013.0.0 

Ver.2013.0.0 

Ver.2013.0.0 
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使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-9-4-4-2-1 

 

Ⅴ-2-9-4-8-1 

 

Ⅴ-2-9-5-5 

 

Ⅴ-2-10-1-2-2-6 

Ⅴ-2-11-2-8 

Ⅴ-2-別添 1 

 

Ⅴ-2-別添 2-2 

 

Ⅴ-2-別添 3-4 

サプレッションチェンバスプレイ管の耐震性に

ついての計算書 

下部ドライウェルアクセストンネルの耐震性に

ついての計算書 

燃料取替床ブローアウトパネル閉止装置の耐震

性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

耐火隔壁の耐震性についての計算書 

火災防護設備の耐震性に関する説明書 

 

溢水源としない耐震 B,C クラス機器の耐震計算

書 

可搬型重大事故等対処設備のうちボンベ設備の

耐震計算書 

Ver.2013.0.0 

 

Ver.2013.0.0 

 

Ver.2013.1.1 

 

Ver.2008.0.0 

Ver.2008.0.0 

Ver.2005r2 

Ver.2008.0.4 

Ver.2012.1.0 

 

Ver.2005r2 
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2. 解析コードの概要 

2.1 ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ Ver.2012.1.0 

コード名 

項目 
ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ 

使用目的 
3 次元有限要素法による応力解析（弾性） 

はりモデルによる固有値解析及び地震応答解析 

開発機関 MSC.Software Corporation 

開発時期 1971 年（一般商業用リリース） 

使用したバージョン Ver.2012.1.0 

コードの概要 

本解析コードは，航空機の機体強度解析を目的として開発

された，有限要素法による構造解析用の汎用計算機プログラ

ムである。適用モデル（主にはり要素，シェル要素，ソリッ

ド要素）に対して，静的解析（線形，非線形），動的解析（過

渡応答解析，周波数応答解析），固有値解析，伝熱解析（温

度分布解析），熱応力解析，線形座屈解析等の機能を有して

いる。数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，

造船，機械，建築，土木等様々な分野の構造解析に使用され

ている。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

 (1) 3 次元有限要素法による応力解析（弾性） 

・等分布面荷重を作用させた平板の最大変位について，

本 解 析 コ ー ド で 応 力 解 析 を 行 っ た 解 析 解 と ，

S.Timoshenko の理論式による理論解を比較し，解析

解と理論解が概ね一致していることを確認した。 

・材料力学分野における一般的知見により解を求める

ことができる体系について，3 次元有限要素法による

応力解析を行い，解析解が理論モデルによる理論解と

一致することを確認した。 

  ・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示

された要件を満足していることを確認している。 

 (2) はりモデルによる固有値解析及び地震応答解析 

  ・構造力学分野における一般的知見により解を求める

ことができる体系について，本解析コードを用いた 
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   解析結果と理論モデルによる理論解の比較を行い，

解析解が理論解と一致することを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提

示された要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

 (1) 3 次元有限要素法による応力解析（弾性） 

  ・本解析コードは，航空宇宙，自動車，造船，機械，建

築，土木等様々な分野における使用実績を有してお

り，妥当性は十分に確認されている。 

  ・応力解析に対して，一般産業界において，全世界 40

ヶ国，約 4,000 件の多数のプロジェクトの解析で使

用実績のあるＭＩＤＡＳを用いた解析解と，本解析

コードによる解析解を比較したベンチマーキングを

行った結果，双方の解が概ね一致していることを確

認した。 

  ・原子力産業界において，日本原燃株式会社の「ウラ

ン・プルトニウム混合酸化物燃料加工施設に係る設

計及び工事」で，ウラン・プルトニウム混合酸化物

燃料加工施設（ＭＯＸ燃料加工施設）のうち燃料加

工建屋に対する応力解析に本解析コードが使用され

た実績がある。 

  ・検証の体系と今回の工事計画認可申請で使用する体

系が同等であることから，検証結果をもって，解析

機能の妥当性も確認できる。 

  ・今回の工事計画認可申請において，使用するバージ

ョンは，他プラントの既工事計画において使用され

ているものと同じであることを確認している。 

  ・検証の内容のとおり，応力解析について検証してい

ることから，解析の目的に照らして今回の解析に適

用することは妥当である。 

 (2) はりモデルによる固有値解析及び応力解析 

  ・本解析コードは，航空宇宙，自動車，造船，機械，

建築，土木等様々な分野における使用実績を有して

おり，妥当性は十分に確認されている。 

  ・検証の体系と今回の工事計画認可申請で使用する体
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系が同等であることから，検証結果をもって，解析

機能の妥当性も確認できる。 

  ・今回の工事計画認可申請における用途及び適用範囲

が上述の妥当性確認の範囲内であることを確認して

いる。 
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2.2 ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ Ver.2016.1.1 

コード名 

項目 
ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ 

使用目的 

3 次元有限要素法による応力解析（弾性） 

3 次元有限要素法(はりモデル及びシェルモデル)による固

有値解析及び地震応答解析 

開発機関 MSC.Software Corporation 

開発時期 1971 年（一般商業用リリース） 

使用したバージョン Ver.2016.1.1 

コードの概要 

本解析コードは，航空機の機体強度解析を目的として開発

された，有限要素法による構造解析用の汎用計算機プログラ

ムである。適用モデル（主にはり要素，シェル要素，ソリッ

ド要素）に対して，静的解析（線形，非線形），動的解析（過

渡応答解析，周波数応答解析），固有値解析，伝熱解析（温

度分布解析），熱応力解析，線形座屈解析等の機能を有して

いる。数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，

造船，機械，建築，土木等様々な分野の構造解析に使用され

ている。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

 本解析コードは，格納容器圧力逃がし装置基礎，使用済燃

料貯蔵プール，原子炉格納容器コンクリート部及び原子炉建

屋基礎スラブの 3 次元有限要素法による応力解析，主蒸気系

トンネル室ブローアウトパネルの 3 次元有限要素法による

固有値解析及び地震応答解析に使用している。 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・構造力学分野における一般的知見により解を求めるこ

とができる体系について，3 次元有限要素法による応

力解析，固有値解析及び地震応答解析を行い，解析解

が理論モデルによる理論解と一致することを確認して

いる。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示さ

れた要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 
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・本解析コードは，航空宇宙，自動車，造船，機械，建

築，土木等様々な分野における使用実績を有してお

り，妥当性は十分に確認されている。 

・日本原子力発電東海第二発電所工事計画認可申請書に

おいて，原子炉建屋の使用済燃料プール，基礎盤及び 

原子炉格納容器底部コンクリートマット，緊急時対策

所建屋，格納容器圧力逃がし装置格納槽の 3 次元有限

要素法による応力解析及び温度分布解析に使用された

実績がある。 

・日本原子力発電東海第二発電所工事計画認可申請書に

おいて，固有値解析及び地震応答解析に本解析コード

が使用された実績がある。 

・検証の体系と今回の工事計画認可申請で使用する体系

が同等であることから，検証結果をもって，解析機能

の妥当性も確認している。 

・今回の工事計画認可申請において，使用するバージョ

ンは，他プラントの既工事計画において使用されてい

るものと同じ又は他プラントの既工事計画において使

用されているものと異なるが，バージョンの変更は，

計算機能の追加に伴うものであり，今回の使用範囲に

おける解析機能に影響のある変更がおこなわれていな

いことを確認している。 

・今回の工事計画認可申請における構造に対し使用する

要素，3 次元有限要素法の使用目的に対し，使用用途

及び使用方法に関する適用範囲が上述の妥当性確認の

範囲内であることを確認している。 

・検証の内容のとおり，応力解析，固有値解析及び地震

応答解析について検証していることから，解析の目的

に照らして今回の解析に適用することは妥当である。 
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2.3 ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ Ver.2013.1.1 

コード名 

項目 
ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ 

使用目的 

3 次元有限要素法（シェルモデル）による応力解析 

3 次元有限要素法（はりモデル及びシェルモデル）による

固有値解析，応力解析 

開発機関 MSC.Software Corporation 

開発時期 1971 年（一般商業用リリース） 

使用したバージョン Ver.2013.1.1 

コードの概要 

本解析コードは，航空機の機体強度解析を目的として開発

された，有限要素法による構造解析用の汎用計算機プログラ

ムである。適用モデル（主にはり要素，シェル要素，ソリッ

ド要素）に対して，静的解析（線形，非線形），動的解析（過

渡応答解析，周波数応答解析），固有値解析，伝熱解析（温

度分布解析），熱応力解析，線形座屈解析等の機能を有して

いる。数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，

造船，機械，建築，土木等様々な分野の構造解析に使用され

ている。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・構造力学分野における一般的知見により解を求めるこ

とができる体系について，本解析コードを用いた解析結

果と理論モデルによる理論解の比較を行い，解析解が理

論解と一致することを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示さ

れた要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・本解析コードは，航空宇宙，自動車，造船，機械，建築，

土木等様々な分野における使用実績を有しており，妥当

性は十分に確認されている。 

・検証の体系と今回の工事計画認可申請で使用する体系

が同等であることから，検証結果を持って，解析機能の

妥当性も確認できる。 
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・今回の工事計画認可申請における用途及び適用範囲が

上述の妥当性確認の範囲内であることを確認している｡ 
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2.4 ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ Ver.2013.0.0 

コード名 

項目 
ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ 

使用目的 

3 次元有限要素法（はりモデル及びシェルモデル）による

固有値解析及び応力解析 

3 次元有限要素法（シェルモデル）による固有値解析及び

応力解析 

3 次元有限要素法（シェルモデル）による応力解析 

3 次元有限要素法（はりモデル）による固有値解析及び応

力解析 

開発機関 MSC.Software Corporation 

開発時期 1971 年（一般商業用リリース） 

使用したバージョン Ver.2013.0.0 

コードの概要 

本解析コードは，航空機の機体強度解析を目的として開発

された，有限要素法による構造解析用の汎用計算機プログラ

ムである。適用モデル（主にはり要素，シェル要素，ソリッ

ド要素）に対して，静的解析（線形，非線形），動的解析（過

渡応答解析，周波数応答解析），固有値解析，伝熱解析（温

度分布解析），熱応力解析，線形座屈解析等の機能を有して

いる。数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，

造船，機械，建築，土木等様々な分野の構造解析に使用され

ている。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

 ・構造力学分野における一般的知見により解を求めるこ

とができる体系について，本解析コードを用いた解析

結果と理論モデルによる理論解の比較を行い，解析解

が理論解と一致することを確認している。 

 ・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示さ

れた要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

 ・本解析コードは，航空宇宙，自動車，造船，機械，建

築，土木等様々な分野における使用実績を有してお 
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り，妥当性は十分に確認されている。  
・検証の体系と今回の工事計画認可申請で使用する体系

が同等であることから，検証結果を持って，解析機能の

妥当性も確認できる。  
・今回の工事計画認可申請における用途及び適用範囲が

上述の妥当性確認の範囲内であることを確認している。 
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2.5 ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ Ver.2005r2 

コード名 

項目 
ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ 

使用目的 

3 次元有限要素法（はりモデル）による固有値解析,応力解

析 

3 次元有限要素法（はりモデル，シェルモデル）による固

有値解析，応力解析 

3 次元有限要素法(はり要素)による管の固有値解析及び応

力解析 

開発機関 MSC.Software Corporation 

開発時期 1971 年（一般商業用リリース） 

使用したバージョン Ver.2005r2 

コードの概要 

本解析コードは，航空機の機体強度解析を目的として開発

された，有限要素法による構造解析用の汎用計算機プログラ

ムである。適用モデル（主にはり要素，シェル要素，ソリッ

ド要素）に対して，静的解析（線形，非線形），動的解析（過

渡応答解析，周波数応答解析），固有値解析，伝熱解析（温

度分布解析），熱応力解析，線形座屈解析等の機能を有して

いる。数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，

造船，機械，建築，土木等様々な分野の構造解析に使用され

ている。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・構造力学分野における一般的知見により解を求めるこ

とができる体系について，本解析コードを用いた 3 次

元有限要素法（はり，シェルモデル）による応力解析

結果と理論モデルによる理論解の比較を行い，解析解

が理論解と一致することを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示

された要件を満足していることが確認されている。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

 ・本解析コードは，航空宇宙，自動車，造船，機械，建

築，土木等様々な分野における使用実績を有してお 
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り，妥当性は妥当性は十分確認されている。 

 ・開発機関が提示する使用マニュアルより，今回の工事

計画認可申請で使用する有限要素法による応力解析

に，本解析コードが適用できることを確認している。 

 ・検証した機能・範囲と今回の工事計画認可申請で使用

する機能・範囲が同等であることから，検証結果をも

って，解析機能の妥当性も確認できる。 

 ・今回の工事計画認可申請における用途及び適用範囲が

上述の妥当性確認の範囲内であることを確認している｡ 
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2.6 ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ Ver.2006r1 

コード名 

項目 
ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ 

使用目的 はりモデルによる固有値解析及び地震応答解析 

開発機関 MSC.Software Corporation 

開発時期 1971 年（一般商業用リリース） 

使用したバージョン Ver.2006r1 

コードの概要 

本解析コードは，航空機の機体強度解析を目的として開発

された，有限要素法による構造解析用の汎用計算機プログラ

ムである。適用モデル（主にはり要素，シェル要素，ソリッ

ド要素）に対して，静的解析（線形，非線形），動的解析（過

渡応答解析，周波数応答解析），固有値解析，伝熱解析（温

度分布解析），熱応力解析，線形座屈解析等の機能を有して

いる。数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，

造船，機械，建築，土木等様々な分野の構造解析に使用され

ている。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

 ・構造力学分野における一般的知見により解を求めるこ

とができる体系について，本解析コードを用いた解析

結果と理論モデルによる理論解の比較を行い，解析解

が理論解と一致することを確認している。  
 ・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示さ

れた要件を満足していることを確認している。 
【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

 ・本解析コードは，航空宇宙，自動車，造船，機械，建

築，土木等様々な分野における使用実績を有してお

り，妥当性は十分に確認されている。  
 ・検証の体系と今回の工事計画認可申請で使用する体系

が同等であることから，検証結果を持って，解析機能

の妥当性も確認できる。 

 ・今回の工事計画認可申請における用途及び適用範囲が上

述の妥当性確認の範囲内であることを確認している。 
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2.7 ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ Ver.2018.2.1 

コード名 

項目 
ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ 

使用目的 3 次元有限要素法（はりモデル）による固有値解析 

開発機関 MSC.Software Corporation 

開発時期 1971 年（一般商業用リリース） 

使用したバージョン Ver.2018.2.1 

コードの概要 

本解析コードは，航空機の機体強度解析を目的として開発

された，有限要素法による構造解析用の汎用計算機プログラ

ムである。適用モデル（主にはり要素，シェル要素，ソリッ

ド要素）に対して，静的解析（線形，非線形），動的解析（過

渡応答解析，周波数応答解析），固有値解析，伝熱解析（温

度分布解析），熱応力解析，線形座屈解析等の機能を有して

いる。数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，

造船，機械，建築，土木等様々な分野の構造解析に使用され

ている。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・構造力学分野における一般的知見により解を求めるこ

とができる体系について，はり要素を用いた固有値解

析を行い，解析解が論理解と概ね一致することを確認

している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示

された要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・開発機関が提示するマニュアルにより，今回の工事計

画認可申請で使用するはり要素を用いた固有値解析結

果に本コードが適用できることを確認している。 

・本解析に本解析コードを使用することの妥当性は，前

述の検証の中で確認している。 

・今回の工事計画認可申請における用途及び適用範囲が上

述の妥当性確認の範囲内であることを確認している。 
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2.8 ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ Ver.2005.5.2 

コード名 

項目 
ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ 

使用目的 3 次元有限要素法による応力解析（弾性） 

開発機関 MSC.Software Corporation 

開発時期 1971 年（一般商業用リリース） 

使用したバージョン Ver.2005.5.2 

コードの概要 

本解析コードは，航空機の機体強度解析を目的として開発

された，有限要素法による構造解析用の汎用計算機プログラ

ムである。適用モデル（主にはり要素，シェル要素，ソリッ

ド要素）に対して，静的解析（線形，非線形），動的解析（過

渡応答解析，周波数応答解析），固有値解析，伝熱解析（温

度分布解析），熱応力解析，線形座屈解析等の機能を有して

いる。数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，

造船，機械，建築，土木等様々な分野の構造解析に使用され

ている。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

 本解析コードは，大物搬入建屋の 3 次元有限要素法による

応力解析に使用している。 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・等分布面荷重を作用させた平板の最大変位について，本

解析コードで応力解析を行った解析解と，S.Timoshe 

nko の理論式による理論解を比較し，解析解と理論解が

概ね一致していることを確認した。 

・材料力学分野における一般的知見により解を求めるこ

とができる体系について，3 次元有限要素法による応力

解析を行い，解析解が理論モデルによる理論解と一致す

ることを確認した。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示さ

れた要件を満足していることを確認した。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・原子力産業界において，様々な建屋に対する応力解析

に本解析コードが使用された実績がある。 
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2.9 ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ Ver.2008.0.0 

コード名 

項目 
ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ 

使用目的 
3 次元有限要素法（はり要素）による固有値解析及び応力

解析 

開発機関 MSC.Software Corporation 

開発時期 1971 年（一般商業用リリース） 

使用したバージョン Ver.2008.0.0 

コードの概要 

本解析コードは，航空機の機体強度解析を目的として開発

された，有限要素法による構造解析用の汎用計算機プログラ

ムである。適用モデル（主にはり要素，シェル要素，ソリッ

ド要素）に対して，静的解析（線形，非線形），動的解析（過

渡応答解析，周波数応答解析），固有値解析，伝熱解析（温

度分布解析），熱応力解析，線形座屈解析等の機能を有して

いる。数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，

造船，機械，建築，土木等様々な分野の構造解析に使用され

ている。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・構造力学分野における一般知見により解を求めることが

できる体系について，本解析コードを用いた 3 次元有限

要素法による解析結果と理論モデルによる理論解の比較

を行い，解析解が理論解と一致することを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示さ

れた要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・本解析コードは，自動車，航空機，土木，造船，海洋

油田，工業設備，化学技術，光学，政府調査等の様々

な分野における使用実績を有しており，妥当性は十分

確認されている。 

・検証の体系と今回の工事計画認可申請で使用する体系

が同等であることから，解析解と理論解の一致をもっ

て解析機能の妥当性も確認している。 
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 2.10 ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ Ver.2008.0.4 

コード名 

項目 
ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ 

使用目的 
3 次元有限要素法(はりモデル)による固有値解析及び応力

解析 

開発機関 MSC.Software Corporation 

開発時期 1971 年（一般商業用リリース） 

使用したバージョン Ver.2008.0.4 

コードの概要 

 本解析コードは，航空機の機体強度解析を目的として開発

された，有限要素法による構造解析用の汎用計算機プログラ

ムである。適用モデル（主にはり要素，シェル要素，ソリッ

ド要素）に対して，静的解析（線形，非線形），動的解析（過

渡応答解析，周波数応答解析），固有値解析，伝熱解析（温

度分布解析），熱応力解析，線形座屈解析等の機能を有して

いる。数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，

造船，機械，建築，土木等様々な分野の構造解析に使用され

ている。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・構造力学分野における一般的知見により解を求めるこ

とができる体系について，本解析コードを用いた３次

元有限要素法（はりモデル）による応力解析結果と理

論モデルによる理論解の比較を行い，解析解が理論解

と一致することを確認されている。  

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示

された要件を満足していることが確認されている。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

 ・本解析コードは，航空宇宙，自動車，造船，機械，建

築，土木等様々な分野における使用実績を有してお

り，妥当性は十分確認されている。  

 ・開発機関が提示する使用マニュアルより，今回の工事計

画認可申請で使用する有限要素法による応力解析に，本

解析コードが適用できることを確認している。 
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 ・検証した機能・範囲と今回の工事計画認可申請で使用

する機能・範囲が同等であることから，検証結果をも

って，解析機能の妥当性も確認できる。今回の工事計

画認可申請における用途及び適用範囲が上述の妥当性

確認の範囲内であることを確認している。 

 ・今回の工事計画認可申請における用途及び適用範囲が

上述の妥当性確認の範囲内であることを確認している｡ 
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別紙 14 ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-7 

Ⅴ-2-2-8 

Ⅴ-2-4-2-4 

 

Ⅴ-2-7-2-1 

Ⅴ-2-9-4-5-3-1 

 

Ⅴ-2-10-2-4-4 

Ⅴ-2-11-2-2-2 

 

Ⅴ-2-11-2-2-3 

Ⅴ-2-11-2-2-4 

 

Ⅴ-2-11-2-2-5 

 

Ⅴ-2-別添 2-2 

 

主排気筒の地震応答計算書 

主排気筒の耐震性についての計算書 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）の

耐震性についての計算書 

主排気筒の耐震性についての計算書 

静的触媒式水素再結合器の耐震性についての計

算書 

津波監視カメラの耐震性についての計算書 

非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板

の耐震性についての計算書 

竜巻防護鋼製フードの耐震性についての計算書 

換気空調系ダクト防護壁の耐震性についての計

算書 

原子炉補機冷却海水系配管防護壁の耐震性につ

いての計算書 

溢水源としない耐震 B,C クラス機器の耐震計算

書 

Ver.11.0 

Ver.11.0 

Ver.5mp1 

 

Ver.11.0 

Ver.8.1 

 

Ver.11.0 

Ver.9.0 

 

Ver.7.1 

Ver.7.1 

Ver.9.0 

Ver.9.0 

 

Ver.5mp1 
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2. 解析コードの概要 

2.1 ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ Ver.11.0 

コード名 

項目 
ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ 

使用目的 

3 次元有限要素法による応力解析（弾性） 

3 次元有限要素法（はりモデル）による固有値解析，応力

解析 

開発機関 
Siemens PLM（Product Lifecycle Management）Software 

Inc. 

開発時期 
1971 年（The MacNeal-Schwendler Corporation） 

2005 年（Siemens PLM Software Inc.） 

使用したバージョン Ver.11.0 

コードの概要 

 本解析コードは，航空機の機体強度解析を目的として The 

MacNeal-Schwendler Corporation により開発され，Siemens 

PLM Software Inc.に引き継がれた有限要素法による構造解

析用の汎用プログラムであり，ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮと同

じ機能を持つ。 

 適用モデル（主にはり要素，シェル要素，ソリッド要素）

に対して，静的解析（線形，非線形），動的解析（過渡応答

解析，周波数応答解析），固有値解析，伝熱解析（温度分布

解析），熱応力解析，線形座屈解析等の機能を有している。 

 数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，造

船，機械，建築，土木等様々な分野の構造解析に使用されて

いる。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

本解析コードは，主排気筒の応力解析に使用している。 

主排気筒の応力解析では，部材をはり要素でモデル化した

弾性応力解析を実施している。 

【検証(Verification)】 

本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・既工事計画において実積のある別コード（ＭＳＣ Ｎ

ＡＳＴＲＡＮ）によるはりモデルでの応力解析結果と

一致することを確認している。 

・動作環境を満足する計算機にインストールして使用し

ている。 
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【妥当性確認(Validation)】 

本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・検証の内容のとおり，はりモデルによる応力解析につ

いて，本解析コードによる解析結果が別コードによる

解析結果と一致していることから，解析の目的に照ら

して今回の解析に適用することは妥当である。 

・電源開発株式会社大間原子力発電所 1 号機第 2 回工事

計画認可申請書のⅣ-2-9-1「主排気筒の耐震性及び強

度に関する計算書」において，応力解析に使用された

実績がある。 

・日本原子力発電株式会社東海第二発電所工事計画認可

申請書のⅤ-2-別添 3-4「可搬型重大事故等対処設備の

うちボンベ設備の耐震性についての計算書」におい

て，応力解析に使用された実績がある。 

・はりモデルに使用する要素及び応力解析の使用目的に

対し，使用用途及び使用方法に関する適用範囲が上述

の妥当性確認の範囲内であることを確認している。 

・今回の工事計画認可申請において使用するバージョン

は，既工事計画において使用されているものと異なる

が，バージョンの変更において解析機能に影響のある

変更が行われていないことを確認している。 
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 2.2 ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ Ver.5mp1 

コード名 

項目 
ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ 

使用目的 

3 次元有限要素法（はりモデル）による固有値解析，応力

解析 

3 次元有限要素法（はりモデル）による応力解析 

開発機関 
Siemens PLM（Product Lifecycle Management）Software 

Inc. 

開発時期 
1971 年（The MacNeal-Schwendler Corporation） 

2005 年（Siemens PLM Software Inc.） 

使用したバージョン Ver.5mp1 

コードの概要 

 本解析コードは，航空機の機体強度解析を目的として The 

MacNeal-Schwendler Corporation により開発され，Siemens 

PLM Software Inc.に引き継がれた有限要素法による構造解

析用の汎用プログラムであり，ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮと同

じ機能を持つ。 

適用モデル（主にはり要素，シェル要素，ソリッド要素）

に対して，静的解析（線形，非線形），動的解析（過渡応答

解析，周波数応答解析），固有値解析，伝熱解析（温度分布

解析），熱応力解析，線形座屈解析等の機能を有している。 

数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，造船，

機械，建築，土木等様々な分野の構造解析に使用されている。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・固有値解析 

3 次元骨組構造物について，質点および質量の無い弾性

メンバーからなる等価な解析モデルを設定し，解析結果

が公開文献＊により求めた理論解（以下「理論解」とい

う。）及び別コード（ＳＯＬＶＥＲ）による解析結果と

ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮによる解析結果とが同等である

ことを確認している。 

・応力解析 

固有値解析で作成した二層ラーメン構造の解析モデル

を使用して自重及び水平 1G を考慮した応力解析を行

い，計算された部材応力と支点反力について別コード 



 

84 

K
7
 
①

 Ⅴ
-
2 
別
紙

 
R
0
 

 

（ＳＯＬＶＥＲ）による解析結果とＮＸ ＮＡＳＴＲ 

ＡＮによる解析結果とが同等であることを確認してい

る。 

【妥当性確認（Validation）】 

本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・理論解とＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮによる解析結果とが同

等であることを確認していることから，今回の解析に適

用することは妥当である。 

・本解析コードは，航空宇宙，自動車，造船，機械，建

築，土木等様々な分野における使用実績を有してお

り，妥当性は十分に確認されている。 

注記＊：「振動及び応答解析入門」(川井忠彦，藤谷義信共著 １７９頁 培風館) 
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2.3 ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ Ver.8.1 

コード名 

項目 
ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ 

使用目的 
3 次元有限要素法（シェルモデル及びはりモデル）による

固有値解析及び応力解析 

開発機関 
Siemens PLM（Product Lifecycle Management）Software 

Inc. 

開発時期 
1971 年（The MacNeal-Schwendler Corporation） 

2005 年（Siemens PLM Software Inc.） 

使用したバージョン Ver.8.1 

コードの概要 

 本解析コードは，航空機の機体強度解析を目的として The 

MacNeal-Schwendler Corporation により開発され，Siemens 

PLM Software Inc.に引き継がれた有限要素法による構造解

析用の汎用プログラムであり，ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮと同

じ機能を持つ。 

 適用モデル（主にはり要素，シェル要素，ソリッド要素）

に対して，静的解析（線形，非線形），動的解析（過渡応答

解析，周波数応答解析），固有値解析，伝熱解析（温度分布

解析），熱応力解析，線形座屈解析等の機能を有している。 

 数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，造

船，機械，建築，土木等様々な分野の構造解析に使用されて

いる。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

 ・材料力学分野における一般的な知見により解を求める

ことができる体系について，3 次元有限要素法（3 次元

シェル及びはりモデル）による固有値解析及び応力解

析を行い，解析解が理論解と一致することを確認して

いる。 

 ・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示

された要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

 ・本解析コードは，自動車，航空宇宙，防衛，重機，造

成等様々な分野における使用実績を有しており，妥当 
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性は十分に確認されている。 

 ・開発機関が提示するマニュアルにより，今回の工事計

画認可申請で使用する 3 次元有限要素法（シェルモデ

ル及びはりモデル）による固有値解析及び応力解析に

本解析コードが適用できることを確認している。 

 ・検証の体系と今回の工事計画認可申請で使用する体系が

同等であることから，解析解と理論解の一致をもって，

解析機能の妥当性を確認している。 

 ・今回の工事計画認可申請で行う 3 次元有限要素法（シ

ェルモデル及びはりモデル）による固有値解析及び応

力解析の用途，適用範囲が，上述の妥当性確認範囲内

にあることを確認している。 
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2.4 ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ Ver.9.0 

コード名 

項目 
ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ 

使用目的 
3 次元有限要素法（シェル及びはり要素）による固有値解

析，応力解析 

開発機関 
Siemens PLM（Product Lifecycle Management）Software 

Inc. 

開発時期 
1971 年（The MacNeal-Schwendler Corporation） 

2005 年（Siemens PLM Software Inc.） 

使用したバージョン Ver.9.0 

コードの概要 

 本解析コードは，航空機の機体強度解析を目的として The 

MacNeal-Schwendler Corporation により開発され，Siemens 

PLM Software Inc.に引き継がれた有限要素法による構造解

析用の汎用プログラムであり，ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮと同

じ機能を持つ。 

 適用モデル（主にはり要素，シェル要素，ソリッド要素）

に対して，静的解析（線形，非線形），動的解析（過渡応答

解析，周波数応答解析），固有値解析，伝熱解析（温度分布

解析），熱応力解析，線形座屈解析等の機能を有している。 

 数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，造

船，機械，建築，土木等様々な分野の構造解析に使用されて

いる。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・材料力学分野における一般的な知見により解を求める

ことができる体系について，3 次元有限要素法（シェル

及びはり要素）による固有値解析及び応力解析を行い，

解析解が理論解と一致することを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示

された要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・本解析コードは，自動車，航空宇宙，防衛，重機，造

船等様々な分野における使用実績を有しており，妥当

性は十分に確認されている。 
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・開発機関が提示するマニュアルにより，今回の工事計画

認可申請で使用する 3 次元有限要素法（シェル及びはり

要素）による固有値解析及び応力解析に本解析コードが

適用できることを確認している。 

・検証の体系と今回の工事計画認可申請で使用する体系

が同等であることから，解析解と理論解の一致をもっ

て，解析機能の妥当性も確認できる。 

・今回の工事計画認可申請で行う 3 次元有限要素法（シェ

ル及びはり要素）による固有値解析及び応力解析の用

途，適用範囲が，上述の妥当性確認範囲内にあることを

確認している。 

・今回の工事計画認可申請において使用するバージョン

は，既工事計画に置いて使用されているものと異なる

が，バージョンの変更において解析機能に影響のある

変更が行われていないことを確認している。 
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2.5 ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ Ver.7.1 

コード名 

項目 
ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ 

使用目的 
3 次元有限要素法（シェル及びはり要素）による固有値解

析，応力解析 

開発機関 
Siemens PLM（Product Lifecycle Management）Software 

Inc. 

開発時期 
1971 年（The MacNeal-Schwendler Corporation） 

2005 年（Siemens PLM Software Inc.） 

使用したバージョン Ver.7.1 

コードの概要 

 本解析コードは，航空機の機体強度解析を目的として The 

MacNeal-Schwendler Corporation により開発され，Siemens 

PLM Software Inc.に引き継がれた有限要素法による構造解

析用の汎用プログラムであり，ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮと同

じ機能を持つ。 

 適用モデル（主にはり要素，シェル要素，ソリッド要素）

に対して，静的解析（線形，非線形），動的解析（過渡応答

解析，周波数応答解析），固有値解析，伝熱解析（温度分布

解析），熱応力解析，線形座屈解析等の機能を有している。 

 数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，造

船，機械，建築，土木等様々な分野の構造解析に使用されて

いる。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・材料力学分野における一般的な知見により解を求める

ことができる体系について，3 次元有限要素法（シェル

及びはり要素）による固有値解析及び応力解析を行い，

解析解が理論解と一致することを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示

された要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・本解析コードは，自動車，航空宇宙，防衛，重機，造

船等様々な分野における使用実績を有しており，妥当

性は十分に確認されている。 
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・開発機関が提示するマニュアルにより，今回の工事計

画認可申請で使用する 3 次元有限要素法（シェル及び

はり要素）による固有値解析及び応力解析に本解析コ

ードが適用できることを確認している。 

・検証の体系と今回の工事計画認可申請で使用する体系

が同等であることから，解析解と理論解の一致をもっ

て，解析機能の妥当性を確認している。 

・今回の工事計画認可申請で行う 3 次元有限要素法（シ

ェル及びはり要素）による固有値解析及び応力解析の

用途，適用範囲が，上述の妥当性確認範囲内にあるこ

とを確認している。 

・今回の工事計画認可申請において使用するバージョン

は，他プラントの既工事計画において使用されている

ものと同じであることを確認している。 
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別紙 15 ＡＤＭＩＴ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-9 

 

 

 

 

 

コントロール建屋の地震応答計算書 導入時 Ver. 
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3. 解析手法 

3.1 一般事項 

    本解析コードは，基礎底面地盤ばねを求めるために開発されたプログラムである。 

本解析コードは，コントロール建屋の地震応答解析モデルにおける基礎底面地盤

ばねを算定するために，動的インピーダンスの計算を行う。 

 

3.2 解析コードの特徴 

本解析コードの主な特徴を以下に示す。 

・振動アドミッタンス理論に基づき，基礎底面地盤ばねを求めることができる。 

・任意の振動数に対する動的ばねを求めることができる。 

・応力分布として一様分布（回転の場合には三角形分布），また剛基礎を仮定

した一様変位分布が選択できる。 

・解析結果としては，水平方向，鉛直方向及び回転方向の地盤ばねが求められ

る。 
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3.3 解析手法 

図 3－1 に示す基礎分割法による地盤ばねを求めるに当たり，荷重，変位関係の式

は，以下の式で表される。 ቊＵ
ｊ

ｌቋ＝ ቈＤ
ｉｊ

ｋｌ  ቊＰ
ｉ

ｋቋ  (3.1) 

ここで， ቊＵ
ｊ

ｌቋ ：ｊ要素のｌ方向変位 

ቊＰ
ｉ

ｋቋ ：ｉ要素のｋ方向に加わる力 

ቈＤ
ｉｊ

ｋｌ  ：柔性マトリックス（各成分はｉ要素のｋ方向に単位の加振力が作用

した時のｊ要素におけるｌ方向変位を表す） 

 

 

図3－1 基礎分割法による地盤ばねの求め方について 

 

なお，解析当たっては下記の仮定を設けている。 

・基礎が半無限地盤の地表面上に置かれているものと仮定する。 

・基礎は無質量の剛体と見なす。 

・基礎を微小要素に分割する。 

・各要素内では，変位及び応力は一定であると仮定する。 

 

 

半無限弾性地盤 

要素ｉ 

加振力 

要素ｊ 

変位 
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3.4 解析フローチャート 

解析フローチャートを図3－2に示す。 

 
図3－2 解析フローチャート 

 

 

START

地盤定数

ＶＳ,Ｇ,νの読込み

基礎寸法，

要素分割数の読込み

要素分割

柔性マトリックス

[Ｄ]

の計算

剛性マトリックス

[Ｋ]＝[Ｄ]-1

の計算

解析結果の出力
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別紙 16 ＬＮＯＶＡＫ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-9 

 

 

 

 

 

コントロール建屋の地震応答計算書 導入時 Ver. 
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3. 解析手法 

3.1 一般事項 

本解析コードは，Novakの方法による側面地盤ばねを求めるために開発されたプ

ログラムである。本解析コードは，コントロール建屋の地震応答解析モデルにおけ

る側面地盤ばねを算定するために，動的インピーダンスの計算を行う。 

 

3.2 解析コードの特徴 

本解析コードの主な特徴を以下に示す。 

・全無限弾性体中の無質量剛な円盤が定常振動するときのインピーダンスを求

めることができる。 

・水平方向，鉛直方向及び回転方向のばねを求めることができる。 

・任意の振動数に対する動的ばねを求めることができる。 

・解析結果としては，任意の振動数に対する水平方向，鉛直方向及び回転方向

の地盤ばねが求められる。 
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3.4 解析フローチャート 

解析フローチャートを図3－2に示す。 

 

 
 

図3－2 解析フローチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解析結果の出力

START

地盤定数

ＶＳ,Ｇ,ν,

γ,ｈの読込み

層厚の読込み

インピーダンスの

計算
（水平，鉛直，回転）
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別紙 17 ＳＨＡＫＥ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-9 

 

 

 

 

 

コントロール建屋の地震応答計算書 導入時 Ver. 
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3. 解析手法 

3.1 一般事項 

本解析コードは，1次元波動論に基づき，多層地盤の地震応答解析を効率よく行

うために開発されたプログラムである。本解析コードは，コントロール建屋の地震

応答解析における入力地震動策定のために，多層地盤の地震応答解析を行う。 

 

3.2 解析コードの特徴 

    本解析コードの主な特徴を以下に示す。 

・1次元波動論に基づき，多層地盤の地震応答解析を効率よく行うことができ

る。 

・等価線形解析を行うことができる。 

・解析結果としては，地盤の各層における加速度，応力度，ひずみ度等の伝達

関数，応答波形等が求められる。 
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3.3 解析手法 

図 3－1 に示す多層地盤における 1 次元波動方程式は，以下の式で表される。 

ρ∙
∂

2
ｕ

∂ｔ
2＝Ｇ∙

∂
2
ｕ

∂ｘ
2＋η∙

∂
3
ｕ

∂ｘ
2
∙∂ｔ

  (3.1) 

ここで， 

ρ ：単位体積重量 

Ｇ ：せん断弾性係数 

ｕ ：変位 

η ：粘性係数 

ただし，変位ｕ൫ｘ，ｔ൯は次式で表す。 

ｕ൫ｘ，ｔ൯＝Ｅ∙ｅ
ｉ൫ｋ∙ｘ＋ω∙ｔ൯

＋Ｆ∙ｅ
-ｉ൫ｋ∙ｘ-ω∙ｔ൯

  (3.2) 

ここで，右辺第 1 項は上昇波，第 2 項は下降波を示すもので，ｋは複素波数と呼ば

れ，下式を満足するものである。 

ｋ
2
＝

ρ∙ω
2

Ｇ＋ｉω∙η
＝

ρ∙ω
2

Ｇ
＊

  (3.3) 

ここで， 

Ｇ＊ ：複素せん断弾性係数 

 

また伝達関数は，上記の変位の式より求められるｍ層とｎ層の変位を 

Ｕ
ｍ
＝Ｅ

ｍ
൫ω൯＋Ｆ

ｍ
൫ω൯  (3.4)   Ｕ

ｎ
＝Ｅ

ｎ
൫ω൯＋Ｆ

ｎ
൫ω൯  (3.5) 

と表わせば，ｍ層とｎ層の伝達関数Ａ
ｎ,ｍ

൫ω൯は次式で求められる。 

  Ａ
ｎ,ｍ

൫ω൯＝ Ｕ
ｍ

Ｕ
ｎ

＝
Ｅ

ｍ
൫ω൯＋Ｆ

ｍ
൫ω൯

Ｅ
ｎ

൫ω൯＋Ｆ
ｎ

൫ω൯  (3.6) 

 

なお，解析当たっては下記の仮定を設けている。 

・地盤を水平成層よりなるものと仮定し，その各層はせん断弾性係数，減衰定数，

単位体積重量及び層厚により規定されるものとする。 

・各層の応答は，鉛直方向に伝ぱするせん断波のみにより励起されるものとする。 
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記号 

Ｇｍ ： ｍ層のせん断弾性係数 

ｈｍ ： ｍ層の減衰定数 

ρｍ ： ｍ層の単位体積重量 

Ｈｍ ： ｍ層の層厚 

Ｕｍ ： ｍ層の水平変位 

Ｘｍ ： ｍ層の局所座標 

 

図 3－1 解析対象の多層地盤 
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3.4 解析フローチャート 

    解析フローチャートを図 3－2 に示す。 

 

 

 

図3－2 解析フローチャート 

 

 

ＳＴＡＲＴ

入力波ｕ０（ｔ）読込み

高速フーリエ変換
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解析結果の出力
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別紙 18 ＤＩＡＮＡ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-10 

 

 

 

 

 

コントロール建屋の耐震性についての計算書 

 

 

 

 

 

Ver.10.2 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＤＩＡＮＡ 

使用目的 3 次元有限要素法による応力解析（弾塑性） 

開発機関 TNO DIANA 社 

開発時期 1983 年 

使用したバージョン Ver.10.2 

コードの概要 

本解析コードは，TNO DIANA BV（オランダ）により開発さ

れ，国内においては JIP テクノサイエンス（株）により保守

されている汎用有限要素法プログラムである。 

土木及び建築分野に特化した要素群及び材料非線形モデ

ルを数多くサポートしていることが特徴で，日本国内では，

建設部門を中心として，官公庁，大学及び民間を問わず，多

くの利用実績がある。 

 

 

 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

 ・面外集中荷重を受ける鉄筋コンクリート造平板の実験

についてシミュレーション解析を行い，実験結果の荷

重－変位関係と解析結果の比較をすることにより，本

解析コードの当該解析機能の妥当性を確認した。 

 ・基礎浮上りに関する例題解析を実施し，解析結果と理

論モデルによる理論解が一致することを確認した。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・検証内容のとおり，コンクリートの応力解析について

検証していることから，解析の目的に照らして今回の

解析に適用することは妥当である。 
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 3. 解析手法 

 3.1 一般事項 

    本解析コードは，有限要素法による汎用非線形構造解析プログラムである。材料

非線形性及び幾何学的非線形性を考慮した構造物の静的応力変形解析や動的解析，

熱伝導解析，地盤の浸透流，圧密解析が提供されている。また，各分野特有の連成

問題（熱応力，構造－流体連成，圧密－浸透流連成等）も解析可能である。本解析

コードは，コントロール建屋基礎スラブの地震時の応力解析（弾塑性）に使用して

いる。 

 

 3.2 解析コードの特徴 

    本解析コードの主な特徴を以下に示す。 

・非線形構造問題（材料及び幾何学的非線形）に必要な機能が充実している。 

・数多くの要素及び材料構成則が提供されており，多様な構造物のモデル化が可

能である。 

・連成問題が解析可能である。 

 

また，今回の解析における本解析コードの使用要素はシェル要素及びはり要素で

ある。 
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 3.3 解析手法 

3.3.1 有限要素法による評価 

      有限要素法による評価は，次の手順で行う。 

 

      ① 要素内の変位を仮定し，節点変位を使って要素内任意点の変位を表現す

る。 

 

{ｕ}＝[Ｎ]{ｕｅ}                       (3.1) 

 

ここで， 

{ｕ} ：要素内任意点の変位 

[Ｎ] ：形状関数マトリックス 

{ｕｅ} ：節点変位 

 

      ② 上記の変位を微分して，要素内任意点のひずみを節点変位により表す。 

 

{ε}＝[Ｂ]{ｕｅ}                       (3.2) 

 

ここで， 

{ε} ：要素内任意点のひずみ 

[Ｂ] ：ひずみマトリックス 

 

      ③ 材料物性から求められる応力とひずみの関係式である(3.3)式より定めら

れる弾性係数マトリックスを用いて，要素剛性マトリックスを(3.4)式よ

り計算する。 

 

{σ}＝[Ｄ]{ε}                        (3.3) 

[Ｋｅ]＝∫[Ｂ]Ｔ[Ｄ][Ｂ]ｄＶ                  (3.4) 

 

ここで， 

{σ} ：要素内任意点の応力 

[Ｄ] ：材料の応力－ひずみ接線マトリックス 

[Ｋｅ] ：要素剛性マトリックス 
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      ④ 全体の剛性マトリックスを要素剛性マトリックスの重ね合わせによって

求め，力の釣合いより静的変位は(3.5)式，また動的変位は(3.6)式より求

める。 

 

{ｆ}＝[Ｋ]{γ}                        (3.5) 

{ｆ}＝[Ｍ]{γ }＋[Ｋ]{γ}                   (3.6) 

 

ここで， 

{ｆ} ：荷重ベクトル 

{γ} ：構造全体の変位 

{γ}＝ 



























en

e2

e1

U

U
U

  

Ｕｅ1,Ｕｅ２,…,Ｕｅｎ ：各節点の節点変位 

{γ } ：構造全体の加速度 

[Ｍ] ：質量マトリックス 

[Ｋ] ：剛性マトリックス 

 

      ⑤ 変位が決まれば，(3.2)式，(3.3)式より各要素の応力が求められる。 
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3.3.2 基礎浮上りの評価 

コントロール建屋基礎スラブの応力解析モデルは，基礎底面に鉛直ばね及び

水平ばねを設けている。このばねは，ジョイント要素によりモデル化し，引張力

が発生したときに軸剛性及びせん断剛性が 0 になることで基礎浮上りを考慮し

ている。 

ジョイント要素に付与する復元力特性は，図 3－1 に示すように仮定する。図

3－1(a)はジョイント面に垂直な方向である鉛直ばね，図 3－1(b)はジョイント

面に平行な方向である水平ばねの特性である。垂直方向は，引張りの場合は力の

伝達は行われず，圧縮の場合には鉛直ばね係数ｋｎを介して構成関係は線形関

係にあるものとする。 

また，せん断方向は，発生しているせん断応力の絶対値が降伏応力τｙに達す

ると滑動を生じ，それ以下であれば弾性－完全塑性体としての挙動を呈するも

のと仮定する。垂直方向に剥離が生じた場合には，せん断応力も伝達されない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 鉛直ばね            (b) 水平ばね 

 

図 3－1 ジョイント要素の復元力特性 
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 3.4 解析フローチャート 

    本解析コードの解析フローチャートを図3－2に示す。 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－2 解析フローチャート 
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変位の算定  

解析結果の出力  
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 3.5 検証（Verification）と妥当性確認（Validation） 

  3.5.1 実験結果とシミュレーション解析の比較による検証 

(1) 検証概要 

本解析コードが静的非線形解析において妥当であることを検証する。 

文献（引用文献(1)参照）に示される面外方向集中荷重を受ける鉄筋コンクリ

ート造平板の崩壊問題を，シェル要素と鉄筋要素でモデル化し静的非線形解析

を行い，実験結果の荷重－変位関係と解析結果の整合を確認する。 

 

(2) 検証モデル 

図 3－3 に解析モデルを示す。正方形の鉄筋コンクリート造平板は 4 隅で鉛直

方向に支持されており，中央に集中荷重を受ける。スラブは厚さ方向の 75%の位

置で，2 方向に配筋されている。鉄筋比（鉄筋の体積/コンクリートの体積）は，

各方向に対し 8.5×10–3 である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－3 解析モデル 
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(3) 材料物性値 

表 3－1 に解析に用いる材料物性値を示す。材料物性値は原則として文献（引

用文献(1)及び引用文献(2)参照）に記載の値を用いる。 

 

表 3－1 解析に用いる材料物性値 

諸元 物性値 

コンクリート 

設計基準強度 Fc 37.92 N/mm2 (5500 lb/in2) 

ヤング係数 2.86×104 N/mm2 (4150000 lb/in2) 

ポアソン比 0.15 

鉄筋 
降伏強度σy 345 N/mm2 (50000 lb/in2) 

ヤング係数 2.00×105 N/mm2 (29000000 lb/in2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

134 

K
7
 
①

 Ⅴ
-
2 
別
紙

 
R
0
 

(4) 材料構成則 

図 3－4 に材料構成則を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fc：コンクリートの設計基準強度 

 

項目 設定 

圧縮強度 -0.85Fc（CCV 規格） 

終局圧縮ひずみ -3000μ（CCV 規格） 

圧 縮 側 の コ ン ク リ ー ト 構

成則 

CEB-FIP Model code に基づき設定

（引用文献(3)参照） 

ひ び 割 れ 発 生 後 の 引 張 軟

化曲線 

出雲ほか（1987）による式（c=0.4）

（引用文献(4)参照） 

引張強度 

σ t=0.38√Fc（「鉄筋コンクリート

構造計算規準・同解説 －許容応

力度設計法－（（社）日本建築学

会，1999 改定）」） 

 

(a) コンクリートの応力－ひずみ関係 

 

図 3－4 材料構成則(1/2) 
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       ・鉄筋の構成則：バイリニア型 

       ・終局ひずみ：±5000μ（CCV 規格） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

σ y：鉄筋の降伏強度 

(b) 鉄筋の応力－ひずみ関係 

 

図 3－4 材料構成則(2/2) 
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(5) 解析結果 

解析結果の荷重－変形関係を文献の図（引用文献(1)参照）に重ねて図 3－5 に

示す。図より両者は概ね一致していることから，解析の目的に照らして今回の解

析に使用することは妥当である。 

 

 

 

図 3－5 検証解析結果 
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3.5.2 基礎浮上りの評価の検証 

剛はりを，「3.2 解析コードの特徴」に示す手法による地盤ばねで固定点

と連結した図3－6のモデルに対して，鉛直力Ｎを作用した状態で，転倒モーメ

ントＭを漸増させ，接地率を評価し，理論解と比較する。ここで鉛直力Ｎは

5(kN)とする。 

 

 

 

 

 

 

 

図3－6 解析モデル 

 

 

(1) 理論解による接地率の評価 

浮上り限界モーメントＭ0 及び接地率ηは，「原子力発電所耐震設計技術指針 

ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）」に基づき下式により算

定する。 

 

Ｍ
0
＝

Ｎ・Ｌ

6
 

η＝3･ ቆ1
2

− Ｍ

Ｎ･Ｌ
ቇ 

ここで， 

Ｍ0：浮上り限界モーメント（kN･m） 

Ｎ ：鉛直力（kN） 

Ｌ ：建屋基礎幅（m） 

η ：接地率 

Ｍ ：転倒モーメント（kN･m） 

 

また，接地率η＝0 となる転倒モーメントＭは，以下となる。 

Ｍ＝
1

2
･Ｎ･Ｌ＝

1

2
×5×40＝100（kN･m） 

 

 

 



 

138 

K
7
 
①

 Ⅴ
-
2 
別
紙

 
R
0
 

(2) ＤＩＡＮＡによる接地率の評価 

本解析コードによる接地率の解析結果と理論解の比較を図 3－7 に示す。図 3

－7 より，転倒モーメントＭと接地率ηの関係は，理論解と一致することが確

認できる。 

本解析コードによる接地率は，荷重増分ステップ毎に浮き上がった（軸剛性

及びせん断剛性が 0 の状態）地盤ばねのジョイント要素を確認し，その要素の

総支配面積を計算することで算定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－7 理論解と解析結果の比較 
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別紙 19 ＮＡＰＩＳＯＳ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-11 

Ⅴ-2-2-別添 2-1 

 

 

 

 

廃棄物処理建屋の地震応答計算書 

隣接建屋による影響を考慮した地震応答計算及

び建物・構築物の耐震性についての計算書 

 

 

 

Ver.2.0 

Ver.2.0 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＮＡＰＩＳＯＳ 

使用目的 固有値解析及び地震応答解析 

開発機関 電力中央研究所，株式会社竹中工務店 

開発時期 1996 年（使用開始時期） 

使用したバージョン Ver.2.0 

コードの概要 

 本解析コードは，地盤をソリッド要素で，建屋を非線形積

層シェル要素や非線形ビーム要素でモデル化することによ

り，原子力発電所建屋の地盤建屋連成系 3 次元非線形地震応

答解析が可能である。 

また，建屋基礎と地盤モデル間に，ジョイント要素を設置

することにより，基礎浮上り性状を評価することができる。 

 

 

 

 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・理論解との比較 

・他コードとの比較 

・動作環境を満足する計算機にインストールして使用し

ている。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・検証の内容のとおり，地盤(ＦＥＭ)－建屋(多質点)を

連成した地震応答について検証していることから，解

析の目的に照らして今回の解析に適用することは妥当

である。 

・原子力産業界において，関西電力株式会社の大飯 3 号

機の新規制基準適合性審査に係る工事計画認可申請の

うち，制御建屋に対する地震応答解析に本解析コード

が使用された実績がある。 
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別紙 20 Ｓｏｉｌ Ｐｌｕｓ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-13 

 

Ⅴ-2-9-3-1 

 

 

 

格納容器圧力逃がし装置基礎の地震応答計算書 

 

原子炉建屋原子炉区域(二次格納施設)の耐震性

についての計算書 

 

 

2017 Revision 

1 Build2 

2017 Revision 

1 Build2 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
Ｓｏｉｌ Ｐｌｕｓ 

使用目的 固有値解析及び地震応答解析 

開発機関 伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 

開発時期 2005 年 

使用したバージョン 2017 Revision1 Build2 

コードの概要 

本解析コードは，2 次元及び 3 次元の静的・浸透・動的問

題を取り扱うことができる総合的な汎用計算機プログラム

である。土木・建築分野に特化した要素群，構造部材の非線

形モデルを多数準備し，有限要素法のモデル化を容易にして

いる。 

解析対象としては，地盤と構造物の連成モデルの地震応答

解析に用いられることが多く，橋梁，地下トンネル，上下水

道施設，原子力発電所施設，起振実験や静的加力実験等の数

値シミュレーション等の解析にも多くの実績がある。 

また，本解析コードは，直接積分法・モード重ね合わせ法

による線形地震応答解析，複素地震応答解析，直接積分法に

よる非線形地震応答解析の機能を持つプログラムである。Ｓ

ｏｉｌ Ｐｌｕｓの主な特徴は以下のとおりである。 

①常時応力解析及び地震応答解析の連続解析が可能であ

る。 

②地震応答解析では，一般的な運動方程式に基づく地震応

答解析に加え，地盤の非線形特性を地盤－構造物の連成

モデルにおいて考慮することが可能である。 

③地盤要素の非線形モデルとして，修正 H-D モデル，修正

GHE モデル及び修正 R-O モデル，鉄筋コンクリート部材

については部材軸力の依存性を考慮した M－φ関係に

基づく非線形構造モデル等が適用可能である。 

④はり要素，シェル要素及びソリッド要素等を用いた応力

解析が可能である。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

本解析コードは，格納容器圧力逃がし装置基礎，大物搬入

建屋の固有値解析及び地震応答解析に使用している。 

【検証（Verification）】 
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 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・今回の工事計画認可申請で使用する有限要素法による

地震応答解析の検証として，先行工事計画認可申請で

実績ある他解析コード（ＴＤＡＰⅢ）と地震応答解析

結果が一致することを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示

された要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・本解析コードは，国内の土木・建築分野における使用

実績を有しており，妥当性は十分に確認されている。 

・開発機関が提示するマニュアルにより，今回の工事計

画認可申請で使用する有限要素法による地震応答解析

に本解析コードが適用できることを確認している。 

・今回の工事計画認可申請で行う有限要素法による地震

応答解析の用途，適用範囲が，上述の妥当性確認範囲

内にあることを確認している。 
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3. 解析手法 

 3.1 一般事項 

    Ｓｏｉｌ Ｐｌｕｓは，土木・建築向け地震応答解析の汎用プログラムである。土

木・建築分野に特化した要素群，構造部材の非線形モデルを多数準備し，有限要素法

のモデル化を容易にしている。 

    解析対象としては，地盤と構造物の連成モデルの地震応答解析に用いられること

が多く，橋梁，地下トンネル，上下水道施設，原子力発電所施設，起振実験や静的加

力実験等の数値シミュレーション等の解析にも多くの実績がある。 

 

 3.2 解析コードの特徴 

    Ｓｏｉｌ Ｐｌｕｓは，直接積分法・モード重ね合わせ法による線形地震応答解析，

直接積分法による非線形地震応答解析の機能を持つプログラムである。Ｓｏｉｌ Ｐ

ｌｕｓの主な特徴は以下のとおりである。 

①常時応力解析及び地震応答解析の連続解析が可能である。 

②地震応答解析では，一般的な運動方程式に基づく地震応答解析に加え，地盤の

非線形特性を地盤－構造物の連成モデルにおいて考慮が可能である。 

③地盤要素の非線形モデルとして，修正 H-D モデル，修正 GHE モデル及び修正

R-O モデル，鉄筋コンクリート部材については部材軸力の依存性を考慮した M

－φ 関係に基づく非線形構造モデル等が適用可能である。 

④はり要素，シェル要素及びソリッド要素を用いた応力解析が可能である。 
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 3.3 解析手法 

3.3.1 直接積分法による地震応答解析 

有限要素法による地震応答解析は，任意外力による強制振動の運動方程式を

直接積分して，2 階の連立微分方程式を解き，解 uを求める方法である。 

地震外力による運動方程式は，式(3.1)で表される。 

          M u C u K u F    (3.1) 

ここで， 

 M  ：構造全体の質量マトリクス 

 C  ：構造全体の減衰マトリクス  

 K  ：構造全体の剛性マトリクス 

 u  ：変位ベクトル 

 u  ：速度ベクトル 

 u  ：加速度ベクトル 

 F  ：加振ベクトル 

 

式(3.1）について差分法を用いると時刻 tn  )1( における速度  1nu  ，変位

 1nu は，式(3.2)及び式(3.3)のように表される。 

       1 1( )
2n nn n
tu u u u 

    (3.2) 

         2 2
1 1

1
2n n nn nu u t u t u t u 

 
 
 

          (3.3) 

 

これは，Newmark－β法と呼ばれる方法で，は，Newmark－β法のパラメータ

で，その範囲は0≦ ≦1/2である。 

式(3.2)に  C ，式(3.3)に  K を掛けると次のようになる。 

           1 1( )
2n n n n
tC u C u C u u 


    (3.4) 

              2 2
1 1

1
2n n n n nK u K u t K u t K u t K u 

         
 

   (3.5) 

 

一方，式(3.1)に式(3.4)及び式(3.5)を代入すると次の式が導かれる。 

           n+1 +1
Δ+ +
2 nn n
tM u C u u u 

  
   

         2 2
1 1

1
2n n n n nK u t u t u t u F 

  
     

  
           (3.6) 

 

̈̇

̈ ̇

̇ ̇
̇

̇

̇ ̇
̇

̇
̇

̈ ̈
̈ ̈

̈ ̈
̈ ̈

̈ ̈ ̈
̈ ̈
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これを整理すると次のようになる。 

 
1

2
1 2n

tu M C t K



 
            

     

       2
1

1( )
2 2n n nn
tF K u C t K u C t K u

   
                     

    

         (3.7) 

       1 1( )
2n nn n
tu u u u 

       (3.8) 

         2 2
1 1

1
2n n nn nu u t u t u t u 

 
 
 

                         (3.9) 

これを順次求めていくのは Newmark－β 法による直接積分法である。線形問

題においては， 1 4  （平均加速度法）が一般的に使われ解も絶対安定となる。 

 

3.3.2 固有値解析 

多自由度系モデルの非減衰自由振動の運動方程式は式(3.10)のようになる。 

    0M u K u         (3.10) 

自由振動は調和振動であるから，変位  u を次のように仮定する。 

    iωtu x e  (3.11) 

ここで， 

 x  ：振動モード 

 ：円振動数 

式（3.11）を式（3.10）に代入する。 

      02  tiexKM   (3.12) 

0i te   であるから式(3.12）は次のようになる。 

      02  xKM  (3.13) 

0x でない解が存在するためには，次の関係が成立しなけばならない。 

    02  KM  (3.14) 

これを特性方程式と呼ぶ。この行列式を展開すれば 2 に関する n次の代数方程

式になり，その根を固有値，  x を固有ベクトルとする固有値問題になる。 

 

̇
̇ ̇

̇

̈
̈

̈ ̈
̈ ̈

̈
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3.3.3 減衰項の策定 

粘性減衰は，系をとりまく粘性による減衰で速度に比例する。すなわち，運動

方程式の  C に相当するマトリクスを質量マトリクス  M 及び剛性マトリクス

 K に比例するものと定義し，式(3.15)～式(3.19)のように表す。この減衰タイ

プはレーリー型減衰と呼ばれており，一般的に有限要素法の解析で用いられる。 

C M K              (3.15) 

            2             T T T
i i i i i ix C x x M x x K x    (3.16) 

i

i
ih 


2

2
  (3.17) 

2 2

2 ( )j k j k k j

k j

h h   


 





 (3.18) 

2 2

2( )k k j j

k j

h h 


 





 (3.19) 

 

ここで， 

      ：粘性減衰の質量項に関する係数 

      ：粘性減衰の剛性項に関する係数  

     ix     ：i次の固有モードベクトル 

ih， jh ， kh  ：i次，j次，k次のモード減衰定数 

i ， j ， k ：i次，j次，k次の固有円振動数 
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3.3.4 要素剛性マトリクス 

(1) はり要素の要素剛性マトリクス 

断面が円や矩形で十分に長いはりでは，捩り変形においても以下の 3 つの仮

定が成り立つものとする。 

ⅰ)断面形の不変 

ⅱ)断面の平面保持（Bernouli-Euler の仮定） 

ⅲ)微小変形理論を適用 

 

はり要素の要素座標系を図 3－1 に示す。 

 

図 3－1 はり要素の要素座標系 

 

・要素剛性マトリクス  K を式(3.20)及び式(3.21)に示す。 
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(3.20) 
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2

12
lGA

EI

y

Z
y  ， 

2

12
lGA

EI

Z

y
Z                        (3.21) 

ここで， 

E  ：はりのヤング係数 

G ：はりのせん断弾性係数 

l  ：はりの長さ 

A ：はりの断面積 

yZ II ,  ：はりの断面二次モーメント 

Zy AA ,  ：はりのせん断断面積 

J ：はりの捩り剛性 

 

(2) ソリッド要素の要素剛性マトリクス 

六面体を考えた場合，要素図心位置を原点とした局所座標系(ξ,η,ζ)と全

体直行座標系(x, y, z）との関係は図3－2を仮定する。これより，ひずみ-変

位関係及び応力-変位関係は式(3.22)～式(3.26)のように表される。 

 

図3－2 8節点六面体要素 

・ひずみ－変位関係 
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 (3.25) 

 

ここで， 

e  ：ひずみベクトル 

B ：節点変位-ひずみマトリクス 

e  ：変位ベクトル 

iN ：形状関数 

J ：Jacobi マトリクス 

 

・応力－変位関係 

     eBD    (3.26) 

ここで， 

  ：応力 

D  ：弾性係数マトリクス  
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  3.3.5 杭の曲げモーメント－曲率関係 

      杭については，杭軸力の依存性を考慮した曲げモーメント－曲率関係（以下「M

－φ 関係」という。）に基づく非線形構造モデルが適用可能である。杭の M－φ

関係と杭軸力の変動に伴う応答値の乗り移りの概念を図 3－3 に示す。同図に示

す通り，杭の M－φ関係は杭軸力の変動に伴い変化する。このため，時刻 t にお

ける杭軸力が tN であっても，時刻 t+Δt で杭軸力が ( )t tN Δ に変動した場合，応答

値は杭軸力 tN の M－φ関係から杭軸力 ( )t tN Δ の M－φ関係へ乗り移る。時刻 t+Δ

t における乗り移り後の曲率 ( ) modt t Δ は，式(3.27)に示すとおり，時刻 t+Δt にお

ける乗り移り前の曲率に関する塑性率 ( )t t yt Δ が時刻 t+Δt における杭軸力

( )t tN Δ に変動した後でも同様とみなして乗り移るものとする。 

 ( ) mod ( ) ( )t t t t yt y t t     Δ Δ Δ
 (3.27) 

ここで， 

( ) modt t Δ  ：時刻 t+Δt における曲率（乗り移り後） 

( )t t Δ  ：時刻 t+Δt における曲率（乗り移り前） 

yt  ：時刻 t での M－φ関係における降伏曲率 

( )y t t Δ     ：時刻 t+Δt での M－φ関係における降伏曲率 

 

 

図 3－3 杭の M－φ関係と杭軸力の変動に伴う応答値の乗り移りの概念 

  

M 

φ 
φ yt φ y(t+ Δ t)  φ (t+ Δ t) φ (t+ Δ

t)mod 

杭軸力 N(t+Δt)における 

M－φ関係 

杭軸力 Nt におけ

る 

M－φ関係 

時刻 t+Δt の応答値 
（乗り移り前） 

時刻 t+Δt の応答
値（乗り移り後） 
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 3.4 解析フローチャート 

地震応答解析の解析フローチャートを図 3－4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－4 解析フローチャート 
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 3.5 検証（Verification）と妥当性確認（Validation） 

本解析コードは，国内の土木・建築分野における使用実績を有しており，解析機能

全般について，十分に妥当性が確認されている。 

そこで，今回使用する解析機能に特化する形で，実績ある他解析コードとの解析

結果の比較を行うことにより，本解析コードの当該解析機能の適切さを改めて確認

した。その結果を以下に示す。 

 

  3.5.1 概要 

Ｓｏｉｌ Ｐｌｕｓによる地震応答解析について，他解析コードとの解析結

果の比較を行うことで検証する。 

 

  3.5.2 地震応答解析の検証（他解析コードとの解析結果との比較検証） 

   (1) 検証の概要 

Ｓｏｉｌ Ｐｌｕｓによる地震応答解析の検証については，同一条件下にお

ける他解析コードとの解析結果の比較により行う。比較する他解析コードは，

既往の工事計画認可で実績のあるＴＤＡＰⅢとする。 

表 3－1 に，比較する他解析コードを示す。 

 

 

表 3－1 比較する他解析コード 

 内容 

コード名 ＴＤＡＰⅢ 

開発機関 大成建設(株)／(株)アーク情報システム 

開発時期 1980 年代後半 

使用したバージョン Ver.3.08 
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   (2) 解析条件 

     a. 解析モデル 

解析モデルは図 3－5 に示すとおり，建屋－杭－地盤の 3 次元連成モデルと

する。解析モデルのうち，地盤についてはソリッド要素，建屋及び杭は線形の

は り要素，基礎スラブは剛なシェル要素でモデル化する。なお，地盤は，下

層の岩盤部と上層の表層部の二つを考慮する。境界条件は，側方を周期境界，

底面を粘性境界とする。 

 

 

(a)モデル全体 

 

(b)杭基礎 

 

図 3－5 解析モデル 
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    b. 解析用物性値 

地盤の解析用物性値を表 3－2 に，建屋の解析用物性を表 3－3 に示す。また，

鋼管杭の解析用物性を表 3－4 に示す。 

なお，建屋及び鋼管杭は線形材料として取り扱う。 

 

表 3－2 地盤の解析用物性値 

地層 
層厚 

(m) 

密度 

ρ(t/m3) 

初期 

せん断剛性 

Ｇ0(kN/m2) 

ポアソン比 

ν 
備考 

表層 10 1.8 7.2×104 0.45 Vs=200m/s 相当 

岩盤 20 2.0 5.0×105 0.40 Vs=500m/s 相当 

 

表 3－3 建屋の解析用物性値 

質点 

番号 

質点重量 

Ｗ(kN) 

回転慣性重

量 

ＩＧ 

(kN･m2) 

軸断面積 

Ａ(m2) 

せん断 

断面積 

Ａs(m2) 

断面二次 

モーメント 

Ｉ(m4) 

1 2640 26600 
17.0 8.80 318 

2 3700 38300 

注記：建屋のヤング係数Ｅ=2.27×104(N/mm2)，ポアソン比ν=0.2 とする。 

 

表 3－4 鋼管杭の解析用物性値 

杭種・杭径 
軸断面積 

Ａ(mm2) 

断面二次 

モーメント 

Ｉ(mm4) 

せん断 

断面積 

Ａs (mm2) 

鋼管杭 

φ800(t=19mm) 
4.66×104 3.56×109 2.33×104 

注記：鋼管杭のヤング係数Ｅ=2.05×105(N/mm2)，ポアソン比ν=0.3 とする。 

 

    c. 減衰定数 

動的解析における地盤及び建屋の減衰定数は，固有値解析から求まる１次

固有振動数 3.60Hz に対して 3.0%とする剛性比例型減衰を適用する。 
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    d. 入力地震動 

GL-30m の岩盤上で定義した入力地震動を図 3－6 に示す。 

 

 

（a）加速度波形 

 

 

(b)加速度応答スペクトル 

 

図 3－6 入力地震動 
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   (3) 検証結果 

     a. 応答加速度の比較 

解析モデルにおける応答加速度の抽出箇所を図 3－7 に示す。抽出箇所は建

屋頂部（節点番号 100）とし，その応答加速度波形を図 3－8 に，加速度応答

スペクトルを図 3－9 に示す。同図には本解析コードＳｏｉｌ ＰｌｕｓとＴ

ＤＡＰⅢの両者を重ね書きしており，両者は同一の解析結果を与えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)モデル平面 

 

 

 

 

 

 

 

(b)モデル側面 

 

図 3－7 応答加速度の抽出箇所 
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(a)Ｓｏｉｌ Ｐｌｕｓ 

 

 

(b)ＴＤＡＰⅢ 

 

 

(c)Ｓｏｉｌ ＰｌｕｓとＴＤＡＰⅢの重ね書き（20s～30s の区間を拡大） 

 

図 3－8 建屋頂部の応答加速度波形(節点番号 100) 
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図 3－9 建屋頂部の加速度応答スペクトル（節点番号 100） 
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     b. 建屋の最大応答分布の比較 

建屋の最大応答分布を図 3－10 に，最大応答値の比較を表 3－5 に示す。同

図には本解析コードＳｏｉｌ ＰｌｕｓとＴＤＡＰⅢの両者を重ね書きしてお

り，両者は概ね一致した解析結果を与えている。 

 

  
 

  
 

図 3－10 建屋の最大応答分布 
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表3－5 建屋の最大応答値の比較 

(a)加速度及び相対変位 

標高 加速度(cm/s2) 相対変位(cm) 

(m) Soil Plus TDAPⅢ 
Soil Plus 

TDAPⅢ 
Soil Plus TDAPⅢ 

Soil Plus 

TDAPⅢ 

5.2 638.1 638.2 1.000 5.00 5.00 1.000 

0.0 584.9 585.0 1.000 4.97 4.97 1.000 

 

(b)せん断力及び曲げモーメント 

標高 せん断力(kN) 曲げモーメント(kN･m) 

(m) Soil Plus TDAPⅢ 
Soil Plus 

TDAPⅢ 
Soil Plus TDAPⅢ 

Soil Plus 

TDAPⅢ 

5.2 
   

391.1 391.6 0.999 
1708 1708 1.000 

0.0 9116 9118 1.000    
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     c. 鋼管杭の最大断面力分布の比較 

鋼管杭の最大断面力分布を図 3－11 に，最大断面力の比較を表 3－6 に示

す。同図には本解析コードＳｏｉｌ ＰｌｕｓとＴＤＡＰⅢの両者を重ね書き

しており，両者は概ね一致した解析結果を与えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3－11 鋼管杭の最大断面力分布 
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表3－6 鋼管杭の最大応答せん断力及び曲げモーメントの比較 

標高 せん断力(kN) 曲げモーメント(kN・m) 軸力(kN) 

(m) Soil Plus TDAPⅢ 
Soil Plus 

TDAPⅢ 
Soil Plus TDAPⅢ 

Soil Plus 

TDAPⅢ 
Soil Plus TDAPⅢ 

Soil Plus 

TDAPⅢ 

0.0 
   

155.9 155.9 1.000 
   

37.04 37.05 1.000 474.8 474.9 1.000 

-2.0 82.09 82.11 1.000 

8.522 8.523 1.000 384.1 384.2 1.000 

-4.0 75.20 75.21 1.000 

6.95 6.95 1.000 327.0 327.2 1.000 

-6.0 87.84 87.85 1.000 

35.06 35.06 1.000 285.5 285.7 1.000 

-8.0 24.56 24.57 1.000 

143.1 143.1 1.000 248.3 248.4 0.999 

-10.0 268.5 268.5 1.000 

89.49 89.50 1.000 121.9 122.0 0.999 

-13.0 0 0 －       
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  3.5.3 まとめ 

      本解析コードに関する知見を以下にまとめて示す。 

・本解析コードの 3 次元モデルによる地震応答解析結果が，実積のある他

解析コードと概ね一致していることを確認した。 

・開発機関が提示するマニュアルにより，今回の工事計画認可申請で使用

する有限要素法による地震応答解析に本解析コードが適用できることを

確認した。 

・国内の土木・建築分野における使用実積を有しており，解析機能につい

て十分にその妥当性が確認されている。 

      これより，本解析コードを格納容器圧力逃がし装置基礎の地震応答解析に使

用することは妥当である。 
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別紙 21 ＦＬＩＰ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 
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軽油タンク基礎の地震応答計算書 

燃料移送系配管ダクトの地震応答計算書 

常設代替交流電源設備基礎の地震応答計算書 

軽油タンク基礎（6 号機設備）の地震応答計算書 

海水貯留堰の耐震性についての計算書 

取水護岸の耐震性についての計算書 

海水貯留堰（6 号機設備）の耐震性についての計

算書 

取水護岸（6 号機設備）の耐震性についての計算

書 

スクリーン室の耐震性についての計算書 

スクリーン室（6 号機設備）の耐震性についての

計算書 

取水路の耐震性についての計算書 

取水路（6 号機設備）の耐震性についての計算書 

補機冷却用海水取水路の耐震性についての計算
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可搬型重大事故等対処設備の保管場所における
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＦＬＩＰ 

使用目的 2 次元有限要素法による地震応答解析（有効応力法） 

開発機関 FLIP コンソーシアム 

開発時期 1988 年 

使用したバージョン Ver.7.4.1 

コードの概要 

 本解析コードは，1988 年に運輸省港湾技術研究所（現：港

湾空港技術研究所）において開発された平面ひずみ状態を対

象とする有効応力解析法に基づく，2 次元地震応答解析プロ

グラムである。主な特徴は以下のとおりである。 

・有限要素法に基づくプログラムである。 

・平面ひずみ状態を解析対象とする。 

・地盤の有効応力の変化を考慮した地震応答解析を行い，

部材の断面力や変形量を計算する。 

・土の応力－ひずみモデルとして多重せん断モデルを採

用している。 

・有効応力の変化は有効応力法により考慮する。そのため

に必要な過剰間隙水圧算定モデルとして井合モデルを

用いている。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・マニュアルに記載された例題の提示解と本解析コード

による解析解との比較を実施し，解析解が提示解と一致

することを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示さ

れた要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・本解析コードは港湾施設の設計に用いられる「港湾施設

の技術上の基準・同解説（2007）（日本港湾協会）」に

おいて，港湾施設に対して適用性が確認されている解析

コードとして扱われており，今回の解析に使用すること

は妥当である。 
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・日本原子力発電株式会社東海第二発電所において，建

物・構築物，屋外重要土木構造物等の地震応答解析に本

解析コード（Ver.7.3.0_2）が使用された実績があり，

今回の工事計画認可申請で対象とする施設に適用性が

あることが既に検証されている。 

・バージョン更新により新しい構成則の追加，出力機能の

追加が図られたが，今回の工事計画認可申請において使

用するバージョン（Ver.7.4.1）と他プラントの既工事

計画で使用されたバージョン（Ver.7.3.0_2）で使用し

ている機能は同じである。 

・今回の工事計画認可申請における 2 次元有限要素法に

よる地震応答解析（有効応力法）の使用目的に対し，使

用用途及び使用方法に関する適用範囲が上述の妥当性

確認の範囲内であることを確認している。 
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別紙 22 ＳＬＯＫ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-17 

Ⅴ-2-2-19 

Ⅴ-2-2-21 

Ⅴ-2-2-23 

Ⅴ-2-10-3-1-2-1 

Ⅴ-2-10-3-1-2-2 

Ⅴ-2-10-3-1-3-1 

 

Ⅴ-2-10-3-1-3-2 

 

Ⅴ-2-10-3-1-4 

Ⅴ-2-10-3-1-5 

 

Ⅴ-2-10-3-1-6 

Ⅴ-2-10-3-1-7 

Ⅴ-2-10-3-1-8 

 

Ⅴ-2-別添 3-2 

軽油タンク基礎の地震応答計算書 

燃料移送系配管ダクトの地震応答計算書 

常設代替交流電源設備基礎の地震応答計算書 

軽油タンク基礎（6 号機設備）の地震応答計算書 

海水貯留堰の耐震性についての計算書 

取水護岸の耐震性についての計算書 

海水貯留堰（6 号機設備）の耐震性についての計

算書 

取水護岸（6 号機設備）の耐震性についての計算

書 

スクリーン室の耐震性についての計算書 

スクリーン室（6 号機設備）の耐震性についての

計算書 

取水路の耐震性についての計算書 

取水路（6 号機設備）の耐震性についての計算書 

補機冷却用海水取水路の耐震性についての計算

書 

可搬型重大事故等対処設備の保管場所における

入力地震動 

 

Ver.2.0 

Ver.2.0 

Ver.2.0 

Ver.2.0 

Ver.2.0 

Ver.2.0 

Ver.2.0 

 

Ver.2.0 

 

Ver.2.0 

Ver.2.0 

 

Ver.2.0 

Ver.2.0 

Ver.2.0 

 

Ver.2.0 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＳＬＯＫ 

使用目的 1 次元地震応答解析（入力地震動算定） 

開発機関 東電設計株式会社 

開発時期 1985 年 

使用したバージョン Ver.2.0 

コードの概要 

 本解析コードは，東電設計株式会社によって開発された 1

次元重複反射理論に基づく地盤の地震応答解析を行う解析

コードであり，地盤の非線形性はひずみ依存特性を用いて等

価線形化法により考慮している。 

 

 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・本解析コードによる一層のモデル地盤に対する地震応

答解析結果と，1 次元重複反射理論に基づく理論解が一

致していることを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示

された要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・柏崎刈羽原子力発電所 7 号機の既工事計画において本

解析コード（Ver.0）が使用された実績がある。 

・バージョン更新により機能の追加が図られたが，今回の

工事計画認可申請において使用するバージョン（Ver. 

2.0）と既工事計画で使用されたバージョン（Ver.0）で

使用している機能は同じである。 

・今回の工事計画認可申請における 1 次元地震応答解析

（入力地震動算定）の使用目的に対し，使用用途及び

使用方法に関する適用範囲が上述の妥当性確認の範囲

内であることを確認している。 
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別紙 23 Ｅｎｇｉｎｅｅｒ’ｓ Ｓｔｕｄｉｏ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-18 

Ⅴ-2-2-22 

 

Ⅴ-2-2-24 

 

Ⅴ-2-10-3-1-8 

 

軽油タンク基礎の耐震性についての計算書 

常設代替交流電源設備基礎の耐震性についての

計算書 

軽油タンク基礎（6 号機設備）の耐震性について

の計算書 

補機冷却用海水取水路の耐震性についての計算

書 

Ver.8.0.1 

Ver.8.0.1 

 

Ver.8.0.1 

 

Ver.8.0.1 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
Ｅｎｇｉｎｅｅｒ’ｓ Ｓｔｕｄｉｏ 

使用目的 3 次元有限要素法による静的解析 

開発機関 株式会社フォーラムエイト 

開発時期 2009 年 

使用したバージョン Ver.8.0.1 

コードの概要 

 本解析コードは，株式会社フォーラムエイトによって開発

された 3 次元有限要素法解析を行う解析コードである。主な

特徴は以下のとおりである。 

・土木・建築構造物の部材を，1 本の棒に見立てたはり要

素や平面的に連続した平板要素でモデル化して構造物

の応答解析を行い，断面力及びひずみの算出を行う。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・本解析コードによる非線形平板要素を用いた解析結果

と実験結果が概ね一致することを確認している。 

・本解析コードによる杭頭ばね要素を用いた解析結果と

理論解が概ね一致することを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示

された要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・日本原子力発電株式会社東海第二発電所において，屋外

重要土木構造物等に本解析コード（Ver.6.00.04）が使

用された実績があり，線形のはり要素及び平板要素を用

いた解析に適用性があることが既に検証されている。 

・バージョン更新により機能の追加が図られたが，今回の

工事計画認可申請において使用するバージョン（Ver. 

8.0.1）と他プラントの既工事計画で使用されたバージ

ョン（Ver. 6.00.04）で使用している機能は同じである。 

・今回の工事計画認可申請において使用する非線形平板

要素及び杭頭ばね要素を用いた解析の適用性を検証し

ている。 
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・今回の工事計画認可申請における 3 次元有限要素法に

よる静的解析の使用目的に対し，使用用途及び使用方

法に関する適用範囲が上述の妥当性確認の範囲内であ

ることを確認している。 
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3.解析手法 

 3.1 一般事項 

    Ｅｎｇｉｎｅｅｒ’ｓ Ｓｔｕｄｉｏは土木・建築構造物の部位を一本の棒に見立てたはり

要素や平面的に連続した平板要素でモデル化して，構造物の非線形挙動を解析できる 3 次元

有限要素法（FEM）解析プログラムである。Ｅｎｇｉｎｅｅｒ’ｓ Ｓｔｕｄｉｏは，軽油タ

ンク基礎，常設代替交流電源設備基礎，補機冷却用海水取水路及び軽油タンク基礎（6 号機設

備）の 3 次元有限要素法による静的解析に使用している。 

 

 3.2 解析コードの特徴 

    Ｅｎｇｉｎｅｅｒ’ｓ Ｓｔｕｄｉｏの特徴を以下に示す。 
・構造物の鉄筋コンクリート部材を平面的に連続した非線形平板要素でモデル化して，応答

計算により，断面力及びひずみの算出が可能である。 
・地盤や杭頭部からの反力は，ばね要素でモデル化することにより考慮することが可能であ

る。 
 

 3.3 解析手法 

  3.3.1 非線形平板要素 

      Ｅｎｇｉｎｅｅｒ’ｓ Ｓｔｕｄｉｏで用いられているミンドリン平板要素は有限要

素法（FEM）について記載されている一般的な参考書を参照している。以降は主要な点だ

けを述べるが，理論の詳細は下記文献に基づいている。 

   

      参考文献（1） 

Zienkiewicz， O. C. and Taylor， R. L. The Finite Element Method. Fifth 

Edition. 2000. Vol. 1 The Basis. ISBN 0 7506 5049 4. 

      参考文献（2） 

The Finite Element Method. Fifth Edition. 2000. Vol. 2 Solid Mechanics. ISBN 

0 7506 5055 9. 

 

      面内については，一般的な 2次元平面応力モデルが適用される。（詳細は，参考文献（1）

の 4 章「Plane stress and Plane strain」を参照） 

      面外方向については，曲げ及びせん断成分両方を考慮する。面外の曲げは，平板要素の

厚みから得られる面内層のひずみを積分したもので，面外せん断モデルは線形弾性であ

り，その値は要素の厚さを通して全ての層で積分することで得られる。 

      なお，非線形平板要素には，下記文献に基づく材料の非線形特性が考慮される。 

 

      参考文献（3） 

Koichi MAEKAWA, Amorn PIMANMAS and Hajime OKAMURA， Nonlinear Mechanics of 

Reinforced Concrete. 2003. ISBN 0 4152 7126 6. 
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  3.3.2 ばね要素 

      ばね要素は要素の長さがゼロあるいは無視できる要素に対して適用する。ばね要素両

端に接続された 2 節点の変位から計算される要素両端の相対変位を要素変形と定義する。 

      図 3－1には要素変形を明確にするため，並進変形と回転変形を分離して示している。 

      並進変形及び回転変形の成分を求めるために必要となる変位後の要素座標系は，次の

ように決定する。節点変位と共に回転する要素端ｉに設定された要素端座標系が，変位後

の他端ｊ要素端座標系に一致する回転を求める。この回転の半回転をｉ端座標系に与え

た回転後の座標系を要素座標系と定義する。並進変形の各成分は 2 節点を結ぶベクトル

の要素座標軸成分であり，回転変形はｉ端座標系がｊ端座標系に一致する回転ベクトル

を要素座標軸成分として求めたものになる。 

      したがって，これら要素変形と仕事の対を成す要素端力は，  図 3－2 に示すように，

要素座標軸に平行であり要素両端で逆向きとなる 3 つの対をなす並進力と，要素座標軸

周り両端逆向きの 3対の端モーメントである。要素端に作用するそれぞれ 6 個の力の内，

これら 3 並進力と 3端モーメントの 6 つの力が独立である。要素端に作用する 12 の力の

うち，これら独立な端力を除く 6 つの力は 3 対の並進力に釣り合うべき端モーメントで

あることは明白であるが，これらの従属する力が要素両端にどのように作用するかは明

確ではない。しかし，定義された要素座標系から厳密な適合条件により導かれる要素変形

を節点変位により展開することによって，線形の適合条件が導かれるとともに，平衡条件

式も同様に得ることができる。結果として，3並進力に釣り合うべき 3つのモーメントを

両端に均等に配分することにより生じる 6 つのモーメント（回転変形と対を成すモーメ

ントとは異なるモーメント）が，従属な要素端力となる。 

      この要素座標系の大きな特徴は，ばね要素が接続される 2 節点の均等性が保証される

ことと，ばね要素長がゼロであっても幾何剛性が算出できる点にある。線要素に単純ばり

要素座標系を採用した場合，軸力をその要素長で割る幾何剛性が存在し，これ故に要素長

ゼロが発生する要素に対しては単純ばり要素座標系が適用できない。一方，片持ちばり要

素座標系では幾何剛性にゼロ割は生じないものの，固定端側に接続される節点と自由端

側に接続される節点では，要素内の幾何学的非線形を完全に取り入れない限り節点間の

不均等性が現れ，片持ちばり要素座標系の与え方次第で解は異なることになる。ここで定

義した要素座標系はこれらの問題点を解消できるものである。しかしながら，ゴム支承な

どのせん断変形が卓越し，要素長が確実に保証できる部材にこの要素座標系を適用した

場合，せん断変形により見かけ上軸方向の圧縮変形が生じ，本来存在しない圧縮力を生み

出すこととなり，実現象に対する精度の悪化は否めない。要素長ゼロの可能性がない要素

であれば，曲げ変形に加えてせん断変形を行う線要素として単純ばり要素座標系を使用

することが望ましい。本解析で使用するばね要素においては，要素端力は仕事の対として

対応する要素変形によってばね定数から独立に決定されるものとし，他の要素変形との

連成はないものとする。要素変形と要素端力の関係は非弾性も可能とし，ばねの復元力特

性として，バイリニアあるいは一方向のみ復元力がバイリニアとなる非弾性性状を与え

ることができるものとする。 
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      図 3－3 に示す 2 重節点（要素両端の変位が 1 つ以上の自由度について一致する節点）

は，このばね要素で設定するものとする。非線形解析においては，変位が一致する方向は

節点変位と共に変化するため，厳密な適合条件から求めた変位後の要素座標系を使用し

て，2重節点における変位が一致する方向を確定する必要がある。 

 

 
図 3－1 ばね要素の要素変形と要素座標系 

 
 

  
  図 3－2 ばね要素の要素端力           図 3－3 2 重節点 
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 3.4 解析フローチャート 

   解析フローチャートを図 3－4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－4 解析フローチャート 

 

 

  

解析条件の整理  
・荷重値  

・杭頭ばね値  
等 

解析モデルの入力  
・平板要素，荷重  

・杭頭ばね  
等 

断面力，変位の算定  

解析結果の出力  

Ｅｎｄ  

Ｓｔａｒｔ  



 

177 

K
7
 
①

 Ⅴ
-
2 
別
紙

 
R
0
 

 3.5 検証（Verification）と妥当性（Validation） 

  3.5.1 非線形平板要素の適用性の検証 

非線形平板要素は，コンクリート及び鉄筋の非線形特性を考慮し，鉄筋コンク

リート部材を積層モデルでモデル化する要素である。非線形平板要素を用いた

解析の適用性は，単純ばりモデルの荷重－変位関係について，本解析コードによ

る解析結果と実験結果を比較することで検証する。 

    

   (1) 検討条件 

     a. 実験概要 

比較対象とする実験の概念図を図 3－5 に示す。実験では鉄筋コンクリート

はりの試験体に対し，試験体天端 2 点に荷重し，試験体中央位置での鉛直変位

に関する荷重－変位関係を確認する。 

 

 

 

図 3－5 実験概念図 

（原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針（技術資料）（2005 年）

より引用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
載荷位置  

変位計測位置  
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     b. 解析モデル 

解析モデルは図 3－5 に基づき，積層シェル要素でモデル化する。積層シェ

ル要素は 8 層とし，上端 2 層及び下端 2 層は鉄筋コンクリート要素で，中央 4

層は無筋コンクリート要素でモデル化する。 

解析モデル図を図 3－6 に示す。 

 

 

 

図 3－6 解析モデル図 

 

     c. 解析用物性値 

解析用物性値を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 解析用物性 

 

（原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針（技術資料）（2005 年）

より引用） 

 

 

     d. 解析条件 

図 3－5 の載荷位置と同様に，図 3－6 に示す載荷位置に載荷し，モデル中央

位置における荷重－変位関係を算出する。 

 

 

  

載荷荷重 

ピンローラー支承 

ピン支承 

 ＜凡例＞  
非線形平板要素： 

変位計測位置  
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   (2) 結果の検証 

      実験結果と解析結果の荷重－変位関係の比較を図 3－7 に示す。 

 

 

図 3－7 荷重－変位関係の比較 

 

解析結果と実験結果の荷重－変位関係は概ね一致しており，鉄筋降伏時の荷重

も概ね同等である。以上より，非線形平板要素を用いた解析の適用性を確認した。 
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実験結果 解析結果
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  3.5.2 杭頭ばね要素の適用性の検証 

杭頭ばね要素は杭軸方向のばね，杭軸法線方向のばね及び回転ばねを設定す

ることで，杭頭反力をモデル化する要素である。 

杭頭ばね要素を用いた解析の適用性は，杭基礎構造物の杭頭反力及び変位に

ついて，本解析コードによる解析結果と変位法による理論解を比較することで

検証を行う。 

 

   (1) 検討条件 

     a. 検討モデル 

       検討モデルは図 3－8 に示すとおり，杭基礎形式の逆Ｔ型擁壁とし，フーチ

ングは剛体とする。 

 

 

 

 

 
図 3－8 検討モデル  

断 面 図  平 面 図  
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     b. 杭頭ばね定数 

       杭頭ばね定数は，道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本

道路協会，平成 14 年 3 月）に基づき算定し，表 3－2 のとおりとする。 

 

表 3－2 杭頭ばね値 

名称 区分 単位 ばね定数 

軸方向ばね ＫＶ：杭軸方向のばね kN/m 131567 

軸直角方向ばね 

Ｋ1：杭の法線方向ばね kN/m 27550 

Ｋ2：杭の回転ばね kN/rad 14032 

Ｋ3：杭の法線方向ばね 

（モーメント） 
kNm/m 14032 

Ｋ4：杭の回転ばね 

（モーメント） 
kNm/rad 14294 
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     c. 荷重条件 

       荷重条件は，図 3－9 に示すフーチングの中心線に，表 3－2 に示す荷重を

分布荷重で作用させるものとする。 

 

 

 

 

図 3－9 載荷点の位置 

 

 

表 3－3 荷重値 

鉛直荷重 

Ｖ 

水平荷重 

Ｈ 

モーメント 

Ｍ 

420(kN/m) 196(kN/m) 397(kNm/m) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断 面 図  平 面 図  

載荷位置  
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   (2) 解析結果の算出 

      本解析コードによる解析モデルを図 3－10 に示す。フーチングを剛板で，杭を

杭頭ばね要素でモデル化する。 

      解析モデルに対して「(1)c. 荷重条件」で設定した荷重を作用させた際の杭

頭ばね要素の反力図を図 3－11 に示す。解析で得られた各杭頭ばね要素の反力

を表 3－4 及び表 3－5 に示す。また，フーチング軸線の変位を表 3－6 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－10 解析モデル図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－11 解析結果 杭頭ばね要素の反力図 
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擁壁背面側  2 

3 

4 

1 

2 

3 

4 

5 
5 

擁壁背面側  
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擁壁前面側  5 

6 

 ＜凡例＞  
 剛  板 ： 

杭頭ばね要素： 

 

7 

7 

6 

6 

擁壁前面側  7 
7 

＜凡例＞  
杭頭曲げ反力(kNm)      ： 

杭頭鉛直・水平反力(kN) ： 
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表 3－4 擁壁前面側の杭頭部の反力 

杭頭位置 1 2 3 4 5 6 7 平均値 

杭頭曲げ反力Ｍ(kNm／本) 59.6 59.6 59.6 59.6 59.6 59.6 59.6 59.6 

杭頭鉛直反力ＰＶ(kN／本) 571.6 574.2 576.1 576.8 576.1 574.2 571.6 574.3 

杭頭水平反力ＰＨ(kN／本) 140.2 140.2 140.2 140.2 140.2 140.2 140.2 140.2 

 

 

表 3－5 擁壁背面側の杭頭部の反力 

杭頭位置 1 2 3 4 5 6 7 平均値 

杭頭曲げ反力Ｍ(kNm／本) 59.1 59.1 59.1 59.1 59.1 59.1 59.1 59.1 

杭頭鉛直反力ＰＶ(kN／本) 23.5 25.5 27.0 27.6 27.0 25.5 23.5 25.7 

杭頭水平反力ＰＨ(kN／本) 139.8 139.8 139.8 139.8 139.8 139.8 139.8 139.8 

 

 

表 3－6 フーチング軸線の変位 

算定位置 軸線（平均値） 

水平変位δx(mm) 5.93 

鉛直変位δｙ(mm) 2.30 

回転角α(rad) 0.001679 
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   (3) 理論解の算出 

      変位法によって理論解を算出する。図 3－12 に示すようにフーチングの中心

を原点Ｏとし，外力ＶＯ，ＨＯ，ＭＯを作用させたときの応答値を算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－12 変位法による計算座標 

 

      このときフーチング原点の変位は，次の三元連立方程式を解いて求められる。 

        Ａｘｘδｘ＋Ａｘｙδｙ＋Ａｘαα＝ＨＯ 

        Ａｙｘδｘ＋Ａｙｙδｙ＋Ａｙαα＝ＶＯ 

        Ａαｘδｘ＋Ａαｙδｙ＋Ａααα＝ＭＯ 

 

      フーチングの底面が水平なため，各係数は次式で求められる。 

        Ａｘｘ＝Σ(Κ1cos2θi＋Ｋｖsin2θi) 

        Ａｘｙ＝Ａｙｘ＝Σ(Ｋｖ－Κ1)sinθicosθi 

        Ａｘα＝Ａαｘ＝Σ{(Ｋｖ－Κ1)xisinθicosθi－Ｋ2cosθi} 

        Ａｙｙ＝Σ(Κｖcos2θi＋Ｋ1sin2θi) 

        Ａｙα＝Ａαｙ＝Σ{(Κvcos2θi＋Ｋ1sin2θi)xi＋Ｋ2sinθi} 

        Ａαα＝Σ{(Κｖcos2θi＋Ｋ1sin2θi)xi
2＋(Ｋ2＋Ｋ3)xisinθi＋Ｋ4} 

 

      ここに， 

        ＨＯ：フーチング底面より上に作用する水平荷重(kN) 

        ＶＯ ：フーチング底面より上に作用する鉛直荷重(kN) 

        ＭＯ ：原点０まわりの外力のモーメント(kNm) 

        δｘ ：原点０の水平変位(m) 

        δｙ ：原点０の鉛直変位(m) 

        α  ：フーチングの回転角(rad) 

        ｘi ：ｉ番目の杭の杭頭のｘ座標(m) 

        θi ：ｉ番目の杭の杭軸が鉛直軸となす角度(度) 
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      以上の計算から，求められたフーチング原点の変位（δｘ,δｙ,α）により，

各杭頭に作用する杭軸方向力ＰＮi ，杭軸直角方向力ＰＨi ，およびモーメントＭ

ｔi は次式で求まる。 

 

        ＰＮi＝Ｋｖδｙi’ 

        ＰΗi＝Κ1δｘi’－Ｋ2α 

        Ｍｔi＝－Κ3 δｘi’＋Ｋ4α 

        δｘi’＝δｘcosθi－(δｙ＋αxi)sinθi 

        δｙi’＝δｘsinθi＋(δｙ＋αxi)cosθi 

 

      ここに， 

        δｘi’ ：ｉ番目の杭の杭頭の軸直角方向変位(m) 

        δｙi’ ：ｉ番目の杭の杭頭の軸方向変位(m) 

        Ｋｖ  ：杭頭に単位量の軸方向変位を生じさせる杭軸方向力（杭の軸方

向ばね定数）(kN/m) 

        Ｋ1，Ｋ2，Ｋ3，Ｋ4 ：杭の軸直角方向ばね定数 

        ｘi  ：ｉ番目の杭の杭頭のｘ座標(m) 

        θi  ：ｉ番目の杭の杭軸が鉛直軸となす角度(度) 

        ＰＮi ：ｉ番目の杭の杭軸方向力(kN) 

        ＰＨi ：ｉ番目の杭の杭軸直角方向力(kN) 

        Ｍｔi ：ｉ番目の杭の杭頭に作用する外力としてのモーメント(kNm) 
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      以上の計算式による計算結果を表 3－7～表 3－9 に示す。 

 

表 3－7 各係数の計算結果 

係数 単位 算定値 

Ａｘｘ kN/m 385697 

Ａｘｙ，Ａｙｘ kN/m 0 

Ａｘα，Ａαｘ kN/rad -196450 

Ａｙｙ kN/m 1841942 

Ａｙα，Ａαｙ kN/rad 0 

Ａαα kNm/rad 3078153 

 

 

表 3－8 各杭頭反力の計算結果 

算定位置 擁壁前面杭頭 擁壁背面杭頭 

杭頭曲げ反力Ｍ(kNm／本) 59 59 

杭頭鉛直反力ＰＶ(kN／本) 574 26 

杭頭水平反力ＰＨ(kN／本) 140 140 

 

 

表 3－9 フーチングの原点Ｏの変位 

算定位置 原点Ｏ 

水平変位δｘ(mm) 5.93 

鉛直変位δｙ(mm) 2.28 

回転角α(rad) 0.001668 
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   (4) 結果の検証 

      本解析コードによる解析結果と理論解の比較結果を表 3－10 及び表 3－11 に

示す。表 3－10 及び表 3－11 より，杭頭反力及びフーチングの変位が解析解と理

論解で概ね一致していることから，杭頭ばね要素を用いた解析の適用性を確認

した。 

 

表 3－10 本解析コードによる解析結果と理論解の比較 杭頭反力 

算定位置 擁壁前面側杭頭 擁壁背面側杭頭 

算定方法 
解析結果 

（平均値） 
理論解 

理論解に対

する比率 

解析結果 

（平均値） 
理論解 

理論解に対

する比率 

杭頭曲げ反力Ｍ(kNm／本) 59.6 59 101.0％ 59.1 59 100.2％ 

杭頭鉛直反力ＰＶ(kN／本) 574.3 574 100.1％ 25.7 26 98.8％ 

杭頭水平反力ＰＨ(kN／本) 140.2 140 100.1％ 139.8 140 99.9％ 

 

 

表 3－11 本解析コードによる解析結果と理論解の比較 フーチング変位 

算定位置 中心線（原点Ｏ） 

算定方法 
解析結果 

（平均値） 
理論解 理論解に対する比率 

水平変位δx(mm) 5.93 5.93 100.0％ 

鉛直変位δｙ(mm) 2.30 2.28 100.9％ 

回転角α(rad) 0.001679 0.001668 100.7％ 

 

 

  3.5.3 使用目的に対する妥当性 

     本解析コードは，非線形平板要素及び杭頭ばね要素を用いた 3 次元有限要素法

による静的解析に使用されている。非線形はり要素を用いた解析の適用性は，

3.5.1「非線形平板要素の適用性の検討」において検討している。また，杭頭ばね

要素を用いた解析の適用性は，3.5.2「杭頭ばね要素の適用性の検証」において検

証している。 

以上より，今回の工事計画認可申請における 3 次元有限要素法による静的解析

の使用目的に対し，本解析コードを用いることは妥当である。 
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別紙 24 ＴＤＡＰⅢ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-18 

 

 

 

 

 

軽油タンク基礎の耐震性についての計算書 

 

 

 

Ver.3.11 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＴＤＡＰⅢ 

使用目的 静的応力解析 

開発機関 
大成建設株式会社 

株式会社アーク情報システム 

開発時期 1994 年 

使用したバージョン Ver.3.11 

コードの概要 

 本解析コードは，2 次元，3次元及び軸対称問題に対応可能で，

静荷重，動荷重の取り扱いができる構造解析の汎用解析コードで

ある。 

 土木・建築分野の特化した要素群，材料非線形モデルを数多くサ

ポートしていることが特徴で，日本国内では，建設部門を中心とし

て，官公庁，大学，民間問わず，多くの利用実績がある。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は，以下のとおりである。 

 ・マニュアルに記載された例題の提示解と本解析コードによる

解析解との比較を実施し，解析解が提示解と一致することを

確認している。 

 ・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示された

要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認の内容は，以下のとおりである。 

 ・橋梁・橋脚，地盤・構造物連成，地中構造物等をはじめとす

る多数の解析において本解析コードが使用されており，十分

な使用実績があるため，信頼性があると判断できる。 

 ・日本原子力発電株式会社東海第二発電所において，建物・構

築物，屋外重要土木構造物等の静的応力解析に本解析コード

（Ver.3.08）が使用された実績があり，今回の工事計画認可

申請で対象とする施設に適用性があることが既に検証されて

いる。 

 ・バージョン更新により新しい構成則の追加，出力機能の追加

が図られたが，今回の工事計画認可申請において使用するバ

ージョン（Ver.3.11）と他プラントの既工事計画で使用され 
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たバージョン（Ver.3.08）で使用している機能は同じである。 

 ・今回の工事計画認可申請における静的応力解析の使用目的に

対し，使用用途及び使用方法に関する適用範囲が上述の妥当

性確認の範囲内であることを確認している。 

 

  



 

192 

K
7
 
①

 Ⅴ
-
2 
別
紙

 
R
0
 

別紙 25 ＫＳＨＡＫＥ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-別添 1-2-1 

Ⅴ-2-2-別添 1-3-1 

 

 

 

 

地下水排水設備設置位置の地盤応答 

地下水排水設備設置位置の地盤応答 

 

 

 

 

Ver.6.2 

Ver.6.2 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＫＳＨＡＫＥ 

使用目的 原子炉建屋地下水排水設備設置位置における地震応答解析 

開発機関 株式会社構造計画研究所 

開発時期 1997 年 

使用したバージョン Ver.6.2 

コードの概要 

ＫＳＨＡＫＥは株式会社構造計画研究所により開発・公開され

た汎用市販コードである。一次元重複反射理論に基づく等価線形

解析法により，成層地盤の地震応答解析を行う。 

 以下に本解析コードの主な特徴を挙げる。 

 (1) 重複理論による等価線形解析により，地盤の非線形を考慮し

た解析が可能である。 

(2) 従来型・改良型の複素剛性を選択できる。 

(3) 地盤材料の動的変形特性として，土研式，港湾式等の歪依存

特性をサポートする。 

(4) 各層の加速度や相対変位等の最大応答分布図や時刻歴波形，

並びに応答スペクトル図や地盤物性表等が出力可能である。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・作成した検討用地盤モデルを対象とし，本解析コードによる地

震応答解析結果と，一次元重複反射理論に基づく理論解が一

致していることを確認している。  
・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示された要

件を満足していることを確認している。 
【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・作成した検討用地盤モデルを対象に本解析コードによる地震

応答解析結果と，汎用市販地震応答解析ソフトである地震工

学研究所「microSHAKE-3D Ver2.3」による地震応答解析結果の

比較を行い，解析結果が一致することを確認した。 
・原子力産業界において，原子力発電所の地盤・斜面評価などの

解析に本コードが使用されており，十分な使用実績があるた

め，信頼性があると判断できる。 
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別紙 26 ＳＨＡＫＥ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-別添 1-2-1 

Ⅴ-2-2-別添 1-3-1 

地下水排水設備設置位置の地盤応答 

地下水排水設備設置位置の地盤応答 

 

 

 

 

Ver.1.6.11 

Ver.1.6.11 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＳＨＡＫＥ 

使用目的 地盤の地震応答解析 

開発機関 鹿島建設株式会社 

開発時期 1971 年 

使用したバージョン Ver.1.6.11 

コードの概要 

本解析コードは，米国カルフォルニア大学から発表された

ＳＨＡＫＥ（最新公開版はＳＨＡＫＥ－９１）（以下「ＳＨ

ＡＫＥ－９１」という。）を基本に開発されたもので，1 次

元重複反射理論に基づく地盤の伝達関数や時刻歴波形を算

出するプログラムである。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

本解析コードは，地盤の地震応答解析に使用している。 

【検証(Verification)】 

本解析コードの検証は以下のとおり実施している。 

・ 本解析コードによる弾性地盤の増幅特性の解析結果と

公開文献＊の理論解を比較し，両者が概ね一致するこ

とを確認している。また，ＳＨＡＫＥ－９１による解

析結果と概ね一致することを確認している。 

 ・動作環境を満足する計算機にインストールして使用し

ている。 

【妥当性確認(Validation)】 

本解析コードの妥当性確認は以下のとおりである。 

・ 同じ理論解に基づくＳＨＡＫＥ－９１を用いた解析解

と本解析コードの解析解のベンチマークを行った結

果，概ね一致していること確認した。 

・ 今回の工事計画認可申請で行う 1 次元重複反射理論に

よる地盤の応答解析の用途及び適用範囲が上述の妥当

性確認の範囲内であることを確認している。 

 

注記＊：最新耐震構造解析 柴田明徳著 231 頁，232 頁 森

北出版株式会社 第 3 版 
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 3. 解析手法 

 3.1 概要 

    本解析コードは，米国カルフォルニア大学バークレイ校（UCB）でSchnabelとLysmerらに

より開発されたＳＨＡＫＥ－９１を基本に開発されたプログラムである。本解析コード

は，水平方向に半無限に広がりのある均質，粘弾性のいくつかの層からなる土層でのせん

断波の鉛直方向伝播に対する応答計算を行う。 

 

 3.2 本解析コードの特徴  

  (1) １次元波動論に基づき，多層地盤の地震応答を行う。 

(2) 解析結果として，地盤の各層における加速度，応力度，ひずみ度等の伝達関数及び応答

波形が求められる。 

(3) 本解析コードは，次の仮定を設けて地震応答解析を行っている。 

・ 地盤は，水平方向に半無限に広がっているものとする。（水平成層地盤） 

・ 応答は，地震動の解析基盤からの鉛直伝播により起こるものとする。  

・ 地盤物性は，各層の密度，せん断波速度又はせん断弾性係数（あるいは、P 波速度）

及び減衰定数を入力することで定義する。 

(4) 等価線形解析を行うことができる。  
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 3.3 解析理論 

    解析理論において，図 3－1 に示す線形粘弾性系を通過するせん断波による応答を考える。

各層は，均質，等方性であり，厚さ h，密度ρ，せん断弾性係数 G 及び減衰定数βで定義さ

れる。 

    図 3－1に示される系を通過するせん断波の伝播は，水平変位 u=u(x,t)による以下の式で

表わされる。 

 

ρ
∂

2
u

∂t2
＝G

∂
2
u

∂x2
＋η

∂
3
u

∂x2∂t
  ··············································· (3．1) 

    ここで， 

η：粘性係数 

 

    水平変位 u＝u(x,t)を，以下の(2)式で表わされる振動数ωに対する調和振動と考える。  

 

u(x,t)＝U(x)⋅eiωt  ···················································· (3．2) 

    ここで， 

i ：虚数単位 

 

    (3．2)式は，波動方程式の一般解として(3．3)式で表わされる。 

 

u(x,t)＝E⋅ei(kx+ωt)＋F⋅e-i(kx-ωt)  ········································ (3．3) 

k＝ට ρω2

G+iωη
＝ටρω2

G*
 ····················································· (3．4) 

    ここで， 

E，F：積分定数 

G*  ：複素剛性 

 

    (3．3)式の第一項は，Xのマイナス方向（上向き）に伝わる入射波を示し，第二項は Xの

プラス方向（下向き）に伝わる反射波を示している。 
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    ここで，任意の m 層と(m+1)層の変位とせん断応力との連続性を考え，更に自由表面では

せん断応力τ=0 の境界条件を導入し，以下の関係を導く。 

 

 

Em＝em(ω)E1  ························································· (3．5) 

Fm＝fm(ω)F1  ························································· (3．6) 

 

    伝達関数 em 及び fm は，それぞれ E1 及び F1 に対する倍率であり，E1=F1=1 を上式に代入

すれば決まるものである。 

    他の伝達関数は，em 及び fm から得られ，n 層及び m 層表面での変位を関連づける伝達関

数 An,m は次のように定義する。 

 

An,m(ω)＝um∕un ························································ (3．7) 

An,m(ω)＝ em(ω)+fm(ω)

en(ω)+fn(ω)
  ·················································· (3．8) 

 

    これらの式より，伝達関数 A(ω)は，系のいかなる 2 つの層の間においても定められる。 

    伝達関数が定まれば，フーリエ変換により入力動のフーリエスペクトル F(f)を求め，それ

に伝達関数 A(f)を乗じてフーリエスペクトル R(f)を算定し，それをフーリエ逆変換するこ

とにより時刻歴応答が求まる。  
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地層 
No. 座標系 伝播方向  地盤の諸定数 
 u1 

  
 X1 

1 G1，β1，ρ1 h1 
 u2 

  
・ X2 
・ 
・ 
・ um 

  
 Xm 

m Gm，βm，ρm hm 
 um+1 

  
 Xm+1 

m+1 Gm+1，βm+1，ρm+1 hm+1 
 

 um+2 

  
・ Xm+2 

・ 
・ un 

  
n Xn Gn，βn，ρn   hn=∞ 

 
 
 
 
 

図 3－1 １次元地盤の波動伝播  

地盤の振動方向 
入射波(E) 
反射波(F) 
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3.4 解析フローチャート  

解析フローチャートを以下に示す。 

 

 

注記＊：入力データとして密度，せん断弾性係数，減衰定数及び等価線形化法に用いるひずみ依

存性を選定する。 

 

図 3－2 解析フローチャート  

END 

ひずみに適合した 
剛性に変更 

ひずみレベルに 
適合した剛性で 
計算しているか 

YES 

NO 

入力動の選定 動的地盤特性の決定＊ 

伝達関数の算出 

地盤応答の 
フーリエスペクトルの算出 

逆フーリエ変換による 
地盤の時刻歴応答の算出 

解析結果の出力 

線形 

等価線形 

フーリエ変換による 
入力動のフーリエスペクトル

の算出 

START 
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 3.5 検証(Verification)と妥当性確認(Validation)   

    本解析コードは，「3.3 解析理論」に示した一般性を有する理論モデルそのままに構築さ

れたものである。よって，解析解の適切さは，公開文献＊により得られる理論解との比較を

もって確認可能である。また，複素応答と 1 次元重複反射理論に基づき構築された計算機コ

ードＳＨＡＫＥ－９１の解析結果との比較により，本解析コードの当該解析機能の適切さを

確認した。 

 

 

   注記＊：最新耐震構造解析 柴田明徳著 231 頁，232 頁 森北出版株式会社 第 3 版 
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  3.5.1 理論解との比較による検証 

検証は，2層のモデル地盤を対象として，本解析コードの解析解と公開文献により

得られる理論解の比較を行う。 

 

   (1) 地盤モデル及び検討条件 

検証を行う解析モデル及び解析諸元を図 3－3 に示す。 

 

 

 

 

地盤減衰は，履歴減衰として 0％と 5％の二種とする。 

 

図 3－3 解析条件及び解析モデル 

 

＜検討条件＞ 

・重力加速度は，9.80m/s2とする。 

・検討する振動数は，文献に合わせ 0～15Hz とする。 
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   (2) 比較結果 

      基盤層（第 2層境界層）に対する地表の応答倍率（伝達関数）の理論解と解析解の比

較を図 3－4 及び表 3－1に示す。 

      また、本解析コードのバージョンの違いによる解析解の比較を表 3－2 及び表 3－3に

示す。 

      図 3－4及び表 3－1 より理論解と解析解は十分な精度で一致しており、本解析コード

が応答波を正しく評価していることが確認できる。 

      また，本解析コードの解析結果にバージョンの違いは見られない。 

 

 

 

 

図 3－4 公開文献の理論解とＳＨＡＫＥ（Ver.1.6.2）による加速度伝達関数 

 

  

0

1

2

3

4

5

0 5 10 15

地
表

加
速

度
/
（

2
×

入
射

波
振

幅
）

振動数(Hz)

理論解

履歴減衰h=0

理論解

履歴減衰h=0.05

ＳＨＡＫＥ

Ver.1.6.2

履歴減衰h=0
ＳＨＡＫＥ

Ver.1.6.2

履歴減衰h=0.05

(Hz) 
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表 3－1 公開文献の理論解とＳＨＡＫＥ（Ver.1.6.2）による加速度伝達関数 

 

  

理論解
SHAKE

ver.1.6.2

理論解/
SHAKE

Ver.1.6.2
理論解

SHAKE
ver.1.6.2

理論解/
SHAKE

Ver.1.6.2
0.0 1.0000 1.0000 1.000 1.0000 1.0000 1.000
0.5 1.0475 1.0475 1.000 1.0423 1.0425 1.000
1.0 1.2135 1.2135 1.000 1.1962 1.1973 0.999
1.5 1.5971 1.5971 1.000 1.5385 1.5419 0.998
2.0 2.5015 2.5015 1.000 2.2363 2.2445 0.996
2.5 3.7500 3.7500 1.000 2.8930 2.8892 1.001
3.0 2.5015 2.5015 1.000 2.1532 2.1387 1.007
3.5 1.5971 1.5971 1.000 1.4802 1.4717 1.006
4.0 1.2135 1.2135 1.000 1.1510 1.1463 1.004
4.5 1.0475 1.0475 1.000 0.9987 0.9964 1.002
5.0 1.0000 1.0000 1.000 0.9488 0.9484 1.000
5.5 1.0475 1.0475 1.000 0.9789 0.9806 0.998
6.0 1.2135 1.2135 1.000 1.0965 1.1012 0.996
6.5 1.5971 1.5971 1.000 1.3345 1.3438 0.993
7.0 2.5015 2.5015 1.000 1.7119 1.7237 0.993
7.5 3.7500 3.7500 1.000 1.9585 1.9534 1.003
8.0 2.5015 2.5015 1.000 1.6739 1.6546 1.012
8.5 1.5971 1.5971 1.000 1.2909 1.2766 1.011
9.0 1.2135 1.2135 1.000 1.0511 1.0427 1.008
9.5 1.0475 1.0475 1.000 0.9271 0.9228 1.005
10.0 1.0000 1.0000 1.000 0.8822 0.8811 1.001
10.5 1.0475 1.0475 1.000 0.9012 0.9033 0.998
11.0 1.2135 1.2135 1.000 0.9849 0.9906 0.994
11.5 1.5971 1.5971 1.000 1.1407 1.1502 0.992
12.0 2.5015 2.5015 1.000 1.3456 1.3542 0.994
12.5 3.7500 3.7500 1.000 1.4534 1.4484 1.003
13.0 2.5015 2.5015 1.000 1.3230 1.3063 1.013
13.5 1.5971 1.5971 1.000 1.1052 1.0901 1.014
14.0 1.2135 1.2135 1.000 0.9400 0.9300 1.011
14.5 1.0475 1.0475 1.000 0.8443 0.8389 1.007
15.0 1.0000 1.0000 1.000 0.8060 0.8042 1.002

 履歴減衰 h=0 履歴減衰 h=0.05
振動
数

(Hz)
ＳＨＡＫＥ 

ＳＨＡＫＥ 
ＳＨＡＫＥ 

ＳＨＡＫＥ
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表 3－2 本解析コードバージョンの違い（加速度伝達関数 履歴減衰 h=0） 

 

  

振動数
(Hz)

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.2

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.3

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.4

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.5

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.6

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.7

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.8

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.9

0.0 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000
0.5 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475
1.0 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135
1.5 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971
2.0 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015
2.5 3.7500 3.7500 3.7500 3.7500 3.7500 3.7500 3.7500 3.7500
3.0 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015
3.5 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971
4.0 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135
4.5 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475
5.0 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000
5.5 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475
6.0 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135
6.5 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971
7.0 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015
7.5 3.7500 3.7500 3.7500 3.7500 3.7500 3.7500 3.7500 3.7500
8.0 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015
8.5 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971
9.0 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135
9.5 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475

10.0 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000
10.5 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475
11.0 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135
11.5 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971
12.0 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015
12.5 3.7500 3.7500 3.7500 3.7500 3.7500 3.7500 3.7500 3.7500
13.0 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015
13.5 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971
14.0 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135
14.5 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475
15.0 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000
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表 3－3 本解析コードバージョンの違い（加速度伝達関数履歴減衰 h=0.05）

 

 

  

振動数
(Hz)

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.2

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.3

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.4

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.5

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.6

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.7

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.8

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.9

0.0 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000
0.5 1.0425 1.0425 1.0425 1.0425 1.0425 1.0425 1.0425 1.0425
1.0 1.1973 1.1973 1.1973 1.1973 1.1973 1.1973 1.1973 1.1973
1.5 1.5419 1.5419 1.5419 1.5419 1.5419 1.5419 1.5419 1.5419
2.0 2.2445 2.2445 2.2445 2.2445 2.2445 2.2445 2.2445 2.2445
2.5 2.8892 2.8892 2.8892 2.8892 2.8892 2.8892 2.8892 2.8892
3.0 2.1387 2.1387 2.1387 2.1387 2.1387 2.1387 2.1387 2.1387
3.5 1.4717 1.4717 1.4717 1.4717 1.4717 1.4717 1.4717 1.4717
4.0 1.1463 1.1463 1.1463 1.1463 1.1463 1.1463 1.1463 1.1463
4.5 0.9964 0.9964 0.9964 0.9964 0.9964 0.9964 0.9964 0.9964
5.0 0.9484 0.9484 0.9484 0.9484 0.9484 0.9484 0.9484 0.9484
5.5 0.9806 0.9806 0.9806 0.9806 0.9806 0.9806 0.9806 0.9806
6.0 1.1012 1.1012 1.1012 1.1012 1.1012 1.1012 1.1012 1.1012
6.5 1.3438 1.3438 1.3438 1.3438 1.3438 1.3438 1.3438 1.3438
7.0 1.7237 1.7237 1.7237 1.7237 1.7237 1.7237 1.7237 1.7237
7.5 1.9534 1.9534 1.9534 1.9534 1.9534 1.9534 1.9534 1.9534
8.0 1.6546 1.6546 1.6546 1.6546 1.6546 1.6546 1.6546 1.6546
8.5 1.2766 1.2766 1.2766 1.2766 1.2766 1.2766 1.2766 1.2766
9.0 1.0427 1.0427 1.0427 1.0427 1.0427 1.0427 1.0427 1.0427
9.5 0.9228 0.9228 0.9228 0.9228 0.9228 0.9228 0.9228 0.9228

10.0 0.8811 0.8811 0.8811 0.8811 0.8811 0.8811 0.8811 0.8811
10.5 0.9033 0.9033 0.9033 0.9033 0.9033 0.9033 0.9033 0.9033
11.0 0.9906 0.9906 0.9906 0.9906 0.9906 0.9906 0.9906 0.9906
11.5 1.1502 1.1502 1.1502 1.1502 1.1502 1.1502 1.1502 1.1502
12.0 1.3542 1.3542 1.3542 1.3542 1.3542 1.3542 1.3542 1.3542
12.5 1.4484 1.4484 1.4484 1.4484 1.4484 1.4484 1.4484 1.4484
13.0 1.3063 1.3063 1.3063 1.3063 1.3063 1.3063 1.3063 1.3063
13.5 1.0901 1.0901 1.0901 1.0901 1.0901 1.0901 1.0901 1.0901
14.0 0.9300 0.9300 0.9300 0.9300 0.9300 0.9300 0.9300 0.9300
14.5 0.8389 0.8389 0.8389 0.8389 0.8389 0.8389 0.8389 0.8389
15.0 0.8042 0.8042 0.8042 0.8042 0.8042 0.8042 0.8042 0.8042
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  3.5.2 ＳＨＡＫＥ－９１との比較 

      本解析コードによる地震応答解析結果と，ＳＨＡＫＥ－９１による地震応答解析結果

の比較を実施した。 

      比較に用いるＳＨＡＫＥ－９１は，米国カルフォルニア大学バークレイ校（UCB）が

有償配布している複素応答と重複反射理論に基づいた 1 次元地盤の等価線形解析プロ

グラムであり，世界各国で広く用いられているＳＨＡＫＥの最新バージョンである。な

お，本解析コードのＳＨＡＫＥ（Ver.1.6.2 及びこれ以前の Version）は既工認での使

用実績を数多く有する。 

 

   (1) 検討条件 

     a. 地盤モデル 

       検証を行う地盤モデル諸元を表 3－4 に，図 3－5～図 3－6 に地盤のひずみ依存特

性を示す。 

       なお，地盤モデルは，ＳＨＡＫＥ－９１の例題に添付されている等価線形モデルで

ある。このため長さは feet，重さは pond，重力加速度は 32.2feet/s2である。 

     b. 入力地震動 

       基盤への入力地震動を図 3－7に示す。 

       入力地震動もＳＨＡＫＥ－９１の例題に添付されているものであり，メキシコ地震

のロマ・プリータで記録された地震波を 0.1G（0.980665m/s2）に基準化したものを用

いる。 

     c. 等価線形解析時の解析条件 

       ＳＨＡＫＥ－９１の例題で用いられている主な解析条件を以下に示す。 

・地盤の有効ひずみは，最大応答ひずみの 0.5 倍とする。 

・収束回数は，8 回までとする。 

・収束誤差判定は，1％とする。（ＳＨＡＫＥ－９１では考慮していない） 
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表 3－4 地盤モデル諸元 

区分 
層厚 
ft 

深度 
ft 

湿潤単位体積重量 
kpd/ft3 

せん断波速度 
ft/s 

減衰定数 

砂質土 5 5 0.125 1000 0.05 

 5 10 0.125 900 0.05 

 10 20 0.125 900 0.05 

 10 30 0.125 950 0.05 

粘性土 10 40 0.125 1000 0.05 

 10 50 0.125 1000 0.05 

 10 60 0.125 1100 0.05 

 10 70 0.125 1100 0.05 

砂質土 10 80 0.130 1300 0.05 

 10 90 0.130 1300 0.05 

 10 100 0.130 1400 0.05 

 10 110 0.130 1400 0.05 

 10 120 0.130 1500 0.05 

 10 130 0.130 1500 0.05 

 10 140 0.130 1600 0.05 

 10 150 0.130 1800 0.05 

基盤 － － 0.140 4000 0.01 
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γ 
粘性土
G/Go 

γ 
粘性土
ｈ 

0.0001 1.000 0.0001 0.0024 

0.0003 1.000 0.0003 0.0042 

0.0010 1.000 0.0010 0.0080 

0.0030 0.981 0.0030 0.0140 

0.0100 0.941 0.0100 0.0280 

0.0300 0.847 0.0300 0.0510 

0.1000 0.656 0.1000 0.0980 

0.3000 0.438 0.3000 0.1550 

1.0000 0.238 1.0000 0.2100 

3.0000 0.144 3.1600 0.2500 

10.0000 0.110 10.0000 0.2800 

図 3－5 粘性土の非線形特性 

 

γ 
砂質土
G/Go 

γ 
砂質土

h 
0.0001 1.000 0.0001 0.0024 

0.0003 1.000 0.0003 0.0042 

0.0010 0.990 0.0010 0.0080 

0.0030 0.960 0.0030 0.0140 

0.0100 0.850 0.0100 0.0280 

0.0300 0.640 0.0300 0.0510 

0.1000 0.370 0.1000 0.0980 

0.3000 0.180 0.3000 0.1550 

1.0000 0.080 1.0000 0.2100 

3.0000 0.050 3.0000 0.2500 

10.0000 0.035 10.0000 0.2800 

図 3－6 砂質土の非線形特性 

 

図 3－7 入力地震動  
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   (2) 解析結果 

      本解析コードによる地震応答解析結果と，ＳＨＡＫＥ－９１による地震応答解析結果

のうち，地盤の最大加速度分布を図 3－8，地盤の等価せん断ひずみ分布を図 3－9，地

表の加速度応答スペクトルを図 3－10 に示す。 

      なお，ＳＨＡＫＥ－９１の加速度出力（重力加速度単位）は重力加速度 G=9.80665m/s2

を用いて cm/s2に変換して比較する。 

また、本解析コードのバージョンの違いによる解析解の比較を表 3－5及び表 3－6 に

示す。 

これらによれば，本解析コードとＳＨＡＫＥ－９１の解析結果は十分な精度で一致し

ており，本解析コードの等価線形解析は検証された。 

また，本解析コードの解析結果にバージョンの違いは見られない。 

 

 

 

 

 

深さ 
（ft) 

ＳＨＡＫＥ
－９１ 
（G) 

ＳＨＡＫＥ
－９１ 
(cm/s2) 

ＳＨＡＫＥ 
(Ver.1.6.2) 

ＳＨＡＫＥ
－９１

/Ver1.6.2 
0 0.19040 186.7 186.6 1.001 
5 0.19006 186.4 186.3 1.001 
10 0.18873 185.1 185.0 1.001 
20 0.18258 179.0 179.0 1.000 
30 0.17209 168.8 168.7 1.001 
40 0.15947 156.4 156.4 1.000 
50 0.14288 140.1 140.1 1.000 
60 0.12653 124.1 124.1 1.000 
70 0.11049 108.4 108.3 1.001 
80 0.09839 96.5 96.5 1.000 
90 0.08997 88.2 88.2 1.000 
100 0.08268 81.1 81.1 1.000 
110 0.08559 83.9 84.0 0.999 
120 0.08546 83.8 83.8 1.000 
130 0.08201 80.4 80.4 1.000 
140 0.07769 76.2 76.2 1.000 
150 0.07616 74.7 74.7 1.000 

 

 

 

 

図 3－8 地盤の最大加速度分布  
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図 3－9 地盤の等価せん断ひずみ 

 

図 3－10 地表の加速度応答スペクトル（h=0.05）  

深さ

（ft)
ＳＨＡＫＥ－９１

ＳＨＡＫＥ
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９１/Ver1.6.2

0 0.000770 0.000771 0.999
5 0.002955 0.002954 1.000
10 0.006335 0.006338 1.000
20 0.009760 0.009761 1.000
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表 3－5 本解析コードバージョン比較（地盤の最大加速度分布） 

 

 

表 3－6 本解析コードバージョン比較（地盤の等価せん断ひずみ） 

 

  

深さ
(ft)

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.2

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.3

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.4

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.5

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.6

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.7

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.8

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.9

0 186.6 186.6 186.6 186.6 186.6 186.6 186.6 186.6
5 186.3 186.3 186.3 186.3 186.3 186.3 186.3 186.3

10 185.0 185.0 185.0 185.0 185.0 185.0 185.0 185.0
20 179.0 179.0 179.0 179.0 179.0 179.0 179.0 179.0
30 168.7 168.7 168.7 168.7 168.7 168.7 168.7 168.7
40 156.4 156.4 156.4 156.4 156.4 156.4 156.4 156.4
50 140.1 140.1 140.1 140.1 140.1 140.1 140.1 140.1
60 124.1 124.1 124.1 124.1 124.1 124.1 124.1 124.1
70 108.3 108.3 108.3 108.3 108.3 108.3 108.3 108.3
80 96.5 96.5 96.5 96.5 96.5 96.5 96.5 96.5
90 88.2 88.2 88.2 88.2 88.2 88.2 88.2 88.2

100 81.1 81.1 81.1 81.1 81.1 81.1 81.1 81.1
110 84.0 84.0 84.0 84.0 84.0 84.0 84.0 84.0
120 83.8 83.8 83.8 83.8 83.8 83.8 83.8 83.8
130 80.4 80.4 80.4 80.4 80.4 80.4 80.4 80.4
140 76.2 76.2 76.2 76.2 76.2 76.2 76.2 76.2
150 74.7 74.7 74.7 74.7 74.7 74.7 74.7 74.7

深さ
(ft)

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.2

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.3

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.4

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.5

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.6

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.7

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.8

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.9

0 0.000771 0.000771 0.000771 0.000771 0.000771 0.000771 0.000771 0.000771
5 0.002954 0.002954 0.002954 0.002954 0.002954 0.002954 0.002954 0.002954

10 0.006338 0.006338 0.006338 0.006338 0.006338 0.006338 0.006338 0.006338
20 0.009761 0.009761 0.009761 0.009761 0.009761 0.009761 0.009761 0.009761
30 0.010989 0.010989 0.010989 0.010989 0.010989 0.010989 0.010989 0.010989
40 0.014032 0.014032 0.014032 0.014032 0.014032 0.014032 0.014032 0.014032
50 0.013617 0.013617 0.013617 0.013617 0.013617 0.013617 0.013617 0.013617
60 0.015662 0.015662 0.015662 0.015662 0.015662 0.015662 0.015662 0.015662
70 0.013548 0.013548 0.013548 0.013548 0.013548 0.013548 0.013548 0.013548
80 0.015041 0.015041 0.015041 0.015041 0.015041 0.015041 0.015041 0.015041
90 0.013348 0.013348 0.013348 0.013348 0.013348 0.013348 0.013348 0.013348

100 0.014116 0.014116 0.014116 0.014116 0.014116 0.014116 0.014116 0.014116
110 0.012326 0.012326 0.012326 0.012326 0.012326 0.012326 0.012326 0.012326
120 0.012806 0.012806 0.012806 0.012806 0.012806 0.012806 0.012806 0.012806
130 0.011145 0.011145 0.011145 0.011145 0.011145 0.011145 0.011145 0.011145
140 0.008645 0.008645 0.008645 0.008645 0.008645 0.008645 0.008645 0.008645
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  3.5.3 使用内容に対する妥当性 

      地盤の地震応答解析にＳＨＡＫＥを使用することは，次のとおり，本解析の適用範囲

に対して検証されており，妥当である。 

・ 検証の内容のとおり，地盤の応答解析について検証していることから，解析の目

的に照らして今回の解析に使用することは妥当である。 

・ 評価地盤を水平成層と仮定していることから，一次元重複反射理論の適用範囲で

ある。  
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付録 Ver.1.6.10，Ver.1.6.11，Ver.1.6.13 の結果 

 

付表－1 本解析コードバージョンの違い（加速度伝達関数 履歴減衰 h=0） 

 

  

振動数
(Hz)

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.2

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.10

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.11

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.13

0.0 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000
0.5 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475
1.0 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135
1.5 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971
2.0 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015
2.5 3.7500 3.7500 3.7500 3.7500
3.0 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015
3.5 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971
4.0 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135
4.5 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475
5.0 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000
5.5 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475
6.0 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135
6.5 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971
7.0 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015
7.5 3.7500 3.7500 3.7500 3.7500
8.0 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015
8.5 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971
9.0 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135
9.5 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475

10.0 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000
10.5 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475
11.0 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135
11.5 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971
12.0 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015
12.5 3.7500 3.7500 3.7500 3.7500
13.0 2.5015 2.5015 2.5015 2.5015
13.5 1.5971 1.5971 1.5971 1.5971
14.0 1.2135 1.2135 1.2135 1.2135
14.5 1.0475 1.0475 1.0475 1.0475
15.0 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000
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付表－2 本解析コードバージョンの違い（加速度伝達関数履歴減衰 h=0.05） 

 

  

振動数
(Hz)

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.2

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.10

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.11

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.13

0.0 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000
0.5 1.0425 1.0425 1.0425 1.0425
1.0 1.1973 1.1973 1.1973 1.1973
1.5 1.5419 1.5419 1.5419 1.5419
2.0 2.2445 2.2445 2.2445 2.2445
2.5 2.8892 2.8892 2.8892 2.8892
3.0 2.1387 2.1387 2.1387 2.1387
3.5 1.4717 1.4717 1.4717 1.4717
4.0 1.1463 1.1463 1.1463 1.1463
4.5 0.9964 0.9964 0.9964 0.9964
5.0 0.9484 0.9484 0.9484 0.9484
5.5 0.9806 0.9806 0.9806 0.9806
6.0 1.1012 1.1012 1.1012 1.1012
6.5 1.3438 1.3438 1.3438 1.3438
7.0 1.7237 1.7237 1.7237 1.7237
7.5 1.9534 1.9534 1.9534 1.9534
8.0 1.6546 1.6546 1.6546 1.6546
8.5 1.2766 1.2766 1.2766 1.2766
9.0 1.0427 1.0427 1.0427 1.0427
9.5 0.9228 0.9228 0.9228 0.9228

10.0 0.8811 0.8811 0.8811 0.8811
10.5 0.9033 0.9033 0.9033 0.9033
11.0 0.9906 0.9906 0.9906 0.9906
11.5 1.1502 1.1502 1.1502 1.1502
12.0 1.3542 1.3542 1.3542 1.3542
12.5 1.4484 1.4484 1.4484 1.4484
13.0 1.3063 1.3063 1.3063 1.3063
13.5 1.0901 1.0901 1.0901 1.0901
14.0 0.9300 0.9300 0.9300 0.9300
14.5 0.8389 0.8389 0.8389 0.8389
15.0 0.8042 0.8042 0.8042 0.8042
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付表－3 本解析コードバージョン比較（地盤の最大加速度分布） 

 

 

 

付表－4 本解析コードバージョン比較（地盤の有効せん断ひずみ） 

 

 

 

深さ
(ft)

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.2

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.10

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.11

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.13

0 186.6 186.6 186.6 186.6
5 186.3 186.3 186.3 186.3

10 185.0 185.0 185.0 185.0
20 179.0 179.0 179.0 179.0
30 168.7 168.7 168.7 168.7
40 156.4 156.4 156.4 156.4
50 140.1 140.1 140.1 140.1
60 124.1 124.1 124.1 124.1
70 108.3 108.3 108.3 108.3
80 96.5 96.5 96.5 96.5
90 88.2 88.2 88.2 88.2

100 81.1 81.1 81.1 81.1
110 84.0 84.0 84.0 84.0
120 83.8 83.8 83.8 83.8
130 80.4 80.4 80.4 80.4
140 76.2 76.2 76.2 76.2
150 74.7 74.7 74.7 74.7

深さ
(ft)

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.2

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.10

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.11

ＳＨＡＫＥ
V.1.6.13

0 0.000771 0.000771 0.000771 0.000771
5 0.002954 0.002954 0.002954 0.002954

10 0.006338 0.006338 0.006338 0.006338
20 0.009761 0.009761 0.009761 0.009761
30 0.010989 0.010989 0.010989 0.010989
40 0.014032 0.014032 0.014032 0.014032
50 0.013617 0.013617 0.013617 0.013617
60 0.015662 0.015662 0.015662 0.015662
70 0.013548 0.013548 0.013548 0.013548
80 0.015041 0.015041 0.015041 0.015041
90 0.013348 0.013348 0.013348 0.013348

100 0.014116 0.014116 0.014116 0.014116
110 0.012326 0.012326 0.012326 0.012326
120 0.012806 0.012806 0.012806 0.012806
130 0.011145 0.011145 0.011145 0.011145
140 0.008645 0.008645 0.008645 0.008645
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別紙 27 ＮｕＰＩＡＳ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-別添 1-2-3 

Ⅴ-2-2-別添 1-3-3 

Ⅴ-2-4-3-2-1 

Ⅴ-2-8-3-1-2-1 

Ⅴ-2-8-3-2-1 

Ⅴ-2-9-4-5-1-2 

 

Ⅴ-2-9-4-6-1-1 

Ⅴ-2-9-4-7-1-2 

Ⅴ-2-9-5-2 

 

Ⅴ-2-別添 1 

 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書（格納容器圧力逃

がし装置） 

火災防護設備の耐震性に関する説明書 

Ver.6.1.3c 

Ver.6.1.3c 

Ver.6.1.3c 

Ver.6.1.3c 

Ver.6.1.3c 

Ver.6.1.3c 

Ver.6.1.4 

Ver.6.1.3c 

Ver.6.1.3c 

Ver.6.1.3c 

 

Ver.6.1.3c 
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 2.2 ＮｕＰＩＡＳ Ver.6.1.4 

コード名 

項目 
ＮｕＰＩＡＳ 

使用目的 
3 次元有限要素法（はりモデル）による管の固有値解析，

応力解析 

開発機関 東電設計株式会社，川崎重工業株式会社 

開発時期 2000 年 

使用したバージョン Ver.6.1.4 

コードの概要 

 本解析コードは，配管の強度解析を目的として開発された

計算機プログラムである。本解析コードは，汎用構造解析コ

ードＳＡＰ－Ⅴをメインプログラムとし，応力評価プログラ

ム及びそれらのインターフェイスプログラムのサブプログ

ラムから成る。 

 任意の 1 次元，2 次元あるいは 3 次元形状に対し，静的解

析，動的解析を行うことが可能で，反力・モーメント・応力，

固有値・刺激係数等の算出が可能である。 

 原子力の分野における使用実績を有している。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・実績のあるＮｕＰＩＡＳ Ver.6.1.3c から本解析で使

用したＮｕＰＩＡＳ Ver.6.1.4 までのバージョンア

ップにおいて，本解析で使用するコマンドに関して解析

結果に影響するプログラム変更がないことを各バージ

ョンのリリースノートより確認した。 

・最新バージョンへの改訂において，解析結果に大きな影

響を与える不具合に伴う改訂が行われていないことを

確認した。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・バージョンの差分は，解析結果から得られる節点の加速

度及び変位を整理するものであり，今回の使用範囲にお

ける解析結果に影響を及ぼさない。 

・本解析における用途及び適用範囲が上述の妥当性確認

の範囲内であることを確認している。 
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 3. ＮｕＰＩＡＳ Ver.6.1.3c，Ver.6.14の解析手法 

 3.1 一般事項 

    本解析コードには，3次元トラスやビーム，平面応力など数多くの要素が用意され

ており，それらを用いて1次元，2次元あるいは3次元の静的解析及び動的解析を行

う。 

 

 3.2 解析コードの特徴 

    本解析コードの処理能力は主に解析する問題の総節点数と必要となる固有値の数

（動的解析の場合）に依存し，要素数，荷重条件数，剛性マトリックスの次数やバ

ンド幅などに特別の制限はない。 

    各節点は，0から6自由度まで設定することができる。 

    構造マトリックスの誘導は静的解析，動的解析共に同様である。静的解析では釣

合い方程式を解いた後，要素の応力を算出する。動的解析では次の選択ができる。 

（a）固有値解析 

（b）時刻歴応答解析 

（c）応答スペクトル解析 

 

 3.3 解析手法 

  3.3.1 運動方程式 

      節点の運動方程式を以下に示す。 

 

〔ｍ〕・｛ｕ̈｝＋〔ｃ〕・｛ｕ̇｝＋〔ｋ〕・｛ｕ｝＝｛Ｒ｝････････(3. 1) 

 

ここで〔ｋ〕，〔ｃ〕，〔ｍ〕は剛性，減衰及び質量マトリックスであり

｛ｕ｝，｛ｕ̇｝，｛ｕ̈｝，｛Ｒ｝は変位，速度，加速度及び荷重ベクトルを表

す。構造マトリックスは要素マトリックスを直接合成して得られる。 

例えば 

   〔ｋ〕＝Σ〔ｋ
ｍ
〕･････････････････････････････････････････････(3. 2) 

 

      ここで，〔ｋ
ｍ
〕はｍ番目の要素の剛性マトリックスである。 

 

本解析コードでは，上記方程式の解法として質点系モデル(lumped Mass)によ

る解析を採用している。したがって，系の質量は，個々の要素の質量マトリッ

クスに，節点に付加している集中質量を加えた対角マトリックスとなる。ま

た，減衰はレイリー減衰（Rayleigh Damping:〔ｃ〕＝α〔ｍ〕＋β〔ｋ〕，α
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及びβは比例定数）を採用している。 

 

  3.3.2 静的解析 

      静的解析では(3. 1)式において｛ｕ̈｝＝｛ｕ̇｝＝0 とした次の釣合い方程式

を解き，各要素の応力を算出する。 

 

   〔ｋ〕・｛ｕ｝＝｛Ｒ｝･････････････････････････････････････（3. 3） 

 

本解析コードでは，方程式の解である節点の変位を正定値行列によるガウス

の消去法にて求め，次に応力―ひずみマトリックスより要素の応力を求める。 

 

  3.3.3 固有値解析 

固有値解析では，(3. 1)式において〔ｃ〕＝｛Ｒ｝＝0とした以下の固有方程

式を解き，固有値と振動モードを求める。 

 

  〔ｋ〕・｛φ｝＝〔ｍ〕・｛φ｝・ω
2
･･････････････････････････(3. 4) 

 

ここで，ωは固有角振動数，｛φ｝は固有ベクトルを表す。 

本解析コードでは，ｐ次までの固有値及び固有ベクトルが必要であると仮定

している。したがって，(3. 5)式は下式にて表される。 

    〔ｋ〕・〔Φ〕＝〔ｍ〕・〔Φ〕・〔Ω
2
〕･･･････････････････････(3. 5) 

 

ここで，〔Ω
2
〕は対角ベクトルである〔Ω

2
〕＝ｄｉａｇ(ω

ｉ

2
)，かつ

〔Φ〕は直交する固有ベクトル｛φ
1
｝，｛φ

2
｝⋅⋅⋅｛φ

p
｝を列に持つマトリッ

クスである。 

(3. 5)式を解く方法として2つの方法があり，ひとつは〔ｋ〕の次数及びバン

ド幅が小さい時の解法である行列式探索法（Determinant Search Method），も

うひとつは〔ｋ〕の次数及びバンド幅が大きい時の解法であるサブスペース法

（Subspace Method）が用意されている。 

 

  3.3.4 動的応答解析 

      動的応答解析は，次の方程式で表される。 

    〔ｍ〕・｛ｕ̈｝＋〔ｃ〕・｛ｕ̇｝＋〔ｋ〕・｛ｕ｝＝｛Ｒ(ｔ)｝ ･･･(3. 6) 

 

      ここで，｛Ｒ(ｔ)｝は時間依存荷重又は基準面の動きより生じる荷重のベク

トルである。特に地震による動的応答計算の場合のように基準面が動く場合
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は，構造物が一様な基準面の加速度｛ｕ̈
ｇ
｝を受けているとして，下式のごと 

く表される。 

 

〔ｍ〕・｛ｕ̈
ｒ
｝＋〔ｃ〕・｛ｕ̇

ｒ
｝＋〔ｋ〕・｛ｕ

ｒ
｝ 

＝－〔ｍ〕・｛ｕ̈
ｇ
｝･･････････････････････････(3. 7) 

 

      ここで，｛ｕ
ｒ
｝は基準面に関する構造物の相対変位量，即ち｛ｕ

ｒ
｝＝ 

｛ｕ｝ − ｛ｕ
ｇ
｝  である。 

      本解析コードでは，(3．6)式及び(3．7)式を時刻歴応答解析法，(3. 7)式を応

答スペクトル法にて解くことができ，どちらもモードの重ね合わせ（モーダル

解析）を使用している。 

 

   (1) モーダル解析法による時刻歴応答解析 

モーダル解析法では，構造物の応答はｐ次（ｐ<<ｎ）までの振動モードで表

現できると仮定している。ここで，ｎは全自由度を示す。 

      ｛ｕ｝＝〔Φ〕・｛Ｘ｝（〔Φ〕は，その列がｐ個の直交する固有ベクトル 

｛φ
1
｝，｛φ

ｐ
｝ を列に持つマトリックス）の変換を行い， 

〔Φ〕
Ｔ
・〔ｍ〕・〔Φ〕＝〔1〕として正規化して(3. 6)式に代入すると次

のようになる。 

 

｛Ｘ̈｝＋〔Δ〕・｛Ｘ̇｝＋〔Ω
2
〕・｛Ｘ｝＝〔Φ〕

Ｔ
・｛Ｒ｝･･･････(3. 8) 

 

      ここで，〔Δ〕＝ｄｉａｇ（2・ω
ｉ
・ξ

ｉ
），〔Ω

2
〕＝ｄｉａｇ(ω

ｉ

2
)であ

る。 

また，ω
ｉ
はｉ次モードの固有角振動数，ξ

ｉ
はｉ次モードの減衰比を示

し，減衰マトリックス〔ｃ〕は次のような直交条件を満たすと仮定している。 

 

｛φ
ｉ
｝

Ｔ
・〔ｃ〕・｛φ

ｊ
｝＝0 （ｉ≠ｊ）･････････････････････(3. 9) 

 

      したがって，(3. 8)式はｐ個の非連成2次の微分方程式を表している。この微

分方程式は，ウィルソンのθ法にて解かれる。 

 

   (2) 応答スペクトル解析 

      応答スペクトル解析では，（3. 7）式における基準面の加速度を以下にて記

述する。 
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｛ｕ̈
ｇ
｝＝｛ｕ̈

ｇｘ
｝＋｛ｕ̈

ｇｙ
｝＋｛ｕ̈

ｇｚ
｝･･････････････････････(3. 10) 

 

ここで，｛ｕ̈
ｇｘ

｝＋｛ｕ̈
ｇｙ

｝＋｛ｕ̈
ｇｚ

｝は，ｘ，ｙ，ｚ方向への基準面

の加速度である。したがって，ｒ次のモードにおける応答式は下式として表さ

れる。 

 

｛Ｘ̈
ｒ
｝＋2・ξ

ｒ
・ω

ｒ
・｛Ｘ̇

ｒ
｝＋ω

ｒ

2
・｛Ｘ

ｒ
｝     ＝｛ｒ

ｒｘ
｝＋｛ｒ

ｒｙ
｝＋｛ｒ

ｒｚ
｝････････････････････････････(3. 11) 

      

      ここで，Ｘ
ｒ

 はｒ次における｛Ⅹ｝の要素であり，かつ    ｛ｒ
ｒｘ

｝＝－｛φ
ｒ
｝

Ｔ
・〔ｍ〕・｛ｕ̈

ｇｘ
｝，     ｛ｒ

ｒｙ
｝＝－｛φ

ｒ
｝

Ｔ
・〔ｍ〕・｛ｕ̈

ｇｙ
｝， 

       ｛ｒ
ｒｚ

｝＝－｛φ
ｒ
｝

Ｔ
・〔ｍ〕・｛ｕ̈

ｇｚ
｝ 

      （3. 11）式から，ｘ方向への最大のｒ次の変位は， 

  ｛ｕ
ｒｘ

｝
ｍａx

＝｛φ
ｒ
｝・β

ｒｘ
・Ｓ

ｘ
ቀω

ｒ
ቁ･･････････････････････(3．12) 

 

      ここで，β
ｒｘ

はｒ次モードにおける刺激係数であり， 

 

  β
ｒｘ

＝
｛φ

ｒ
｝

Ｔ
・〔ｍ〕・｛Ｉ

ｘ
｝

｛φ
ｒ
｝

Ｔ
・〔ｍ〕・｛Ｉ

ｒ
｝

 

 

        Ｓ
ｘ

ቀω
ｒ

ቁは固有角振動数ω
ｒ
に対応するｘ方向のスペクトル変位であり， Ｉ

ｘ
はｘ方向のみ1で他は0のベクトルである。同様に 

  ｛ｕ
ｒｙ

｝
ｍａx

＝｛φ
ｒ
｝・β

ｒｙ
・Ｓ

ｙ
ቀω

ｒ
ቁ･･････････････････････(3. 13)  ｛ｕ

ｒｚ
｝

ｍａx
＝｛φ

ｒ
｝・β

ｒｚ
・Ｓ

ｙ
ቀω

ｒ
ቁ･･････････････････････(3. 14) 

      である。 

      本解析コードでは，1次からｐ次までの振動による最大変位と応力を二乗和平

方根法（Square Root of the Sum of the Square）にて計算する。 
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 3.4 解析フローチャート 

本解析コードを用いて行う評価フローチャートを図3－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3－1 計算機コード「ＮｕＰＩＡＳ」を用いた評価フロー 

 

 

 

入力データの作成 

入力データの読込み 

固有値解析 

構造解析 

モーメント出力 

モーメント評価 

モデル図・応力出力 

評価書出力 ④出力 

③出力処理 

②解析処理 

①入力 

DB 

DB 
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別紙 28 ＫＡＮＳＡＳ２ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-別添 1-2-6 

Ⅴ-2-2-別添 1-3-6 

 

サブドレンシャフトの耐震性についての計算書 

サブドレンシャフトの耐震性についての計算書 

Ver.6.01 

Ver.6.01 
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 2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＫＡＮＳＡＳ２ 

使用目的 はりモデルによる静的応力解析 

開発機関 鹿島建設株式会社 

開発時期 2004 年 

使用したバージョン Ver.6.01 

コードの概要 

ＫＡＮＳＡＳ２（以下「本解析コード」という。）は，鹿

島建設により開発された 3 次元応力解析（FEM 要素含む）の

計算機コードである。 

本解析コードは，微小変位理論による変位法を用いて，3

次元骨組（FEM 要素含む）の断面力・変位を算出するための

構造解析プログラムである。 

 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

 本解析コードは，サブドレンシャフトの応力解析に使用し

ている。 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・本解析コードの計算機能が適正であることは，後述す

る妥当性確認の中で確認している。 

・本解析コードの運用環境について，動作環境を満足す

る計算機にインストールして用いていることを確認し

ている。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・本解析コードは，一般建築分野における使用実績を有

しており，妥当性は十分に確認されている。 

・はり要素を用いた応力解析について，本解析コードに

よる解析結果と文献（「4. 引用文献」参照）による

一般構造力学による理論解の比較を行い，解析解が理

論解と一致することを確認している。 

・今回の工事計画認可申請における用途及び適用範囲が

上述の妥当性確認の範囲内であることを確認してい

る。 
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 3. 解析手法 

 3.1 一般事項 

    本解析コードは，鹿島建設株式会社で開発した 3 次元骨組構造を対象としたプロ

グラムであり，微小変位理論による変位法を用いて骨組モデルの応力・反力を算出

するための構造解析プログラムである。 

    また，本解析コードは，サブドレンシャフトのはりモデルにおける静的応力解析

に使用している。 

 

 3.2 解析コードの特徴 

    本解析コードの主な特徴を以下に示す。 

    ・3 次元問題を対象として，はり要素，ばね要素，シェル要素等が用意されてお

り，原子力発電所建屋他の骨組モデル解析に用いることができる。 

    ・部材荷重，節点荷重及び強制変位を外力として指定できる。 

    ・大規模問題も取り扱うために，入力データが簡素化されている。 

・解析する座標及び拘束方法は，取り扱う問題にあったものを選ぶことができる。 

    ・解析に用いる単位系は，SI 単位系である。  
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 3.3 解析理論 

本解析コードの解析部分は微小変形理論に基づいており，節点変位を未知数とす

る多次元連立方程式を解くことによって所要の変位・応力・反力を算出する。 

 

この連立方程式は，構造データから決定される剛性マトリックスと荷重データか

ら決定される荷重ベクトルから構成される。 

検討に用いた静的応力解析で使用する基本方程式は（1）式で表される。 

 

   K u F    ····················································  (1) 

ここで， 

 K  ：剛性マトリックス 

 u  ：変位ベクトル 

 F  ：荷重ベクトル 
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 3.4 解析フローチャート 

    本解析コードの解析フローチャートを図3－1に示す。 

 

 

ＳＴＡＲＴ 

 

 

入力データの読込み 

節点，部材特性 

荷重，境界条件 

 

 

剛性マトリックスの作成 

 

 

荷重ベクトルの作成 

 

 

変位の算定 

 

 

応力の算定 

 

 

解析結果の出力 

 

 

ＥＮＤ 

 

 

図 3－1 解析フローチャート 
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 3.5 検証（Verification）と妥当性確認（Validation） 

本解析コードは，「3.3 解析理論」に示した一般性のある理論に基づき構築され

た解析コードであり，「3.4 解析フローチャート」に示したプログラム構造を持っ

ている。 

本解析コードは，日本国内の数多くの原子力施設の工事計画認可申請における解

析に使用された実績があるため，解析機能全般について十分な妥当性が確認されて

いる。 

こうした特徴を踏まえ，今回の解析機能に特化する形で，一般構造力学による理

論解（以下「理論解」という。）と本解析コードによる解析解を比較し，本解析コ

ードの解析機能の適切さを確認している。 

 

  3.5.1 検証（Verification） 

本解析コードの計算機能が適正であることは，後述する妥当性確認の中で確

認している。 

 

  3.5.2 妥当性確認（Validation） 

   (1) 妥当性確認方法 

本解析コードによる妥当性確認は，はり要素による応力解析（門型ラーメ

ン）を実施し，解析結果と理論解（「4. 引用文献」参照）が一致することの

確認をもって行う。 

 

   (2) 解析条件 

検証を行う梁部材の解析条件及び解析モデルを図 3－2 に，部材緒元を表 3－

1 に示す。 
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1
0
m

1
0
m

10m 10m 10m

P=1000kN

P=2000kN

1

2 3

4 1

2 3 4

5

C1

G1

C2 C1 C2

G2G1

X

Y

X

Y

 

   （1）R1 モデル(水平荷重)  （2）R2 モデル(鉛直荷重) 

図 3－2 解析条件及び解析モデル 

 

表 3－1 部材緒元 

モデル 部材 
断面積 
A(cm2) 

断面 2 次モーメント 
I(cm4) 

備考 

R1 
C1，C2 1200 250000 

水平荷重 
G1 1200 250000 

R2 
C1，C2 1200 250000 

鉛直荷重 
G1，G2 1200 500000 

注：ヤング係数 E=1kN/cm2 

  

P=1kN 
P=2kN 

10m  10m  10m  

G1  G1  G2  

C1  C2  C1  C2  1
0
m
 
 

1
0
m
 
 

1  4  

2  3  

1  5  

2  4  3  

X  

Y  

X  

Y  
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   (3) 妥当性確認結果 

荷重点の節点変位及び要素応力について，本解析コードによる解析結果と理

論解（「4. 引用文献」参照）を比較して，水平荷重時を表 3－2，鉛直荷重時

を表 3－3 に示す。 

表 3－2 及び表 3－3 より，いずれのケースも両者は一致しており，本解析コ

ードが発生変位及び応力を正しく評価していることを確認できる。 

 

表 3－2 水平荷重時の解析結果の比較（R1 モデル） 

項目 本解析コード 理論式 

変形 
u2(cm) 238.095 238.095 

θ2(rad) 0.142857 0.142857 

曲げ 
モーメント 

(kN・cm) 

M1 -285.714 -285.714 

M2  214.286  214.286 

M3 -214.286 -214.286 

M4  285.714  285.714 

反力 

（kN） 

H1 0.5 0.5 

H4 0.5 0.5 

V1 -0.428571 -0.428571 

V4  0.428571  0.428571 

 

表 3－3 鉛直荷重時の解析結果の比較（R2 モデル） 

項目 本解析コード 理論式 

変形 
θ2(rad) 0.333333 0.333333 

v3(cm) 333.333 333.333 

曲げ 
モーメント 

(kN・cm) 

M1 166.667 166.667 

M2 -333.333 -333.333 

M3 666.667 666.667 

反力 

（kN） 

H1 0.5 0.5 

V1 1.0 1.0 

  



 

238 

K
7
 
①

 Ⅴ
-
2 
別
紙

 
R
0
 

  3.5.3 まとめ 

以上のとおり，本解析コードについては，原子力発電所において十分な使用

実績を有しており，解析機能全般について，十分妥当性が確認されている。構

造力学分野における一般的知見により解を求めることができる簡素な体系につ

いて，はり要素を用いた静的応力解析結果と理論解の比較を行い，解析解が理

論解と一致することを確認した。 

従って，本解析コードの当該機能は適切である。 

また，上記に加えて，使用マニュアルにより，今回の工事認可申請で使用す

るはり要素を用いた静的応力解析に，本解析コードが適用できることを確認し

ている。 

従って，本解析コードを，静的応力解析に使用することは，妥当である。 

 

 4. 引用文献 

   成岡昌夫，服部正他：コンピュータによる構造工学講座Ⅱ-1-B，日本鋼構造協会編，

骨組構造解析，培風館，昭和 46 年 6 月，pp.20～33 
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別紙 29 ＮＵＰＰ４ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-別添 1-2-6 

Ⅴ-2-2-別添 1-3-6 

 

 

 

 

サブドレンシャフトの耐震性についての計算書 

サブドレンシャフトの耐震性についての計算書 

Ver.1.4.11 

Ver.1.4.11 
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 2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＮＵＰＰ４ 

使用目的 はり－地盤ばねモデルによる時刻歴応答解析 

開発機関 鹿島建設株式会社 

開発時期 1967 年 

使用したバージョン Ver.1.4.11 

コードの概要 

・原子力発電所建屋の地震応答解析用として開発された質

点系モデルによる解析計算機コードである。 

・静荷重（節点荷重）及び動荷重（節点加振力，地震入力）

を，扱うことができる。 

・地震応答解析は，線形解析及び非線形解析を時間領域にお

ける数値積分により行うほか，線形解析を周波数領域で行

うことが可能である。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

本解析コードは，サブドレンシャフトの応答解析に使用

している。 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

 ・本解析コードの計算機能が適正であることは，後述す

る妥当性確認の中で確認している。 

 ・本解析コードの運用環境について，動作環境を満足す

る計算機にインストールして用いていることを確認し

ている。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認は，以下のとおりである。 

 ・固有値解析，弾性地震応答解析については，一般産業

界において使用実績のあるＤＹＮＡ２Ｅ＊1 を用いて，

同一諸元による解析を行い，本解析コードによる解析

結果とほぼ一致することを確認している。 

 ・弾塑性地震応答解析については，既設工事認可申請時

に確認されている (財)原子力発電技術機構の報告書＊2

による解析結果と概ね一致することを確認している。 

・今回の工事計画認可申請における用途及び適用範囲が

上述の妥当性確認の範囲内であることを確認している。 
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注記＊1 ：ＤＹＮＡ２Ｅ：販売元 伊藤忠テクノソリュー

ションズ株式会社 

  ＊2 ：質点系モデル解析コード SANLUM の保守に関する

報告書 平成 10 年 3 月 (財)原子力発電技術機

構 原子力安全解析所 
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 3. 解析手法 

 3.1 概要 

    本解析コードは，鹿島建設株式会社で開発した原子力発電所建屋を対象としたプ

ログラムであり，時間領域並びに周波数領域における質点系はりモデルによる動的

応答解析プログラムである。 

    本解析コードは，日本国内の原子力施設の工事計画認可申請において多くの利用

実績のある地震応答解析コードＮＵＰＰ及びＮＵＰＰⅡをバージョンアップしたも

のである。 

 

 3.2 本解析コードの特徴 

    本解析コードは，直接積分法・モーダル解析法による弾性解析及び直接積分法に

よる弾塑性解析ができる解析コードである。以下に，今回の解析に使用する弾性及

び弾塑性解析の機能を示す。 

  (1) 本解析コードの解析機能の一例を以下に示す。 

・動的解析 

・静的解析 

・実固有値解析及び複素固有値解析 

  (2) 2 次元問題を対象として，はり要素，ばね要素，ダンパー要素等が用意されてお

り，原子力発電所建屋他の構造物の解析に用いることができる。 

  (3) 大規模問題も取り扱うために，入力データが簡素化されている。 

  (4) 自由度の拘束方法は，取り扱う問題に合ったものを選ぶことができる。 

  (5) 解析に用いる単位系は，ユーザが任意に統一して用いることができる。 
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 3.3 解析理論 

  3.3.1 運動方程式 

多自由度系の運動方程式は一般に(3．1)式で表される。 

 [M]{ü}＋[C]{u̇}＋[K]{u}＝{F}  ······································· (3．1) 

ここで， [M] ：質量マトリックス [C] ：減衰マトリックス [K] ：剛性マトリックス {ü} ：加速度ベクトル {u̇} ：速度ベクトル {u} ：変位ベクトル {F} ：荷重ベクトル 

 

  3.3.2 固有値の解法 

(3．1)式は，荷重ベクトルを{0}とし，減衰項を除けば，(3．2)式に示す非減衰

自由振動を表す方程式となる。 

 [M]{ü}＋[K]{u}＝{0}  ············································ (3．2) 

 

(3．2)式で変位{u}に調和振動を仮定すれば，(3．3)式が得られる。 

 ൫－ωs
2[M]＋[K]൯൛ϕ

s
ൟ＝{0}  ······································· (3．3) 

 

(3．3)式で固有ベクトル൛ϕ
s
ൟ ≠ {0}を満たす条件が固有値問題であり，(3．3)式

を解くことにより固有値ωs と対応する固有ベクトル൛ϕ
s
ൟが得られる。 
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  3.3.3 減衰項の策定 

減衰項として，系の粘性減衰はひずみエネルギー比例型モード減衰を用いて

おり，減衰定数は以下で表される。 

 

   
   

   
   

   

   

      

      

T T

s K s s K s

s T T2
s s s s s

H H
h ＝ ＝

K ω M
 ····························· (3．4) 

ただし 

Element

K e e
e

H ＝ h K 　      
 

ここで， 

sh  ：s 次のモード減衰定数 

 s  ：s 次のモードの構造全体のモードベクトル 

eh  ：要素 e の減衰定数 

eK   ：要素 e の全体座標系の局所剛性マトリックス 

K    ：構造物全体の剛性マトリックス 

 

eh は，要素ごとに入力値として与え，  s は，コードによる固有値解析により

評価する。 eK  は，入力した各要素の剛性を元に，コードにより評価される。 

 

  3.3.4 直接積分法による解法 

直接積分法は，連立の微分方程式を直接積分するもので，時間を𝛥t 毎に分割

し，時間ステップごとに，順次解を求めていく方法である，今回の解析で用いた

Newmark－β法（β＝1/4）について以下に示す。 

(3．1)式の運動方程式を増分形式で表すと(3．5)式となる。 

 

       M Δu ＋C Δu ＋K Δu ＝－M 1Δα   ······························· (3．5) 

      

n ステップの変位  nu ，速度  nu ，加速度  nu が既知の場合，次の n+1 ス

テップの変位増分，速度増分は以下のように表せる。 
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n+1 n
n+1 n+1 n

n n+1 n n+1
n

u ＋ u
Δu ＝ u － u ＝Δt

2

u ＋Δu ＋ u Δu
　　　＝Δt ＝Δt u ＋

2 2

 
  
 

   
        

 

   


  ············ (3．6) 

      
  
 


  n+1
n+1 n

Δu
Δu ＝Δt u ＋

2
  ····································· (3．7) 

     (3．6)式，(3．7)式より 

      
n+1 n+1 n

2
Δu ＝ Δu －2 u

Δt  ······································ (3．8) 

         
n+1 n+1 n n2

4 4
Δu ＝ Δu － u －2 u

ΔtΔt  ······························· (3．9) 

 

     (3．8)式，(3．9)式を (3．5) 式に代入し，  n+1Δu に関して解く。 

 

             

          

          

n+1 n n n+1 n n+12

n+1 n n n2

-1

n+1 n n n2

4 4 2
M Δu － u －2 u ＋C Δu －2 u ＋K Δu ＝－M 1 Δα

Δt ΔtΔt

4 2 4
⇒　M ＋C ＋K Δu ＝－M 1 Δα＋M u ＋2 u ＋C 2 u

Δt ΔtΔt

4 2 4
⇒ Δu = M +C +K -M 1 Δα+M u +2 u +C 2 u

Δt ΔtΔt

   
       
   
       

    
           

  

  

  

 

     ························································· (3．10) 

 

(3．10)式を解くと，n+1 ステップの変位増分が得られる。また，(3．8)式，(3．

9)式を用いて n+1 ステップの速度増分及び加速度増分が得られる。 
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 3.4 解析フローチャート 

本解析コードの解析フローチャートを図 3－1 に示す。 

 

 

 

 

図 3－1 解析フローチャート  

START 

END 

入力データの読込み 

剛性マトリックス， 

質量マトリックスの作成 

固有値解析  

減衰マトリックスの作成 

地震波データの読込み  

解析結果の出力  

直接積分法による応答解析  
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 3.5 検証(Verification)と妥当性確認(Validation)   

    本解析コードは，「3.3 解析理論」に示す一般的な理論モデルに基づき構築され

た解析コードであり，「3.4 解析フローチャート」に示したプログラム構造を持っ

ている。 

    本解析コードは日本国内の原子力施設における建築物の地震応答解析において数

多くの工事計画認可申請に使用されているＮＵＰＰ及びＮＵＰＰⅡについて使用計

算機（OS）の変更に伴うカスタマイズを施したものであり，解析に係る部分は変更

していないため，解析機能全般について十分な妥当性が確認されている。 

 

    このような特徴を踏まえ，本解析コードのうち今回使用する解析機能に特化する

形で，一般産業界において多数の解析で使用実績のあるＤＹＮＡ２Ｅ＊1 及び(財)原

子力発電技術機構が保有していた解析コード SANLUM の報告書＊2（以下「原機構」と

いう。）とのコードベンチマークを行うことにより，本解析コードの解析機能の適切

さを確認した。 

    原機構は，解析技術の高度化に合わせて，建屋の非線形履歴特性，浮上り非線形等

へのコード改良が実施されており，解析コードの保守に関する報告書として公開さ

れている。 

 

注記＊1 ：ＤＹＮＡ２Ｅ：販売元 伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 

  ＊2 ：質点系モデル解析コード SANLUM の保守に関する報告書 

   平成 10 年 3 月 (財)原子力発電技術機構 原子力安全解析所 

 

  3.5.1 検証(Verification) 

本解析コードの計算機能が適正であることは，後述する妥当性確認の中で確

認している。 

 

  3.5.2 妥当性確認(Validation) 

   (1) 固有値解析 

     a. 妥当性確認方法 

本解析コードによる固有値解析の妥当性確認は，地盤ばねを有する多質点系

はりモデルを対象として，本解析コードによる解析結果とＤＹＮＡ２Ｅによる

解析結果が一致することにより行う。 

また，本解析コードのバージョン毎の解析結果についても確認する。 

 
     b. 解析条件  

解析モデル及び解析条件を図 3－2 に示す。 
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図 3－2 解析モデル及び解析条件 
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     c. 妥当性確認結果 

本解析コードとＤＹＮＡ２Ｅにおける各次数の固有周期及びモーダル減衰

の解析結果を表 3－1 に示す。本解析コードとＤＹＮＡ２Ｅの解析結果は同一

条件，同一手法による結果であり，両者は一致していることから，本解析コー

ドは正しく評価していることが確認できる。 

また，表 3－2 に示す本解析コードのバージョン毎の解析結果に違いがない

ことが確認できる。 

 

表 3－1 固有値解析結果（ＤＹＮＡ２Ｅとの比較） 

次数 

固有周期（秒） モーダル減衰(%) 

ＮＵＰＰ４ ＤＹＮＡ２Ｅ ＮＵＰＰ４ ＤＹＮＡ２Ｅ 

1 0.245 0.245 8.84 8.84 

2 0.107 0.107 11.52 11.52 

3 0.084 0.084 5.98 5.98 

4 0.067 0.067 7.17 7.17 

 

表 3－2 バージョン毎の固有値解析結果 

固有周期（秒） 

次

数 

バージョン 
1.4.6 

バージョン 
1.4.7 

バージョン 
1.4.8 

バージョン 
1.4.9 

バージョン 
1.4.10 

バージョン 
1.4.11 

バージョン 
1.4.12 

1 0.245 0.245 0.245 0.245 0.245 0.245 0.245 

2 0.107 0.107 0.107 0.107 0.107 0.107 0.107 

3 0.084 0.084 0.084 0.084 0.084 0.084 0.084 

4 0.067 0.067 0.067 0.067 0.067 0.067 0.067 

モーダル減衰(%) 

次

数 

バージョン 
1.4.6 

バージョン 
1.4.7 

バージョン 
1.4.8 

バージョン 
1.4.9 

バージョン 
1.4.10 

バージョン 
1.4.11 

バージョン 
1.4.12 

1 8.84 8.84 8.84 8.84 8.84 8.84 8.84 

2 11.52 11.52 11.52 11.52 11.52 11.52 11.52 

3 5.98 5.98 5.98 5.98 5.98 5.98 5.98 

4 7.17 7.17 7.17 7.17 7.17 7.17 7.17 
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   (2) 弾性地震応答解析 

     a. 妥当性確認方法 

本解析コードによる弾性地震応答解析の妥当性確認は，(1)固有値解析と同

じモデルについての本解析コードによる解析結果とＤＹＮＡ２Ｅによる解析

結果が一致することにより行う。 

また，本解析コードのバージョン毎の解析結果についても確認する。 

 

     b. 解析条件 

解析モデル及び解析の諸条件を以下に示す。 

・解析モデル ：固有値解析と同様（図 3－2 参照） 

・モデル諸元 ：固有値解析と同様（図 3－2 参照） 

・応答解析手法 ：直接積分法 

・積分手法  ：Newmark－β 法（β=1/4：平均加速度法） 

・積分ステップ ：入力動時間刻み⊿t=0.01 秒 

・減衰評価 ：ひずみエネルギー比例型減衰 

・入力地震動 ：高地震帯用の近距離地震（エルセントロ波位相： 

 M7.0，震源距離 20km）（図 3－3 参照）。 

 

 

図 3－3 入力地震動の加速度時刻歴波形 

 

  

加
速

度
（

cm
/s

2 ）
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     c. 妥当性確認結果 

本解析コードとＤＹＮＡ２Ｅにおける最大応答加速度，最大応答変位，最大

応答せん断力及び最大応答曲げモーメントの解析結果を表 3－3 及び表 3－4

に示す。本解析コードとＤＹＮＡ２Ｅの解析結果は同一条件，同一手法の結果

であり，ほぼ一致していることから，正しく評価していることが確認できる。 

また，表 3－5 及び表 3－6 に示す本解析コードのバージョン毎の解析結果

に違いがないことが確認できる。 

 

表 3－3 弾性地震応答解析結果：節点応答値（ＤＹＮＡ２Ｅとの比較） 

質点 

最大応答加速度 
(cm/s2) 

最大応答変位 
(cm) 

ＮＵＰＰ４ ＤＹＮＡ２Ｅ ＮＵＰＰ４ ＤＹＮＡ２Ｅ 

7 1660.0 1659.7 1.818 1.818 

6 1312.3 1312.3 1.578 1.578 

5 1077.5 1077.5 1.411 1.411 

4 753.5 753.5 1.120 1.120 

3 594.1 594.2 0.902 0.902 

2 524.3 524.3 0.677 0.677 

11 386.8 386.8 0.275 0.275 

12 370.8 370.8 0.305 0.305 

 

 

表 3－4 弾性地震応答解析結果：部材応答値（ＤＹＮＡ２Ｅとの比較） 

要素 

最大応答せん断力 
×104(tonf) 

最大応答曲げモーメント 
×105 (tonf・m) 

ＮＵＰＰ４ ＤＹＮＡ２Ｅ ＮＵＰＰ４ ＤＹＮＡ２Ｅ 

6 0.421 0.420 0.45 0.45 

5 0.912 0.912 1.04 1.04 

4 3.430 3.430 4.81 4.81 

3 6.855 6.855 10.16 10.16 

2 9.374 9.374 18.60 18.59 

1 12.377 12.377 37.16 37.16 
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表 3－5 バージョン毎の応答結果：節点応答値 

最大応答加速度（cm/s2） 

質

点 

バージョン 
1.4.6 

バージョン 
1.4.7 

バージョン 
1.4.8 

バージョン 
1.4.9 

バージョン 
1.4.10 

バージョン 
1.4.11 

バージョン 
1.4.12 

7 1660.0 1660.0 1660.0 1660.0 1660.0 1660.0 1660.0 

6 1312.3 1312.3 1312.3 1312.3 1312.3 1312.3 1312.3 

5 1077.5 1077.5 1077.5 1077.5 1077.5 1077.5 1077.5 

4 753.5 753.5 753.5 753.5 753.5 753.5 753.5 

3 594.1 594.1 594.1 594.1 594.1 594.1 594.1 

2 524.3 524.3 524.3 524.3 524.3 524.3 524.3 

11 386.8 386.8 386.8 386.8 386.8 386.8 386.8 

12 370.8 370.8 370.8 370.8 370.8 370.8 370.8 

 

最大応答変位（cm） 

質

点 

バージョン 
1.4.6 

バージョン 
1.4.7 

バージョン 
1.4.8 

バージョン 
1.4.9 

バージョン 
1.4.10 

バージョン 
1.4.11 

バージョン 
1.4.12 

7 1.818 1.818 1.818 1.818 1.818 1.818 1.818 

6 1.578 1.578 1.578 1.578 1.578 1.578 1.578 

5 1.411 1.411 1.411 1.411 1.411 1.411 1.411 

4 1.120 1.120 1.120 1.120 1.120 1.120 1.120 

3 0.902 0.902 0.902 0.902 0.902 0.902 0.902 

2 0.677 0.677 0.677 0.677 0.677 0.677 0.677 

11 0.275 0.275 0.275 0.275 0.275 0.275 0.275 

12 0.305 0.305 0.305 0.305 0.305 0.305 0.305 
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表 3－6 バージョン毎の応答結果：部材応答値 

最大応答せん断力（×104tonf） 

要

素 

バージョン 
1.4.6 

バージョン 
1.4.7 

バージョン 
1.4.8 

バージョン 
1.4.9 

バージョン 
1.4.10 

バージョン 
1.4.11 

バージョン 
1.4.12 

6 0.421 0.421 0.421 0.421 0.421 0.421 0.421 

5 0.912 0.912 0.912 0.912 0.912 0.912 0.912 

4 3.430 3.430 3.430 3.430 3.430 3.430 3.430 

3 6.855 6.855 6.855 6.855 6.855 6.855 6.855 

2 9.374 9.374 9.374 9.374 9.374 9.374 9.374 

1 12.377 12.377 12.377 12.377 12.377 12.377 12.377 

 

最大応答曲げモーメント（×105tonf・m） 

要

素 

バージョン 
1.4.6 

バージョン 
1.4.7 

バージョン 
1.4.8 

バージョン 
1.4.9 

バージョン 
1.4.10 

バージョン 
1.4.11 

バージョン 
1.4.12 

6 0.45 0.45 0.45 0.45 0.45 0.45 0.45 

5 1.04 1.04 1.04 1.04 1.04 1.04 1.04 

4 4.81 4.81 4.81 4.81 4.81 4.81 4.81 

3 10.16 10.16 10.16 10.16 10.16 10.16 10.16 

2 18.60 18.60 18.60 18.60 18.60 18.60 18.60 

1 37.16 37.16 37.16 37.16 37.16 37.16 37.16 
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   (3) 弾塑性地震応答解析 

     a. 妥当性確認方法 

本解析コードによる弾塑性地震応答解析の妥当性確認は，本解析コードによ

る解析結果と原機構による解析結果が一致することにより行う。 

 

     b. 解析条件 

原機構の解析モデル及び解析の諸条件を以下に示す。 

・解析モデル      ：図 3－4 参照 

・モデル諸元      ：表 3－7～表 3－10 参照 

・応答解析手法     ：直接積分法 

・積分手法       ：Newmark－β 法（β=1/4：平均加速度法） 

・積分ステップ     ：入力動時間刻み⊿t=0.01 秒の 1/10 

・減衰評価       ：ひずみエネルギー比例型減衰 

・入力地震動      ：基準地震動Ｓ２の 2 倍 

 （図 3－5 及び図 3－6 参照） 

        ・復元力特性      ：せん断非線形（τ－γ），曲げ非線形（M－φ）

を考慮，地盤の非線形は考慮しない。 

        ・スケルトンカーブ   ：トリリニア型（図 3－7 及び表 3－11～表 3－

13 参照） 

        ・履歴特性       ：最大点指向型（図 3－7 参照） 

 

  

図 3－4 解析モデル  
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表 3－7 建屋解析諸元（水平方向） 
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表 3－8 建屋解析諸元（鉛直方向） 

 

 

表 3－9 材料定数 

ヤング係数 
E(t/cm2) 

せん断弾性係数 
G(t/cm2) 

コンクリート圧縮強
度 

Fc(kg/cm2) 

減衰定数 
(%) 

230 99 240 5 

 

 

表 3－10 地盤ばね定数 
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図 3－5 基準地震動Ｓ２及び基礎版底面位置での加速度波（解析は 2×Ｓ２） 

 

 

 

図 3－6 基準地震動Ｓ２の加速度スペクトル 

 

 

 

動的効果考慮（τ－γ）    最大点指向型履歴ループ 

図 3－7 解析に用いる耐震壁の復元力特性 
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表 3－11 τ－γ関係 

 

 

表 3－12 M－φ関係 

 

表 3－13 τ－γ関係の動的効果を考慮した割増率 α 

  

5 1.1903

6 1.2020
7 1.2149 15 1.1715
8 1.2141 16 1.2045
9 1.2124 17 1.2001

1 1.1772 10 1.1732 18 1.1844
2 1.1891 11 1.1798 19 1.1869
3 1.1896 12 1.1889 20 1.1871
4 1.1997 13 1.1918 21 1.1927
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     c. 妥当性確認結果 

本解析コードと原機構における最大応答加速度，最大応答せん断力及び最大

応答曲げモーメントを図 3－8～図 3－10 に示す。また，浮上り非線形として

回転地盤ばね（ダンパー減衰力含む）の曲げモーメント－回転角関係を図 3－

11 に示す。 

       本解析コードと原機構の解析結果は同一条件，同一手法の結果であり，概ね

一致していることから，正しく評価していることが確認できる。 

       また，本解析コードのバージョン毎の最大応答値を表 3－14～表 3－16 に示

す。これらは全て一致しておりバージョンの違いがないことが確認できる。 
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図 3－8 弾塑性地震応答解析結果（最大応答加速度） 

 

 

 

図 3－9 弾塑性地震応答解析結果（最大応答せん断力） 
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原機構の部材上部曲げモーメントは公開資料にないためＮＵＰＰの値を用いて図化してい

る。 

図 3－10 弾塑性地震応答解析結果（最大応答曲げモーメント） 

 

 

 

 

 

原機構（接地率 63.5%）     ＮＵＰＰ４（接地率 62.9%） 

図 3－11 回転地盤ばねの履歴 
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表 3－14 バージョン毎の応答結果（原機構解析モデル） 

最大応答加速度（cm/s2） 

質点 
バージョン 
1.4.6 

バージョン 
1.4.7 

バージョン 
1.4.8 

バージョン 
1.4.9 

バージョン 
1.4.10 

バージョン 
1.4.11 

バージョン 
1.4.12 

O/W 

1 1027 1027 1027 1027 1027 1027 1027 

2 919 919 919 919 919 919 919 

3 839 839 839 839 839 839 839 

4 929 929 929 929 929 929 929 

I/W 

5 3097 3097 3097 3097 3097 3097 3097 

6 2616 2616 2616 2616 2616 2616 2616 

7 2094 2094 2094 2094 2094 2094 2094 

8 1507 1507 1507 1507 1507 1507 1507 

9 1177 1177 1177 1177 1177 1177 1177 

10 1120 1120 1120 1120 1120 1120 1120 

11 975 975 975 975 975 975 975 

12 874 874 874 874 874 874 874 

13 780 780 780 780 780 780 780 

14 714 714 714 714 714 714 714 

15 720 720 720 720 720 720 720 

S/W 

16 2288 2288 2288 2288 2288 2288 2288 

17 1680 1680 1680 1680 1680 1680 1680 

18 1390 1390 1390 1390 1390 1390 1390 

19 1220 1220 1220 1220 1220 1220 1220 

20 1046 1046 1046 1046 1046 1046 1046 

21 922 922 922 922 922 922 922 

22 806 806 806 806 806 806 806 

 

  



 

263 

K
7
 
①

 Ⅴ
-
2 
別
紙

 
R
0
 

表 3－15 バージョン毎の応答結果（原機構解析モデル） 

最大応答せん断力（×103tonf） 

部材 
バージョン 
1.4.6 

バージョン 
1.4.7 

バージョン 
1.4.8 

バージョン 
1.4.9 

バージョン 
1.4.10 

バージョン 
1.4.11 

バージョン 
1.4.12 

O/W 

1 35.4 35.4 35.4 35.4 35.4 35.4 35.4 

2 60.9 60.9 60.9 60.9 60.9 60.9 60.9 

3 65.6 65.6 65.6 65.6 65.6 65.6 65.6 

4 78.1 78.1 78.1 78.1 78.1 78.1 78.1 

I/W 

5 10.9 10.9 10.9 10.9 10.9 10.9 10.9 

6 21.5 21.5 21.5 21.5 21.5 21.5 21.5 

7 39.3 39.3 39.3 39.3 39.3 39.3 39.3 

8 63.8 63.8 63.8 63.8 63.8 63.8 63.8 

9 79.0 79.0 79.0 79.0 79.0 79.0 79.0 

10 64.7 64.7 64.7 64.7 64.7 64.7 64.7 

11 75.5 75.5 75.5 75.5 75.5 75.5 75.5 

12 87.5 87.5 87.5 87.5 87.5 87.5 87.5 

13 96.2 96.2 96.2 96.2 96.2 96.2 96.2 

14 211.9 211.9 211.9 211.9 211.9 211.9 211.9 

S/W 

15 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0 

16 26.0 26.0 26.0 26.0 26.0 26.0 26.0 

17 29.9 29.9 29.9 29.9 29.9 29.9 29.9 

18 24.2 24.2 24.2 24.2 24.2 24.2 24.2 

19 25.4 25.4 25.4 25.4 25.4 25.4 25.4 

20 27.7 27.7 27.7 27.7 27.7 27.7 27.7 

21 30.7 30.7 30.7 30.7 30.7 30.7 30.7 
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表 3－16 バージョン毎の応答結果（原機構解析モデル） 

最大応答曲げモーメント（×106tonf・m） 

部材 
バージョン 

1.4.6 
バージョン 

1.4.7 
バージョン 

1.4.8 
バージョン 

1.4.9 
バージョン 
1.4.10 

バージョン 
1.4.11 

バージョン 
1.4.12 

O/W 

1 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 

2 0.68 0.68 0.68 0.68 0.68 0.68 0.68 

3 1.07 1.07 1.07 1.07 1.07 1.07 1.07 

4 1.48 1.48 1.48 1.48 1.48 1.48 1.48 

I/W 

5 0.16 0.16 0.16 0.16 0.16 0.16 0.16 

6 0.35 0.35 0.35 0.35 0.35 0.35 0.35 

7 0.85 0.85 0.85 0.85 0.85 0.85 0.85 

8 1.44 1.44 1.44 1.44 1.44 1.44 1.44 

9 2.10 2.10 2.10 2.10 2.10 2.10 2.10 

10 2.57 2.57 2.57 2.57 2.57 2.57 2.57 

11 3.14 3.14 3.14 3.14 3.14 3.14 3.14 

12 3.56 3.56 3.56 3.56 3.56 3.56 3.56 

13 3.97 3.97 3.97 3.97 3.97 3.97 3.97 

14 7.43 7.43 7.43 7.43 7.43 7.43 7.43 

S/W 

15 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 

16 0.42 0.42 0.42 0.42 0.42 0.42 0.42 

17 0.67 0.67 0.67 0.67 0.67 0.67 0.67 

18 0.85 0.85 0.85 0.85 0.85 0.85 0.85 

19 1.01 1.01 1.01 1.01 1.01 1.01 1.01 

20 1.12 1.12 1.12 1.12 1.12 1.12 1.12 

21 1.20 1.20 1.20 1.20 1.20 1.20 1.20 
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  3.5.3 使用内容に対する妥当性 

      サブドレンシャフトの時刻歴応答解析にＮＵＰＰ４を使用することは，次の

とおり，本解析の適用範囲に対して検証されており，妥当である。 

・ 本解析コードの前バージョンＮＵＰＰ及びＮＵＰＰⅡは原子力発電所の建

物などの工事認可申請における使用実績を有しており，本解析コードは使

用計算機（OS）の変更に伴うカスタマイズを施したものであり，解析に係

る部分は前バージョンから変更していないため，解析機能全般について，

十分妥当性が確認されている。 
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別紙 30 ＦＲＡＭＥ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-2-別添 1-2-8 

Ⅴ-2-2-別添 1-2-9 

Ⅴ-2-2-別添 1-3-8 

Ⅴ-2-2-別添 1-3-9 

 

 

集水管の耐震性についての計算書 

サブドレン管の耐震性についての計算書 

集水管の耐震性についての計算書 

サブドレン管の耐震性についての計算書 

 

 

Ver.5.0.4 

Ver.5.0.4 

Ver.5.0.4 

Ver.5.0.4 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＦＲＡＭＥ 

使用目的 2 次元骨組構造解析 

開発機関 株式会社フォーラムエイト 

開発時期 1998 年 

使用したバージョン Ver.5.0.4 

コードの概要 

本解析コードは,株式会社フォーラムエイトで開発された平面

骨組構造解析の汎用市販コードである。 

 本解析コードは微小変位理論に基づく変位法を用いて，2 次元

平面骨組モデルの断面力・変位・反力を算出するための構造解析

プログラムである。 

 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

ＦＲＡＭＥは汎用市販コードであり，集水管及びサブドレン

管の断面力算出に使用している。 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・本解析コードを用いて静的解析を行った解析結果と，構造

力学公式集に記載の理論式による理論解を比較し，両者が

おおむね一致することを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示され

た要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・円形断面の検討用平面骨組モデルを対象に，本解析コードに

よる構造解析結果と，汎用コード「T-FRAME」による構造解析

結果の比較を行い，解析結果が一致することを確認してい

る。 

・原子力産業界において，プラント構造物や地中埋没構造物

等の多数の解析に本コードが使用されており，十分な使用

実績があるため，信頼性があると判断できる。 
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別紙 31 ＡＮＳＹＳ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-3-2-1 

Ⅴ-2-6-7-15 

 

 

 

 

炉心の耐震計算結果 

統合原子力防災ネットワークを用いた通信連絡設備

（テレビ会議システム，IP-電話機及び IP-FAX）の耐

震性についての計算書 

 

 

Ver.14.0 

Ver.15.0 
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2. 解析コードの概要 

 2.1 ＡＮＳＹＳ Ver.14.0 

コード名 

項目 
ＡＮＳＹＳ 

使用目的 有限要素法による下部端栓溶接部応力評価 

開発機関 アンシス 

開発時期 1970 年 

使用したバージョン Ver.14.0 

コードの概要 

 本解析コードは，スワンソン・アナリシス・システムズ（現，

アンシス）により開発された有限要素法による計算機プログラム

である。 

 本解析コードは，広範囲にわたる多目的な有限要素法による計

算機プログラムであり，伝熱，構造，流体，電磁界，マルチフィ

ジックス解析を実施するものである。 

 本解析コードは，ISO9001 及び ASME NQA-1 の認証を受けた品

質保証システムのもとで開発され，アメリカ合衆国原子力規制委

員会による 10CFR50 並びに 10CFR21 の要求を満たしており，数多

くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，機械，建築，

土木等の様々な分野の構造解析に広く利用されている。また，9

×9 燃料（B 型）の下部端栓溶接部の応力評価にも利用されてい

る。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・本解析コードは，開発元のリリースノートの例題集におい

て，多くの解析例に対する理論解と解析結果との比較によ

り両者が一致することで検証されている。 

・本解析コード配布時に同梱された ANSYS Mechanical APDL 

Verification Testing Package を入力とした解析により，

上記例題集の検証を再現できることを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発元から提示された要

件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

 ・本解析コードは，数多くの研究機関や企業において，航空 



 

270 

K
7
 
①

 Ⅴ
-
2 
別
紙

 
R
0
 

 

宇宙，自動車，機械，建築，土木等の様々な分野の構造解

析に広く利用されていることを確認している。 

・本解析コードは，原子力分野では，原子炉設置（変更）許

可申請書における応力解析等，これまで多くの構造解析に

対し使用実績があり，9×9燃料（B型）の原子炉設置（変

更）許可申請書や燃料体設計認可申請書における下部端栓

溶接部の応力評価に対し使用実績があることを確認してい

る。 

・本解析コードは既認可の下部端栓溶接部応力解析において

使用実績のあるＭＡＲＣと同等な解析条件（有限要素モデ

ル，ペレットやジルカロイ被覆管の物性値，荷重条件及び

境界モデル）を設定可能なこと，ＭＡＲＣと本解析コード

とで同等な解析結果となることを確認している。 
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2.2 ＡＮＳＹＳ Ver.15.0 

コード名 

項目 
ＡＮＳＹＳ 

使用目的 
3 次元有限要素法（ソリッド要素）による固有値解析，応力解

析 

開発機関 アンシス 

開発時期 1970 年 

使用したバージョン Ver.15.0 

コードの概要 

 本解析コードは，スワンソン・アナリシス・システムズ（現，

アンシス）により開発された有限要素法による計算機プログラム

である。 

 本解析コードは，広範囲にわたる多目的な有限要素法による計

算機プログラムであり，伝熱，構造，流体，電磁界，マルチフィ

ジックス解析を実施するものである。 

 本解析コードは，ISO9001 及び ASME NQA-1 の認証を受けた品

質保証システムのもとで開発され，アメリカ合衆国原子力規制委

員会による 10CFR50 並びに 10CFR21 の要求を満たしており，数多

くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，機械，建築，

土木等の様々な分野の構造解析に広く利用されている。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・本解析コードの検証は，開発元のリリースノートの例題集に

おいて，多くの解析例に対する理論解と解析結果との比較が

実施されている。 

・本解析コードが適正であることは，コード配布時に同梱され

た ANSYS Mechanical APDL Verification Testing Package

により確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発元から提示された

要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・本解析コードは，数多くの研究機関や企業において，航空宇

宙，自動車，機械，建築，土木等の様々な分野の構造解析に

広く利用されていることを確認している。 
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・本解析コードは，原子力分野では，原子炉設置（変更）許可

申請書における応力解析等，これまで多くの構造解析に対し

使用実績があることを確認している。 
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 3. 解析手法 

  3.1 ＡＮＳＹＳ Ver.14.0 の解析手法 

3.1.1 一般事項 

本解析コードは，スワンソン・アナリシス・システムズ（現，アンシス）により開発

された有限要素法による計算機プログラムである。 

本解析コードは，ISO9001 及びASME NQA-1の認証を受けた品質保証システムのもとで

開発され，アメリカ合衆国原子力規制委員会による10CFR50 並びに10CFR21 の要求を満

たしている。 

 

3.1.2 解析コードの特徴 

本解析コードは，広範囲にわたる多目的な有限要素法による計算機プログラムであり，

伝熱，構造，流体，電磁界，マルチフィジックス解析を実施するものである。 
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3.1.4 解析フローチャート 

(1) 伝熱及び構造解析 

      伝熱及び構造解析における解析フローチャートを図3－1に示す。 

 
 

 
図 3－1 伝熱及び構造解析における解析フローチャート 

 

 

 

 

 

 

 

開 始 

計算結果の出力 

有限要素マトリクス方程式の設定 

終 了 

有限要素マトリクス方程式の求解 

データ入力 
・節点座標データ／有限要素データ 
・物性値データ 熱伝導率， 熱膨張係数， 
 縦弾性係数，ポアソン比， 
 弾塑性曲線 
・温度データ（節点の温度） 
・荷重データ（発熱密度，点荷重，圧力） 
・境界条件データ（熱伝達条件，拘束条件等） 
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(2) 妥当性確認（Validation） 

本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・本解析コードは，数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，

機械，建築，土木等の様々な分野の構造解析に広く利用されていることを

確認している。 

・本解析コードは，原子力分野では，原子炉設置（変更）許可申請書におけ

る応力解析等，これまで多くの構造解析に対し使用実績があり，9×9 燃

料（B 型）の原子炉設置（変更）許可申請書や燃料体設計認可申請書にお

ける下部端栓溶接部の応力評価に対し使用実績があることを確認してい

る。 

・本解析コードは既認可の下部端栓溶接部応力解析において使用実績のあ

るＭＡＲＣと同等な解析条件（有限要素モデル，ペレットやジルカロイ被

覆管の物性値，荷重条件及び境界モデル）を設定可能なこと，ＭＡＲＣと

本解析コードとで同等な解析結果となることを確認している。 

 

(3) 評価結果 

(1)項及び(2)項より，本解析コードを使用状況一覧に示す燃料集合体の耐震性

についての計算書における下部端栓溶接部応力解析に用いることは妥当である。 
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 3.2 ＡＮＳＹＳ Ver.15.0 の解析手法 

3.2.1 一般事項 

      本解析コードは，スワンソン・アナリシス・システムズ（現，アンシス）に

より開発された有限要素解析プログラムである。 

本解析コードは，ISO9001 及びASME NQA-1 を取得し，アメリカ合衆国原子力

規制委員会による10CFR Part 50 並びに10CFR21 の要求を満たしている。 

 

3.2.2 解析コードの特徴 

      本解析コードは，広範囲に亘る多目的有限要素解析プログラムである。本解析

コードは，構造，マルチフィジックス，流体，陽解法による動的，電磁界及び流

体力学のシミュレーション並びに解析を実施するものである。 
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3.2.3 解析手法 

      解析は線形構造静的解析及びモーダル解析を実施する。 

本解析手法は線形構造を想定している。 

線形構造静的解析に対する全体的な平衡方程式は以下のとおり。 [𝐾]{𝑢} = {𝐹} 
又は 

 [K]{𝑢} = {𝐹} + {𝐹} 
ここで， 

 [K] = 全剛性マトリクス = ∑ [𝐾]ேୀଵ  

 {𝑢} = 節点変位ベクトル 

 N = 要素数 

      [K] = 要素剛性マトリクス 

      {F} = 反力荷重ベクトル 

     全負荷荷重ベクトル{𝐹ୟ}は以下で定義される。 

      {𝐹} = {𝐹ௗ} + {𝐹} + ∑ ൫{𝐹௧} + ൛𝐹ൟ൯ேୀଵ  

     ここで， 

      ൛𝐹୬ୢൟ = 負荷節点荷重ベクトル 

      {𝐹ୟୡ} = −[𝑀]{𝑎} = 加速度荷重ベクトル 

      [M] = 全質量マトリクス = ∑ [𝑀]ேୀଵ  

      [𝑀] = 要素質量マトリクス 

      {a} = 全加速度ベクトル 

      {F௧} = 要素伝熱荷重ベクトル 

      ൛𝐹ൟ = 要素圧力荷重ベクトル 

 

モーダル解析は，固有振動数及びモード形状の決定に使用される。 

構造物には一定剛性及び質量効果があるものとして行列表記法で記述された，

減衰しない系の運動方程式は以下のとおり。 

 

      [𝑀]{�̈�} + [𝐾]{𝑢} = {0} 
線形システムの場合，自由振動は以下の形式の周波数応答となる。 

      {𝑢} = {𝜑}୧ cos 𝜔୧ 𝑡 
ここで， 

      {𝜑}୧ = i番目の固有振動数のモード形状を示す固有ベクトル 

      𝜔୧ = i番目の固有円振動数  (単位時間あたりのラジアン) 
      𝑡 = 時間 
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これにより，運動方程式は以下のとおり。 

      ൫−𝜔୧ଶ[𝑀] + [𝐾]൯{𝜑}୧ = {0} 
この等式は, {𝜑}୧ = {0}又は([K] − 𝜔ଶ[𝑀])のいずれかの行列式がゼロの場合に満

たされる。 
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3.2.4 解析フローチャート 

      本解析コードの解析フローチャートを図 3－5 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－5 解析フローチャート 
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3.2.5 検証（Verification）と妥当性確認（Validation） 

   (1) モーダル解析 

     a. 検証の概要 

本解析コードについて，固有値解析の解析結果と理論解を比較し検証を行っ

た。 

  b. 解析モデル 

解析モデルを図 3－6 に，解析条件を表 3－3 に示す。ソリッド要素を用いて

作成し，拘束はせず，両端自由の解析モデルとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－6 解析モデル（ソリッド要素） 

 

表 3－3 解析条件 

諸元 記号 入力値 単位 

長さ L 2000 (mm) 

断面積 A 2500 (mm2) 

断面二次モーメント I=I1=I2 5.2083E+05 (mm4) 

ねじり定数 J 8.80E+05 (mm4) 

せん断面積係数 K=K1=K2 0.833 (-) 

縦弾性係数 E 2.00E+05 (N/mm2)=(MPa) 

ポアソン比 ν 0.30 (-) 

密度 ρ 7.93E-09 (ton/mm3) 
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c. 解析結果と理論解との比較 

解析結果と理論解の固有振動数の比較を表 3－4 に示す。また，各次数にお

けるソリッド要素の解析結果（モード図）を図 3－8～図 3－10 にそれぞれ示

す。なお，理論解は式 3.4 及び図 3－7 に基づき導入した。表 3－4 に示すとお

り解析結果と理論解はよく一致しており，本解析コードの妥当性が確認され

た。 

 

表 3－4 固有振動数の解析結果と理論解の比較 

次数 

固有振動数[Hz] 

理論解 
解析結果 

ソリッド要素 

1 次 64.53 64.39 

2 次 177.86 176.79 

3 次 348.73 344.60 

 

 

    ・固有振動数 𝑓 = 𝜆ଶ2𝜋𝐿ଶ ඨ𝐸𝐼𝜌𝐴  [Hz] ･･･ (式 3.4) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－7 一様断面はりの横振動（出典：機械工学便覧） 
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図 3－8 モード図－1 次（ソリッド要素） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－9 モード図－2 次（ソリッド要素） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－10 モード図－3 次（ソリッド要素） 
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(2) 線形構造静的解析 

     a. 検証の概要 

本解析コードについて，線形構造静的解析の解析結果と理論解を比較し検証

を行った。 

b. 解析モデル 

解析モデルを図 3－11 に，解析条件を表 3－5 に示す。ソリッド要素を用い

て作成し，片側の端点又は端線，端面を全拘束して 1G（9806.6mm/s2）の静的

加速度を等分布荷重として Y 方向に付加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－11 解析モデル（ソリッド要素） 

 

表 3－5 解析条件 

諸元 記号 入力値 単位 

長さ L 2000 (mm) 

断面積 A 2500 (mm2) 

断面二次モーメント I=I1=I2 5.21E+05 (mm4) 

ねじり定数 J 8.80E+05 (mm4) 

せん断面積係数 K=K1=K2 0.833 (-) 

縦弾性係数 E 2.00E+05 (N/mm2)=(MPa) 

ポアソン比 ν 0.30 (-) 

密度 ρ 7.93E-09 (ton/mm3) 
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c. 解析結果と理論解との比較 

表 3－6 に理論解と解析結果のたわみ量の比較を示す。また，ソリッド要素

の解析結果（変形図）を図 3－14 に示す。なお，理論解は静的加速度を等分布

荷重(ρ✕A✕1G)に換算し，式 3.5 及び式 3.6，図 3－12 に基づき導入した。

また，算出位置は図 3－13 示す 5 点とした。表 3－7 に示すとおり解析結果と

理論解はよく一致しており，本解析コードの妥当性が確認された。 

 

表 3－6 たわみ量の解析結果と理論解の比較 

軸方向距離 

Z(mm) 

たわみ量 Y(mm) 

理論解 
解析結果 

ソリッド要素 

0 0.000 0 

500 0.394 0.390 

1000 1.322 1.314 

1500 2.493 2.481 

2000 3.733 3.716 

 

 

    ・等分布荷重  𝑤 = ρ × A × 1G = 7.93E − 09 × 2500 × 9806.6 
                  = 0.19442 ቂ ୫୫ቃ  ･･････････････････ (式 3.5) 

    ・たわみ方程式 

     y = 𝑤24EI {(L − z)ସ − 4Lଷ(L − z) + 3Lସ} [mm] ････････････ (式 3.6) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－12 はりのたわみ（出典：機械工学便覧） 
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図 3－13 モデル概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－14 変形図（ソリッド要素） 

 

(3) 結論 

以上より，解析結果の検証を行い，本解析コードにおける妥当性を確認した。 
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別紙 32 ＦＵＲＳＴ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-3-2-1  

 

 

 

 

 

炉心の耐震計算結果 

 

 

 

 

 

Ver.5 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＦＵＲＳＴ 

使用目的 弾性解析による被覆管応力解析 

開発機関 ゼネラル・エレクトリック社 

開発時期 1978 年 

使用したバージョン Ver.5 

コードの概要 

 本解析コードは，ゼネラル・エレクトリック社により開発

された被覆管応力解析コードである。 

 本解析コードは，燃料被覆管温度，燃料棒内圧，炉心条件，

燃料棒寸法及び許容応力の統計的分布を考慮し，被覆管の支

持格子間及び支持格子接触部の応力評価をモンテカルロ法

により統計的に実施する。地震時には，通常運転時及び過渡

時に被覆管に発生する応力の他に，水平及び鉛直地震加速度

により被覆管に発生する応力を考慮する。 

 本解析コードは，高燃焼度 8×8 燃料，9×9 燃料及び MOX

燃料の設計・許認可に適用された実績がある。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・被覆管の応力計算式（厚肉円筒）がコードに正しく組

み込まれていることを，本解析コードによる解析結果

が別法計算による解析結果と一致していることにより

確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・コード検討会等規制機関による確認＊1,＊2,＊3 が実施され

ていることを確認している。  
 

注記＊1：沸騰水型原子力発電所 燃料の設計手法について（平成 10 年 2 月 株式会社

日立製作所 HLR-033 訂 1） 

＊2：沸騰水型原子力発電所 燃料の設計手法について（平成 10 年 1 月 株式会社

東芝 TLR-045 改訂 1） 

＊3：原子炉安全基準専門部会報告書，発電用軽水型原子炉の燃料設計手法について

（昭和 63 年 5 月 12 日 原子力安全委員会了承） 
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別紙 33 ＰＲＩＭＥ  

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-3-2-1  

 

 

 

 

 

炉心の耐震計算結果 

 

 

 

 

 

Ver.1 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＰＲＩＭＥ 

使用目的 燃料棒の熱的挙動及び機械的挙動の評価 

開発機関 
ゼネラル・エレクトリック社，株式会社 東芝，株式会社 

日立製作所（メーカ共同開発） 

開発時期 1985 年 

使用したバージョン Ver.1 

コードの概要 

 本解析コードは，ゼネラル・エレクトリック社，株式会社 

東芝及び株式会社 日立製作所で共同開発された燃料棒熱・

機械設計コードである。 

 本解析コードは，出力履歴に対応したペレット－被覆管の

ギャップ幅変化とガスの熱伝導率をもとにペレットと被覆

管のギャップ熱伝達係数を求め，燃料棒の熱的挙動を評価す

ると同時に，軸対称有限要素法（FEM）により，ペレットと

被覆管の相互作用等の機械的挙動を評価する。 

 本解析コードは，高燃焼度 8×8 燃料，9×9 燃料及び MOX

燃料の設計・許認可に適用された実績がある。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・ハルデン炉の試験燃料データ，商業炉燃料棒の照射後試

験データ等に基づいてペレット中心温度，核分裂生成ガ

ス放出率，燃料棒内圧及び被覆管直径変化を対象とした

計算値と測定値の比較＊1,＊2 が実施され，コードに組み

込まれた個々の解析モデルが正しく機能していること

を確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・ハルデン炉の試験燃料データ等との比較における計算

値と測定値のばらつきがコード予測の不確かさとして

考慮＊1,＊2 されていることを確認している。 

・コード検討会等規制機関による確認＊1,＊2,＊3 が実施され

ていることを確認している。 
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 注記＊1：沸騰水型原子力発電所 燃料の設計手法について（平成 10 年 2 月 株式会社

日立製作所 HLR-033 訂 1） 

＊2：沸騰水型原子力発電所 燃料の設計手法について（平成 10 年 1 月 株式会社

東芝 TLR-045 改訂 1） 

＊3：原子炉安全基準専門部会報告書，発電用軽水型原子炉の燃料設計手法について

（昭和 63 年 5 月 12 日 原子力安全委員会了承） 
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別紙 34 ＡＢＡＱＵＳ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-4-2-1 

 

Ⅴ-2-9-2-1 

 

Ⅴ-2-9-3-4 

 

Ⅴ-2-9-4-7-1-1 

Ⅴ-2-9-5-3 

Ⅴ-2-10-2-4-3 

Ⅴ-2-11-2-4 

Ⅴ-2-別添 3-4 

 

使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの耐

震性についての計算書 

原子炉格納容器コンクリート部の耐震性につい

ての計算書 

原子炉建屋基礎スラブの耐震性についての計算

書 

ドレンタンクの耐震性についての計算書 

遠隔手動弁操作設備の耐震性についての計算書 

取水槽水位の耐震性についての計算書 

原子炉建屋クレーンの耐震性についての計算書 

可搬型重大事故等対処設備のうちボンベ設備の

耐震計算書 

 

Ver.6.14-6 

 

Ver.6.14-6 

 

Ver.6.14-6 

 

Ver.2017 

Ver.2017 

Ver.6.5-4 

Ver.6.5-4 

Ver.6.5-4 
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2. 解析コードの概要 

 2.1 ＡＢＡＱＵＳ Ver.6.14-6 

コード名 

項目 
ＡＢＡＱＵＳ 

使用目的 3 次元有限要素法による応力解析（弾塑性） 

開発機関 ダッソー・システムズ株式会社 

開発時期 
1978 年（Hibbitt, Karlsson and Sorensen,Inc） 

2005 年（ダッソー・システムズ株式会社） 

使用したバージョン Ver.6.14-6 

コードの概要 

 本解析コードは，米国 Hibbitt, Karlsson and Sorensen, 

Inc（HKS 社）で開発され，ダッソー・システムズ社に引き継

がれた有限要素法に基づく構造解析用の汎用計算機コード

である。 

 適用モデルは 1 次元～3 次元の任意形状の構造要素，連続

体要素について取り扱うことが可能であり，静的応力解析，

動的応力解析，熱応力解析，伝熱解析，座屈解析等の機能を

有している。特に非線形解析が容易に行えることが特徴であ

り，境界条件として，熱流束，温度，集中荷重，分布荷重，

加速度等を取り扱うことができる。 

 数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，造

船，機械，建築，土木等の様々な分野で利用されている実績

を持つ。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

本解析コードは，使用済燃料貯蔵プール，原子炉格納容器

コンクリート部及び原子炉建屋基礎スラブの 3 次元有限要

素法による応力解析に使用している。 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

 ・面外集中荷重を受ける鉄筋コンクリート造平板の実験

についてシミュレーション解析を行い，実験結果の荷

重－変位関係と解析結果の比較をすることにより，本

解析コードの当該解析機能の妥当性を確認している。 

 ・基礎浮上りに関する例題解析を実施し，解析結果と理

論モデルによる理論解が一致することを確認してい

る。 
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 ・既往知見におけるプレストレストコンクリート製格納

容器の耐圧実証試験及びシミュレーション解析の荷重

－変位関係により，本解析コードの当該解析機能の妥

当性を確認している。 

 ・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示

された要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

 ・本解析コードは，数多くの研究機関や企業において，

航空宇宙，自動車，造船，機械，建築，土木等の様々

な分野における使用実績を有しており，妥当性は十分

に確認されている。 

 ・今回の工事計画認可申請における用途及び適用範囲が

上述の妥当性確認の範囲内であることを確認してい

る。 

 ・開発機関が提示するマニュアルにより，今回の工事計

画認可申請で使用する 3 次元有限要素法（積層シェル

要素）による応力解析に，本解析コードが適用できる

ことを確認している。 

 ・検証内容のとおり，鉄筋コンクリートの応力解析につい

て検証しており，今回の工事計画認可申請において適正

な材料構成則を設定していることから，解析の目的に照

らして今回の解析に適用することは妥当である。  
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2.2 ＡＢＡＱＵＳ Ver.2017 

コード名 

項目 
ＡＢＡＱＵＳ 

使用目的 
3 次元有限要素法（はりモデル）による固有値解析，地震

応答解析 

開発機関 ダッソー・システムズ株式会社 

開発時期 
1978 年（Hibbitt, Karlsson and Sorensen,Inc） 

2016 年（ダッソー・システムズ株式会社） 

使用したバージョン Ver.2017 

コードの概要 

 本解析コードは，米国 Hibbitt, Karlsson and Sorensen, 

Inc（HKS 社）で開発され，ダッソー・システムズ社に引き継

がれた有限要素法に基づく構造解析用の汎用計算機コード

である。 

 適用モデルは 1 次元～3 次元の任意形状の構造要素，連続

体要素について取り扱うことが可能であり，静的応力解析，

動的応力解析，熱応力解析，伝熱解析，座屈解析等の機能を

有している。特に非線形解析が容易に行えることが特徴であ

り，境界条件として，熱流束，温度，集中荷重，分布荷重，

加速度等を取り扱うことができる。 

 数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，造

船，機械，建築，土木等の様々な分野で利用されている実績

を持つ。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

 ・今回使用する適用要素（はり要素）について，解析結

果が理論モデルによる理論解と一致することを確認し

ている。 

・最新バージョンへの改訂において，計算結果に大きな

影響を与える不具合に伴う改訂が行われていないこと

を確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示

された要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 
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2.3 ＡＢＡＱＵＳ Ver.6.5-4 

コード名 

項目 
ＡＢＡＱＵＳ 

使用目的 

3 次元有限要素法（シェル要素，はり要素）による固有値

解析及び応力解析 

はりモデルによる固有値解析及び地震応答解析 

開発機関 Hibbitt, Karlsson and Sorensen,Inc 

開発時期 1978 年 

使用したバージョン Ver.6.5-4 

コードの概要 

 本解析コードは，米国 Hibbitt, Karlsson and Sorensen, 

Inc（HKS 社）で開発された有限要素法に基づく構造解析用の

汎用計算機コードである。 

 適用モデルは 1 次元～3 次元の任意形状の構造要素，連続

体要素について取り扱うことが可能であり，静的応力解析，

動的応力解析，熱応力解析，伝熱解析，座屈解析等の機能を

有している。特に非線形解析が容易に行えることが特徴であ

り，境界条件として，熱流束，温度，集中荷重，分布荷重，

加速度等を取り扱うことができる。 

 数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，造

船，機械，建築，土木等の様々な分野で利用されている実績

を持つ。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

 ・本解析コードによる地震応答計算結果と振動試験結果

を比較して，検証＊が実施され，本解析コードが検証

されたものであることを確認した。 

 ・今回使用する適用要素（シェル要素及びはり要素）に

ついて，解析結果が理論モデルによる理論解と一致す

ることを確認している。 

 ・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示

された要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

 ・本解析コードは，数多くの研究機関や企業において， 
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様々な分野の構造解析に広く利用されていることを確

認している。  
 ・本解析コードは，航空宇宙，自動車，造船，機械，建築，

土木等の様々な分野における使用実績を有しており，

妥当性は十分に確認されている。  
 ・使用する解析モデルは，既工事計画及び耐震評価にて実

績のある関連規格及び文献を基に作成した評価モデル

を採用していることを確認している。  

 ・開発機関が提示するマニュアルにより，今回の工事計

画認可申請で使用するはりモデルによる固有値解析及

び地震応答解析，3 次元有限要素法（シェル要素，は

り要素）による固有値解析及び応力解析に，本解析コ

ードが適用できることを確認している。 

 注記＊：独立行政法人 原子力安全基盤機構「平成 19 年度 原子力施設等の耐震性評価

技術に関する試験及び調査」動的上下動耐震試験（クレーン類）に係る報告書 
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3. ＡＢＡＱＵＳ Ver.6.14-6 の解析手法 

  3.1 一般事項 

    本解析コードは，有限要素法による汎用非線形構造解析プログラムである。材料非

線形性，幾何学的非線形性及び接触問題を含む境界非線形性を考慮した構造物の静

的応力変形解析，動的解析，熱伝導解析，音響解析機能等が提供されている。また，

各分野特有の連成問題（熱応力，構造－流体連成等）も解析可能である。本解析コー

ドは，使用済燃料貯蔵プール，原子炉格納容器コンクリート部及び原子炉建屋基礎ス

ラブの3次元有限要素法による応力解析（弾塑性）に使用している。  
 

3.2 解析コードの特徴 

    本解析コードの主な特徴を以下に示す。 

・非線形構造問題（材料及び幾何学的非線形）に必要な機能が充実している。 

・数多くの要素及び材料構成則が提供されており，多様な構造物のモデル化が可

能である。 

・連成問題が解析可能である。 

 

また，今回の解析における本解析コードの使用要素は複合シェル要素（積層シェル

要素），はり要素，トラス要素（ロッド要素）及びギャップ要素である。 
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3.3 解析手法 

3.3.1 有限要素法による評価 

      有限要素法による評価は，次の手順で行う。 

 

      ① 要素内の変位を仮定し，節点変位を使って要素内任意点の変位を表現す

る。 

 

{ｕ}＝[Ｎ]{ｕｅ}                       (3.1) 

 

ここで， 

{ｕ} ：要素内任意点の変位 

[Ｎ] ：形状関数マトリックス 

{ｕｅ} ：節点変位 

 

      ② 上記の変位を微分して，要素内任意点のひずみを節点変位により表す。 

 

{ε}＝[Ｂ]{ｕｅ}                       (3.2) 

 

ここで， 

{ε} ：要素内任意点のひずみ 

[Ｂ] ：ひずみマトリックス 

 

      ③ 材料物性から求められる応力とひずみの関係式である(3.3)式より定めら

れる弾性係数マトリックスを用いて，要素剛性マトリックスを(3.4)式よ

り計算する。 

 

{σ}＝[Ｄ]{ε}                        (3.3) 

[Ｋｅ]＝∫[Ｂ]Ｔ[Ｄ][Ｂ]ｄＶ                  (3.4) 

 

ここで， 

{σ} ：要素内任意点の応力 

[Ｄ] ：材料の応力－ひずみ接線マトリックス 

[Ｋｅ] ：要素剛性マトリックス 
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      ④ 全体の剛性マトリックスを要素剛性マトリックスの重ね合わせによって

求め，力の釣合いより静的変位は(3.5)式，また動的変位は(3.6)式より求

める。 

 

{ｆ}＝[Ｋ]{γ}                        (3.5) 

{ｆ}＝[Ｍ]{γ }＋[Ｋ]{γ}                    (3.6) 

 

ここで， 

{ｆ} ：荷重ベクトル 

{γ} ：構造全体の変位  

{γ}＝ 



























en

e2

e1

U

U
U

  

Ｕｅ1,Ｕｅ２,…,Ｕｅｎ ：各節点の節点変位 

{γ } ：構造全体の加速度 

[Ｍ] ：質量マトリックス 

[Ｋ] ：剛性マトリックス 

 

      ⑤ 変位が決まれば，(3.2)式，(3.3)式より各要素の応力が求められる。 
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3.3.2 基礎浮上りの評価 

原子炉建屋基礎スラブの応力解析モデルは，基礎スラブと底面地盤との間に

底面地盤を表現するギャップ要素を設け，基礎スラブと底面地盤との間の剝離

（基礎スラブの浮上り）を考慮している。 

ギャップ要素は，図 3－1 に示すように仮定する。図 3－1(a)は地盤面に垂直

な方向である鉛直ばね，図 3－1(b)は地盤面に平行な方向である水平ばねの特性

である。垂直方向は，引張りの場合は力の伝達は行われず，圧縮の場合には鉛直

ばね係数ｋｎを介して構成関係は線形関係にあるものとする。 

また，垂直方向に剥離が生じた場合には，せん断応力も伝達されない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 鉛直ばね            (b) 水平ばね 

 

図 3－1 ギャップ要素の復元力特性 

 

  

垂直ひずみε0 

kn 

1 

垂直応力σn 

O 

引張 

圧縮 
せん断ひずみγ0 

せん断応力τs 

ks 

1 O 
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3.4 解析フローチャート 

    本解析コードの解析フローチャートを図3－2に示す。 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－2 解析フローチャート 

 

 

  

入力データの読込み  

応力の算定  

ＳＴＡＲＴ  

ＥＮＤ  

剛性マトリックスの作成 

荷重ベクトルの作成  

変位の算定  

解析結果の出力  
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3.5 検証（Verification）と妥当性確認（Validation） 

  3.5.1 実験結果とシミュレーション解析の比較による検証 

(1) 検証概要 

本解析コードが静的非線形解析において妥当であることを検証する。 

文献（引用文献(1)参照）に示される面外方向集中荷重を受ける鉄筋コンクリ

ート造平板の崩壊問題を，鉄筋の層を埋め込んだシェル要素でモデル化し静的

非線形解析を行い，実験結果の荷重－変位関係と解析結果の整合を確認する。 

 

(2) 検証モデル 

図 3－3 に解析モデルを示す。正方形の鉄筋コンクリート造平板は 4 隅で鉛直

方向に支持されており，中央に集中荷重を受ける。スラブは厚さ方向の 75%の位

置で，2 方向に配筋されている。鉄筋比（鉄筋の体積/コンクリートの体積）は，

各方向に対し 8.5×10–3 である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－3 解析モデル 
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(3) 材料物性値 

表 3－1 に解析に用いる材料物性値を示す。材料物性値は原則として文献（引

用文献(1)及び引用文献(2)参照）に記載の値を用いる。 

 

表 3－1 解析に用いる材料物性値 

諸元 物性値 

コンクリート 

設計基準強度 Fc 37.92 N/mm2 (5500 lb/in2) 

ヤング係数 2.86×104 N/mm2 (4150000 lb/in2) 

ポアソン比 0.15 

鉄筋 
降伏強度σy 345 N/mm2 (50000 lb/in2) 

ヤング係数 2.00×105 N/mm2 (29000000 lb/in2) 
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(4) 材料構成則 

図 3－4 に材料構成則を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fc：コンクリートの設計基準強度 

 

項目 設定 

圧縮強度 -0.85Fc（CCV 規格） 

終局圧縮ひずみ -3000μ（CCV 規格） 

圧 縮 側 の コ ン ク リ ー ト 構

成則 

CEB-FIP Model code に基づき設定

（引用文献(3)参照） 

ひ び 割 れ 発 生 後 の 引 張 軟

化曲線 

出雲ほか（1987）による式（c=0.4）

（引用文献(4)参照） 

引張強度 

σ t=0.38√Fc（「鉄筋コンクリート

構造計算規準・同解説 －許容応

力度設計法－（（社）日本建築学

会，1999 改定）」） 

 

(a) コンクリートの応力－ひずみ関係 

 

図 3－4 材料構成則(1/2) 
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       ・鉄筋の構成則：バイリニア型 

       ・終局ひずみ：±5000μ（CCV 規格） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

σ y：鉄筋の降伏強度 

(b) 鉄筋の応力－ひずみ関係 

 

図 3－4 材料構成則(2/2) 
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(5) 解析結果 

解析結果の荷重－変形関係を文献の図（引用文献(1)参照）に重ねて図 3－5 に

示す。図より両者は概ね一致していることから，解析の目的に照らして今回の解

析に使用することは妥当である。 

 

 

図 3－5 検証解析結果 
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  3.5.2 基礎浮上りの評価の検証 

剛はりを，「3.2 解析コードの特徴」に示す手法による地盤ばねで固定点と

連結した図3－6のモデルに対して，鉛直力Ｎを作用した状態で，転倒モーメント

Ｍを漸増させ，接地率を評価し，理論解と比較する。ここで鉛直力Ｎは5(kN)と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

図3－6 解析モデル 

 

 

(1) 理論解による接地率の評価 

浮上り限界モーメントＭ0 及び接地率ηは，「原子力発電所耐震設計技術指針 

ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）」に基づき下式により算

定する。 

 

Ｍ
0
＝

Ｎ・Ｌ

6
 

η＝3･ ቆ1
2

− Ｍ

Ｎ･Ｌ
ቇ 

ここで， 

Ｍ0：浮上り限界モーメント（kN･m） 

Ｎ ：鉛直力（kN） 

Ｌ ：建屋基礎幅（m） 

η ：接地率 

Ｍ ：転倒モーメント（kN･m） 

 

また，接地率η＝0 となる転倒モーメントＭは，以下となる。 

Ｍ＝
1

2
･Ｎ･Ｌ＝

1

2
×5×40＝100（kN･m） 
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(2) ＡＢＡＱＵＳによる接地率の評価 

本解析コードによる接地率の解析結果と理論解の比較を図 3－7 に示す。図 3

－7 より，転倒モーメントＭと接地率ηの関係は，理論解と一致することが確認

できる。 

本解析コードによる接地率は，荷重増分ステップ毎に浮き上がった（軸剛性及

びせん断剛性が 0 の状態）地盤ばねのギャップ要素を確認し，その要素の総支配

面積を計算することで算定した。 

 

 

図 3－7 解析結果と理論解の比較 
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  3.5.3 既往知見による検証 

   (1) 概要 

本解析コードが静的非線形解析において妥当であることを検証する。 

財団法人 原子力発電技術機構（NUPEC）の原子炉格納容器信頼性実証事業に 

おいて実施された，プレストレストコンクリート製格納容器（以下「PCCV」とい

う。）の耐圧実証試験及びシミュレーション解析（引用文献(5)参照）により，

試験結果の荷重－変位関係と解析結果の整合を確認する。 

 

(2) PCCV の耐圧実証試験及びシミュレーション解析 

図 3－8 に試験体外形図と主要諸元を，図 3－9 にシミュレーション解析モデ

ルを示す。基礎版，円筒胴部及びドーム部より構成される PCCV 構造の 1/4 縮尺

モデルを用いて，高圧窒素ガスを準静的に注入することにより，躯体限界圧挙動

及びライナの限界圧時の漏えい挙動を実験的に把握することを目的として試験

が行われている。 

シミュレーション解析は，本解析コードを用いて実施しており，コンクリート

及びライナは積層シェル要素，鉄筋は積層シェル内に鉄筋層，テンドンについて

は要素軸方向の剛性のみ有するはり要素としてモデル化されている。材料は表 3

－2 に示す構成則が用いられており，PCCV の耐圧実証試験と同様に終局状態ま

で載荷し弾塑性挙動を確認している。 

 

 

 

図 3－8 試験体外形図と主要諸元（引用文献(5)より引用） 
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図 3－9 シミュレーション解析モデル（引用文献(5)より引用） 

 

表 3－2 シミュレーション解析における構成則 

項目 設定 

コンクリート 

圧縮側のコンクリート

構成則 

修正 Kent&Park に基づき設定

（引用文献(6)参照） 

ひび割れ発生後の引張

軟化曲線 

出 雲 ほ か （ 1987 ） に よ る 式

（c=0.4）（引用文献(4)参照） 

鉄筋 応力－ひずみ関係 バイリニア型 
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   (3) 解析結果 

解析結果の内圧－半径方向変位関係を図 3－10 に示す。実験と解析による載

荷挙動を比較すると，最大圧力に至るまでの試験結果の変位挙動が良好に模擬

されており，適正な材料構成則を使う限りはほぼ妥当な評価ができ，実機の評価

において本解析コードを適用することは妥当であるとされている。 

 

 

図 3－10 内圧－半径方向変位関係（引用文献(5)より引用） 
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  3.5.3 妥当性確認 

本解析コードの妥当性確認の内容は，以下のとおりである。 

 ・本解析コードは，数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，

造船，機械，建築，土木等の様々な分野における使用実績を有しており，

妥当性は十分に確認されている。 

 ・今回の工事計画認可申請における用途及び適用範囲が上述の妥当性確認

の範囲内であることを確認している。 

 ・開発機関が提示するマニュアルにより，今回の工事計画認可申請で使用す

る 3 次元有限要素法（積層シェル要素）による応力解析に，本解析コード

が適用できることを確認している。 

 ・検証内容のとおり，鉄筋コンクリートの応力解析について検証しており，

今回の工事計画認可申請において適正な材料構成則を設定していること

から，解析の目的に照らして今回の解析に適用することは妥当である。 

 

  3.5.4 評価結果 

3.5.1，3.5.2，3.5.3及び3.5.4より，本解析コードを使用状況一覧に示す解析

に用いることは妥当である。 

 

4. 引用文献 

(1) Jofriet J. C. & G. M. McNeice：Finite Element Analysis of Reinforced 

Concrete Slabs，Journal of the Structural Division, ASCE 1971, Vol. 97, 

No.ST3 

(2) Gilbert R. I. & R. F. Warner：Tension Stiffening In Reinforced Concrete 

Slabs，Journal of the Structural Division, ASCE 1978, Vol. 104, No.ST12 

(3) Comite Euro-International du Beton：CEB-FIP MODEL CODE 1990（DESIGN CODE），

1993 

(4) 出雲淳一，島弘，岡村甫：面内力を受ける鉄筋コンクリート板要素の解析モデル，

コンクリート工学，Vol.25，No.9，1987.9 

(5) 財団法人 原子力発電技術機構：重要構造物の安全評価（原子炉格納容器信頼性実

証事業）に関する統括報告書，平成 15 年 3 月 

(6) Park, R., Priestley, M. J. N. and Gill, W. D.：Ductility of Square-Confined 

Concrete Columns, J. Struct. Div., ASCE, Vol. 108, No. ST4, PP.929-950, 

1982 
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 ・本解析コードは，機械工学，土木工学，航空工学等の分

野において，多くの実績を有しており，妥当性は十分に

確認されている。 

 ・本解析コードのマニュアルにより，今回の工事計画認可

申請で使用する 3 次元有限要素法（シェルモデル）によ

る固有値解析及び応力解析並びに 3 次元有限要素法（は

りモデル）による固有値解析及び地震応答解析に，本解

析コードが適用できることを確認している。 

 ・今回の工事計画認可申請における構造に対して使用す

る要素及び解析については，既工事計画において使用

された実績がある。 

 ・今回の工事計画認可申請において使用するバージョン

は，既工事計画において使用されているものと同じであ

ることを確認している。 
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別紙 36 ＮＳＡＦＥ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-4-2-3 

 

Ⅴ-2-6-1 

Ⅴ-2-6-5-21 

 

Ⅴ-2-6-5-22 

 

Ⅴ-2-6-5-23 

 

Ⅴ-2-6-5-26 

 

Ⅴ-2-6-5-30 

Ⅴ-2-8-2-1-4 

 

Ⅴ-2-8-3-1-1-1 

Ⅴ-2-8-5-1 

 

Ⅴ-2-11-2-3 

 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）の耐震性

についての計算書 

計測制御系統施設の耐震計算結果 

ドライウェル雰囲気温度の耐震性についての計

算書 

サプレッションチェンバ気体温度の耐震性につ

いての計算書 

サプレッションチェンバプール水温度の耐震性

についての計算書 

格納容器内水素濃度（SA）の耐震性についての計

算書 

格納容器下部水位の耐震性についての計算書 

耐圧強化ベント系放射線モニタの耐震性につい

ての計算書 

管の耐震性についての計算書 

中央制御室外気取入れ・排気ダクトの耐震性に

ついての計算書 

中央制御室天井照明の耐震性についての計算書 

Ver.5 

 

Ver.5 

Ver.5 

 

Ver.5 

 

Ver.5 

 

Ver.5 

 

Ver.5 

Ver.5 

 

Ver.5 

Ver.5 

 

Ver.5 
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別紙 37 ＳＯＬＶＥＲ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-4-2-4 

 

Ⅴ-2-10-1-2-2-6 

Ⅴ-2-別添 2-2 

 

 

 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）の

耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

溢水源としない耐震 B,C クラス機器の耐震計算

書 

 

 

Rev 02.05 

 

Rev 02.05 

Rev 02.05 
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を確認している。 

 ・開発機関が提示するマニュアルにより，今回の工事計

画認可申請で使用する 3 次元有限要素法（はり要素）

による固有値解析，地震応答解析及び応力解析に本解

析コードが適用できることを確認している。 
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別紙 38 ＨＩＳＡＰ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-4-3-1-3 

Ⅴ-2-4-3-2-1 

Ⅴ-2-5-1 

Ⅴ-2-5-2-1-2 

Ⅴ-2-5-3-1-6 

Ⅴ-2-5-4-1-5 

Ⅴ-2-5-4-2-5 

Ⅴ-2-5-4-3-2 

Ⅴ-2-5-4-4-1 

Ⅴ-2-5-5-1-3 

Ⅴ-2-5-6-1-6 

Ⅴ-2-5-6-2-1 

Ⅴ-2-6-3-2-1-2 

Ⅴ-2-6-4-1-3 

Ⅴ-2-6-6-1-1 

Ⅴ-2-6-6-2-1 

Ⅴ-2-7-1 

Ⅴ-2-9-4-4-2-1 

Ⅴ-2-9-4-4-3-1 

Ⅴ-2-9-4-5-1-2 

Ⅴ-2-9-4-5-2-1 

Ⅴ-2-9-4-5-4-1 

Ⅴ-2-9-4-6-1-1 

Ⅴ-2-10-1-2-1-7 

Ⅴ-2-10-1-2-2-6 

Ⅴ-2-10-2-4-3 

Ⅴ-2-別添 2-2 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

原子炉冷却系統施設の耐震計算結果 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

放射性廃棄物の廃棄施設の耐震計算結果 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

取水槽水位の耐震性についての計算書 

溢水源としない耐震 B,C クラス機器の耐震計算

書 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 

Ver.52 
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別紙 39 ＩＳＡＰ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-5-4-5-1 

Ⅴ-2-10-1-2-2-6 

Ⅴ-2-別添 2-2 

 

 

 

 

管の耐震性についての計算書 

管の耐震性についての計算書 

溢水源としない耐震 B,C クラス機器の耐震計算

書 

 

 

ISAP-Ⅲ 

ISAP-Ⅲ 

ISAP-Ⅳ 
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認している。  
 ・開発機関が提示するマニュアルにより，今回の工事計

画認可申請で使用する 3 次元有限要素法（はり要素）

による固有値解析，地震応答解析及び応力解析に本解

析コードが適用できることを確認している。 
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 ・開発機関が提示するマニュアルにより，今回の工事計

画認可申請で使用する 3 次元有限要素法（はり要素）

による固有値解析，地震応答解析及び応力解析に本解

析コードが適用できることを確認している。 
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別紙 40 ＮＡＰＦ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-8-2-1-3 

 

Ⅴ-2-8-4-7 

 

Ⅴ-2-9-5-4 

 

Ⅴ-2-別添 1 

 

Ⅴ-2-別添 3-4 

フィルタ装置出口放射線モニタの耐震性につい

ての計算書 

配管遮蔽の耐震性についての計算書 

 

遠隔手動弁操作設備遮蔽の耐震性についての計

算書 

火災防護設備の耐震性に関する説明書 

 

可搬型重大事故等対処設備のうちボンベ設備の

耐震計算書 

ver.NAPFS-201 

9-A-01 

ver.NAPFS-201 

9-A-01 

ver.NAPFS-201 

9-A-01 

ver.NAPFS-201 

9-A-01 

ver.NAPFS-201 

9-A-01 
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ቊfi*
fj

*ቋ  = Kii Kij
Kji Kjj

൨ ∙ ቊui*
uj

*ቋ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3．1) 

     と表す事ができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 要素座標系における定義 

 

      材端力の成分(fi
*,fj

*)T は釣り合い条件より， 

       ൛fi*ൟ = -[H]∙൛fj*ൟ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3．2) 

     と表される。 

      ここで，[H]は釣り合いマトリクスで，要素 x 軸を要素の両端を結ぶ線に一致す

る様に座標系をとると， 

       [H] = 
⎣⎢⎢
⎢⎢⎢
⎡1
0 1 0
0 0 1
0 0 0 1

0 0 -λ 0 1

0 λ 0 0 0 1 ⎦⎥⎥
⎥⎥⎥
⎤
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・(3．3) 

     となる。ここで，λは i，j 間の要素長である。 

      i 端の変形による影響を除外した j 端の変位を{uj}とし，この要素単体の剛性マ

トリクスを[K]とすると材端力{fj
*}は， 

       ൛ujൟ = -[H]T∙{ui*}+൛uj*ൟ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3．4) 

       ൛fj*ൟ = [K]∙൛ujൟ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3．5) 

     となる。 

      ここで，[K]の各成分は下記のとおりである。 

i 

λ 

j 

x 

z 

y 

θz 

i 端は要素の始点 

j 端は要素の終点 

θy 
θx 
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[K] = 

⎣⎢⎢
⎢⎢⎢
⎢⎢⎢
⎢⎢⎢
⎢⎢⎢
⎢⎢⎡
EA

λ

0
12EIz

λ
3
(1+φ

y
)

Symmetric

0 0
12EIy

λ
3
(1+φ

z
)

0 0 0
GJ

λ

0 0
6EIy

λ
2
(1+φ

z
)

0
(4+φ

z
)EIy

λ(1+φ
z
)

0
-6EIz

λ
2
(1+φ

y
)

0 0 0
(4+φ

y
)EIz

λ(1+φ
y
) ⎦⎥⎥

⎥⎥⎥
⎥⎥⎥
⎥⎥⎥
⎥⎥⎥
⎥⎥⎤

 

 

      (3．4)，(3．5)式を(3．2)式に，(3．4)式を(3．5)式にそれぞれ代入し，整理す

ると材端力と変位の関係式は， 

       ቊfi*
fj

*ቋ  = H∙K∙HT -H∙K

-K∙H
T

K
൩ ∙ ቊui*

uj
*ቋ ・・・・・・・・・・・・・・・・・(3．6) 

     と表される。 

      ここで， 

       ൣK*൧ = H∙K∙HT -H∙K

-K∙H
T

K
൩  

     とする。 

      [K*]の各成分を図 3－2 に示す。 

      [K*]は要素座標系における要素剛性マトリクスであるが，全体座標系から要素

座標系への座標変換マトリクスを[T]とすると，全体座標系における要素剛性マト

リクス[k*]は次のとおりになる。 

       [k*] = [T]T∙[K*]∙[T] ・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・(3．7) 

      (3．7)式で求められた剛性マトリクスを結合状態に応じて全要素にわたって合

成する事により，系全体の剛性マトリクス[k]が得られる。 

      よって，外力ベクトル{f}が与えられるとき，変位{u}は次式により求められる。 

       {f} = [k]∙{u} ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3．8) 
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⎢⎢⎢
⎢⎢⎢
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⎥⎥⎤

 

図 3－2 要素剛性マトリクス[K*]

 

      (3．8)式を効率的に解くために変形コレスキー法を用いる。 

      全体剛性マトリクス[k]を上部三角行列[ḱ]と，下部三角行列[ḱ]T に分解して， 

       [k] = [ḱ]T∙[ḱ]  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3．9) 

      次に[ḱ]の各行をその対角成分の平方根で除したものを改めて[ḱ]とおくと， 

       [k] = [ḱ]T∙[D]∙[ḱ] ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3．10) 

となる。ここで，[D]は対角行列で，以下のとおりである。 

[D] = ⎣⎢⎢⎢
⎢⎡(k11́)-1 0 ⋯ 0

0 (k22́)-1 ⋯ 0

⋯ ⋯ ⋱ 0

0 0 ⋯ (knń)-1⎦⎥⎥⎥
⎥⎤
 ・・・・・・・・・・・・・・(3．11) 

また，[k]の上部三角行列[ḱ]内の各数値は，以下のとおりとなる。 

k1b́ = k1b 
kab́ = kab-∑ k

γa
́∙k

γb
́

k
γγ

́

a-1
γ=1

  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3．12) 

  ቆa = 2,3,⋯⋯, n
b = a,a+1,⋯⋯, n

ቇ 
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      (3．10)式を(3．8)式に代入すると， {f} = [ḱ]T∙[D]∙[ḱ]∙{u} 
     となる。ここで， {f́} = [ḱ]∙{u} ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3．13) 

     とすると， {f} = [ḱ]T∙[D]∙{f́} 
     となり，変形すると， 

   {f́} = [D]-1൫[ḱ]T൯-1{f} 
     となる。ここで， [D]-1൫[ḱ]T൯-1は下部三角行列である。 

 

      つづいて，前進消去過程により{f́}を求めることができる。{f́}内の各数値は，以下の

とおりとなる。 

f1́ = f1 
fá = fa-∑ k

γa
́∙f

γ
́

k
γγ

́

a-1
γ=1

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3．14) 

 ൫a = 2,3, ⋯⋯, n൯ 
      得られた{f́}を（3．13）式に代入し，後進代入過程を行えば{u}を求めることができる。 

 

      これは全体座標系における変位を示し，これと剛性マトリクスから，任意の要素の要素

座標系における材端力（内力）{fi*}，{fj*}を求めることができる。 

       ቊfi*
fj

*ቋ  = ൣK*൧∙[T]∙ ቄuiujቅ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3．15) 

 

     各方向の応力は，(3．15)式によって得られた{fi*}，{fj*}を用いて i 端，j端ごとに

(3．16)式にて求める。 

       軸応力：σx = Fx/A 

       せん断応力：τ
y 
= Fy/Asy，τ

z
 = Fz/Asz 

       ねじり応力：τ
x
 = Mx/Zx           ・・・・・・・・・・(3．16) 

       曲げ応力：𝜎y = My/Zy，𝜎z = Mz/Zz 

     ここで， 

        Fx ：軸力 

      Fy，Fz ：せん断力 

        Mx ：ねじりモーメント 

      My，Mz ：曲げモーメント 

    である。  
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     次に拘束点の反力を求める。 

     ある拘束点の反力{R}は，その点に隣接されている要素 n 個分の反力の合計となる。 

m 番目の隣接要素の反力{Rm}は(3．1)式より， 

i 端が固定端の場合：{Rm} = -([Kii]{ui*}+ൣKij൧൛uj*ൟ) 
j 端が固定端の場合：{Rm} = -(ൣKji൧{ui*}+ൣKjj൧൛uj*ൟ) 
{R} = {R1}+{R2}+ ⋯⋯ +{Rm}+ ⋯⋯ +{Rn} ・・・・・・・・・・・・・・・・・(3．17) 

で与えられる。 

 

  3.3.2 固有値解析 

     骨組構造物をばね－質量要素からなる多質点系振動モデルとして取り扱い，固有値解析

を行う。 

各要素の質量 m，変位 uとすると，自由振動の方程式は， 

       m1∙ü1+k11∙u1+k12∙u2+ ⋯⋯ +k1n∙un = 0 

       m2∙ü2+k21∙u1+k22∙u2+ ⋯⋯ +k2n∙un = 0 

       ⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯                ・・・・・・・・・・・・・・(3．18) 

       ⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯ 
       mn∙ün+kn1∙u1+kn2∙u2+ ⋯⋯ +knn∙un = 0 

    と表現される。 

     (3．18)式の解を 

       u1 = φ1
∙eiωt，u2 = φ2

∙eiωt ⋯⋯ 

    とする。ここで，φは固有ベクトル，ωは固有角振動数である。 

       ü1 = -ω
2
φ

1
∙eiωt，ü2 = -ω

2
φ

2
∙eiωt ⋯⋯ 

    となり，これらを(3．18)式に代入して整理し，マトリクス表現すると， 

       [k]∙൛φൟ = ω2
∙[M]∙൛φൟ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3．19) 

となる。ここで，[k]は全体剛性マトリクス，[M]は全体質量マトリクスとする。 

 

     [k]は 3.3.1 項と同様の方法で作成する。次に，各要素の質量 miを各節点に集中させて 

[M]を作成する。[k]，[M]を(3．19)式に代入し，サブスペース法による固有値解析により

(3．19)式を満足する固有値ω2と固有ベクトル{φ}を求める。 
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      記号説明 

{fi*} ：要素 i 端の材端力 

{fj*} ：要素 j 端の材端力 

{ui*} ：要素 i 端の変位ベクトル 

{uj*} ：要素 j 端の変位ベクトル 

{uj} ：要素 j 端の変位ベクトル（i端の変形による影響を除去したもの） 

[H] ：釣り合いマトリクス 

[K] ：部分剛性マトリクス 

 λ ：i，j 間の要素長 

[T] ：全体座標系から要素座標系への変換マトリクス 

[K*] ：要素座標系における要素剛性マトリクス 

[k*] ：全体座標系における要素剛性マトリクス 

{f} ：全体座標系における外力ベクトル 

[k] ：全体剛性マトリクス 

[ḱ] ：上部三角行列 

{u} ：全体座標系における変位ベクトル 

 kij ：全体剛性マトリクスの各成分 

 {R} ：拘束点反力 

 E ：縦弾性係数 

 A ：軸方向断面積 

Iy，Iz  ：断面二次モーメント 

 G ：横弾性係数 

 J ：ねじり定数 

φy，φz ：せん断変形に関するパラメータ 

        φ
y
 = 12EIz

GAsyλ
2 ，φ

z
 = 12EIy

GAszλ
2 

Asy ：y 方向変位に対する有効せん断断面積 

Asz ：z 方向変位に対する有効せん断断面積 

Zy，Zz ：断面係数 

Zx ：ねじり断面係数 

[M] ：全体質量マトリクス 
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     (b) モデルNo. RYOTN-A  

        形状：門型 

        固定端：節点1，13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     (c) モデルNo. BRC-A 

        形状：門型に斜軸ブレースを追加したもの 

        固定端：節点1，13，17，21 
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別紙 41 ＳＡＰ－Ⅳ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-8-5-1 

 

 

 

 

 

中央制御室外気取入れ・排気ダクトの耐震性に

ついての計算書 

Ver.1.00 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＳＡＰ－Ⅳ 

使用目的 
3 次元有限要素法（はり要素）による固有値解析及び応力

解析 

開発機関 新日本空調株式会社 

開発時期 
1973 年（米国カリフォルニア大学） 

2004 年（新日本空調株式会社） 

使用したバージョン Ver.1.00 

コードの概要 

本解析コードは，カリフォルニア大学が開発したＳＡＰ－

Ⅳをベースに，インターフェースの追加を目的として新日本

空調がカスタマイズした計算機プログラムである。任意形状

の 3 次元モデル（主にはり要素及びシェル要素）に対して，

有限要素法を用いて静的解析及び動的解析を行うもので，主

として，機器の固有値計算並びに自重，運転時荷重及び地震

力による応力計算等に用いる。  
本解析コードは，機械工学，土木工学，航空工学等の分野

において，多くの実績を有している。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・入力されたデータはインプットデータとして解析結果

とともに出力され，入力データと一致することを確認

している。 

・片持ちばりの自重による固定端モーメント及び自由端

たわみ，固有振動数を本解析コードの静的解析結果及

び固有値解析結果と理論解を比較して検討し，解析解

と理論解が一致していることを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示

された要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・本解析コードは，機械工学，土木工学，航空工学等の

様々な分野における使用実績を有しており，妥当性は

十分に確認されている。 
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・原子力産業界において，工事計画認可申請範囲外の支

持構造物に対する耐震性評価に本解析コードの使用実

績があることを確認している。 

・今回の工事計画認可申請で行うはりモデルの固有値解

析及び静的解析という解析の使用目的に照らして，用

途及び適用範囲が上述の妥当性確認範囲であることを

確認している。 

・開発機関が提示するマニュアルにより今回の工事計画

認可申請で使用する 3 次元有限要素法（はり要素）に

よる固有値解析及び応力解析に本解析コードが適用で

きることを確認している。 
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別紙 42 ＫＳＡＰ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-9-1 

 

 

 

 

 

原子炉格納施設の耐震計算結果 

 

 

 

 

 

VERSION 6.3 
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れた要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・原子力の分野における使用実績を有しており，妥当性は

十分に確認されている。 

・検証の内容により，今回の工事計画認可申請で行う固

有値解析，地震応答解析及び応力解析の使用目的に照

らして今回の解析に使用することが妥当であることを

確認している。 

注記＊1：日本機械学会「発電用原子力設備規格 設計・建設規格」 

＊2：原子力発電所耐震設計技術指針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

364 

K
7
 
①

 Ⅴ
-
2 
別
紙

 
R
0
 

 3. 解析手法 

 3.1 一般事項 

    本解析コードには3次元トラスやビーム，平面応力等数多くの要素が用意されてお

り，それらを用いて1次元，2次元あるいは3次元の静的及び動的解析を行う。 

 

 3.2 解析コードの特徴 

    本解析コードの処理能力は主に解析する問題の総節点数と必要となる固有値の数

（動的解析の場合）に依存し，要素数，荷重条件数，剛性マトリクスの次数やバンド

幅等に特別の制限はない。 

各節点は，0 から 6 自由度まで設定することができる。 

構造マトリクスの誘導は静的解析，動的解析共に同様である。静的解析では釣合い

方程式を解いた後，要素の応力を算出する。動的解析では次の選択ができる。 

 

(a) 固有値解析 

(b) 時刻歴応答解析 

(c) 応答スペクトル解析 

 

 3.3 解析手法 

3.3.1 運動方程式 

節点の運動方程式を以下に示す。 

 

RKuuCuM    (3.1) 

 

ここで K ，C ，Mは剛性，減衰及び質量マトリクスであり，u，u，u，R は

変位，速度，加速度及び荷重ベクトルを表す。構造マトリクスは要素マトリクス

を直接合成して得られる。例えば 

 

 mKK  (3.2) 

 

ここで， mK は m 番目の要素の剛性マトリクスである。 

本解析コードでは，上記方程式の解法として質点系モデル（lumped Mass）に

よる解析を採用している。したがって，系の質量は，個々の要素の質量マトリク

スに，節点に付加している集中質量を加えた対角マトリクスとなる。また，減衰

は比例減衰を採用している。 
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3.3.2 静的解析 

静的解析では（3.1）式において 0uu  とした次の釣合い方程式を解き，各

要素の応力を算出する。 

 

RKu  (3.3) 

 

本解析コードでは方程式の解である節点の変位を正定値行列によるガウスの

消去法にて求め，次に応力－ひずみマトリクスより要素の応力を求める。 

 

3.3.3 固有値解析 

固有値解析では，（3.1）式において 0 RC とした以下の固有方程式を解き，

固有値と振動モードを求める。 

 

 MK 2  (3.4) 

 

ここで，は固有角振動数，は固有ベクトルを表す。 

本解析コードでは，p 次までの固有値及び固有ベクトルが必要であると仮定し

ている。したがって，(3.4)式は下式にて表される。 

 

2 MK  (3.5) 

 

ここで，
2 は対角ベクトルである  22

idiag  ，かつは直交する固有ベ

クトル p ，･･･， 21 を列に持つマトリクスである。 

(3.5)式を解く方法として 2 つの方法があり，ひとつは K の次数及びバンド幅

が小さい時の解法である行列式探索法(Determinant Search Method)，もうひと

つは K の次数及びバンド幅が大きい時の解法であるサブスペース法(Subspace 

Method)が用意されている。 

 

3.3.4 動的応答解析 

動的応答解析は，次の方程式で表される。 

 

 tRKuuCuM    (3.6) 

 

 

ここで，  tR は時間依存荷重又は基準面の動きより生じる荷重のベクトルであ
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る。特に地震による動的応答計算の場合のように基準面が動く場合は，構造物が

一様な基準面の加速度 gu を受けているとして，下式のごとく表される。 

grrr uMKuuCuM    (3.7) 

 

ここで， ru は基準面に関する構造物の相対変位量，即ち gr uuu  である。

「ＫＳＡＰ」では，時刻歴応答解析法（(3.6)式又は(3.7)式）及び応答スペクト

ル法（(3.7)式）にて解くことができ，どちらもモードの重ね合わせ（モーダル

解析）を使用している。 

 

(1) モーダル解析法による時刻歴応答解析 

モーダル解析法では，構造物の応答は時間依存荷重又は基準面の動きより生

じる荷重の周波数成分に関連して，p 次(p＜＜全モード数 n)までの振動モード

で十分に記述しうると仮定している。 

 

Xu   (は直交する固有ベクトル p ，･･･， 21 を列に持つマトリク

ス)の変換を行い，(3.6)式に代入すると次のようになる。 

 

RXXX T 2  (3.8) 

 

ここで，  ii2diag  ；  2
i

2 diag   

また， i は i 次モードの固有角振動数， i は i 次モードの減衰比を示し，減

衰マトリクス C は次のような直交条件を満たすと仮定している。 

 

0j
T
i C  (3.9) 

 

したがって，(3.8)式は p 個の非連成二次の微分方程式を表している。この微

分方程式は，ウィルソンの 法にて解かれる。 
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(2) 応答スペクトル解析 

応答スペクトル解析では，(3.7)式における基準面の加速度を以下にて記述す

る。 

 

gzgygxg uuuu    (3.10) 

 

ここで， gxu ， gyu ， gzu は，X，Y，Z 方向への基準面の加速度である。したがっ

て，r 次のモードにおける応答式は下式として表される。 

rzryrxrrrrrr rrrxxx  22    (3.11) 

 

ここで， rx は r 次における X の要素であり，かつ 

 

gx
T
rrx uMr  ， gy

T
rry uMr  ， gz

T
rrz uMr   

 

(3.11)式から，X 方向への r 次の変位は， 

 

   rxx
T
rrrx SMIu max  (3.12) 

 

ここで，  rxS  は固有振動数 r に対応する X 方向のスペクトル変位であり，

xI は X 方向のみ 1 で他は 0 のベクトルである。同様に 

 

   ryy
T
rrry SMIu max  (3.13) 

   rzz
T
rrrz SMIu max  (3.14) 

 

である。 

本解析コードでは，一次から p 次までの振動による最大変位と応力を二乗和

平方根法(Square Root of the Sum of the Square)にて計算する。 
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 3.4 解析フローチャート 

    本解析コードを用いて行う評価フローチャートを図 3－1 に示す。 

 

 

図 3－1 計算機コード「ＫＳＡＰ」を用いた評価フロー 
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別紙 43 Ｓｕｐｅｒ Ｂｕｉｌｄ／ＳＳ７ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-9-3-1 

 

 

 

 

 

原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の耐震性

についての計算書 

 

 

 

 

Ver.1.1.1.11 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
Ｓｕｐｅｒ Ｂｕｉｌｄ／ＳＳ７ 

使用目的 立体フレームモデルによる応力解析 

開発機関 ユニオンシステム株式会社 

開発時期 2016 年 

使用したバージョン Ver.1.1.1.11 

コードの概要 

 本解析コードは，建物の諸定数（部材性能，荷重）を入力

として，個材の非線形性を算定し，荷重漸増解析を行う。ま

た，弾塑性応答解析による骨組み又は縮約モデルの弾塑性領

域の動的挙動の算定を行う。 

 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

本解析コードは，大物搬入建屋における 3 次元フレーム

の応力解析に使用している。 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・本解析コードの計算機能が適正であることは，後述する

妥当性確認の中で，せん断耐力を理論解と比較して確認

している。なお，今回の解析は，静的応力解析であるた

め，静的応力解析を対象とした検証を行っている。 

・本解析コードの運用環境について，動作環境を満足する

計算機にインストールして用いていることを確認して

いる。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・静的応力解析について、ＮＡＳＴＲＡＮ及びＨｙｐｅ

ｒ Ｓｔａｔｉｃｓ ａｎｄ Ｄｙｎａｍｉｃｓを用いた

解析結果と比較して，双方の結果が一致していること

を確認した。 

・検証の内容のとおり，応力解析について検証している

ことから，解析の目的に照らして今回の解析に適用す

ることは妥当である。 
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3. 解析手法 

 3.1 一般事項 

    Ｓｕｐｅｒ Ｂｕｉｌｄ／ＳＳ７（以下，「ＳＳ７」という。）は，3次元フレー

ムの応力解析に使用する解析コードである。 

 

 3.2 解析コードの特徴 

    ＳＳ７の主な特徴を以下に示す。 

     ・静的解析，動的解析など適用範囲が広く，多くの解析機能を有している 

     ・多くの要素が用意されており，種々のタイプの構造物の解析を行うことができ

る。 

     ・多自由度を有する大規模問題を効率よく解析することができる。 

     ・大規模問題を取り扱うために，入力データが単純化されている。 

     ・プロッティングの機能が準備されており，モデルの確認，解析結果の図形処理

を簡単に行うことができる。 

     ・解析する座標系，拘束方法は，取り扱う問題にあったものを選ぶことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

376 

K
7
 
①

 Ⅴ
-
2 
別
紙

 
R
0
 

 3.3 解析手法 

静的応力解析は，次の手順で行われる。 

(1) 要素内の変位を仮定し，節点変位を使って要素内任意点の変位を表現する。 

    uNu e        (3.1) 

ここで， 

 u  ：要素内任意点の変位 

 N  ：形状関数マトリクス 

 u e  ：節点変位 

 

(2) 上記の変位を微分して，要素内任意点のひずみを節点変位により表す。 

    uB eε         (3.2) 

ここで， 

 ε  ：要素内任意点のひずみ 

 B  ：ひずみマトリクス 

 

(3) 材料物性から求められる応力とひずみの関係式（(3.3)式参照）より定められる 

弾性係数マトリクスを用いて，要素剛性マトリクスを(3.4)式により計算する。 

    εD         (3.3) 

      dVBDBK
T

e        (3.4) 

ここで， 

   ：要素内任意点の応力 

 D  ：材料応力―ひずみ接線マトリクス 

 Ke  ：要素剛性マトリクス 

 

(4) 全体の剛性マトリクスを要素剛性マトリクスの重ね合わせによって求め，力の 

釣合いより静的変位を(3.5)式より求める。 

    Kf         (3.5) 

ここで， 

 f  ：荷重ベクトル 

   ：構造全体の変位 

 K  ：剛性マトリクス 

 

(5) 変位が決まれば，(3.2)式，(3.3)式より各要素の応力が求められる。 

以上が有限要素法の評価手順である。   
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 3.4 解析フローチャート 

    解析フローチャートを図 3－1 に示す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図3－1 解析フローチャート  
 
  

入力データ整理  ①入力  

静的応力解析  

出力  

START 

END 

②解析  

③出力  
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 3.5 検証（Verification）と妥当性確認（Validation） 

3.5.1 フレーム解析の検証 

(1) 検証の概要 

X・Y 方向 1 スパン，高さ 1 階のラーメン構造モデルの応力解析をＳＳ７によ

り行い，汎用 3 次元構造解析コードＮＡＳＴＲＡＮと比較して同一結果となる

ことを確認することにより検証を行った。 

図 3－2 に解析モデル図を示す。表 3－1 に部材諸元を示す。 

 

 

 

 

図3－2 解析モデル 

 

表 3－1 部材緒元 

部材 
B 

(mm) 

D 

(mm) 

柱 C1 700 700 

基礎梁 BG1 400 1200 

梁 G1 400 700 
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(2) フレーム解析結果 

曲げモーメントおよびせん断力について，ＳＳ７およびＮＡＳＴＲＡＮによ

る解析結果の比較を表 3－2 及び表 3－3 に示す。両者の誤差は 1％以下で，解析

結果は良く合致している。 

 

 

表 3－2 曲げモーメント 

 部材 着目点 ＳＳ７ ＮＡＳＴＲＡＮ 

ＳＳ７ 

        

ＮＡＳＴＲＡＮ 

曲げ 

モーメント 

(kNm) 

C1 
1 265 2.648305E+02 1.0006 

2 161 1.601695E+02 1.0052 

BG1 1 265 2.648305E+02 1.0006 

G1 2 161 1.601695E+02 1.0052 

 

 

表 3－3 せん断力 

 部材 着目点 ＳＳ７ ＮＡＳＴＲＡＮ 

ＳＳ７ 

        

ＮＡＳＴＲＡＮ 

せん断力 

(kN) 

C1 1,2 100 1.000000E+02 1.0000 

BG1 1  76 7.566585E+01 1.0044 

G1 2  46 4.576272E+01 1.0052 
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(3) 内容に対する妥当性 

ＳＳ７の解析結果とＮＡＳＴＲＡＮを比較し解析解が一致していることを確

認した｡したがって，本解析にＳＳ７を使用することは妥当である｡ 
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3.5.2 荷重漸増解析の検証 

(1) 類似プログラムによる検証 

ラーメン構造モデルの荷重漸増解析を本計算機コードＳＳ７により行い，理

論解と別計算機コード『Ｈｙｐｅｒ Ｓｔａｔｉｃｓ ａｎｄ Ｄｙｎａｍｉｃｓ』

（以下，「ＨｙｐｅｒＳＤ」という。）と比較して同一結果となることを確認す

ることにより検証する。 

図 3－3 に解析モデル図を示す。X・Y 方向 1 スパン，高さ 1 階の 3 次元フレー

ムモデルに，表 3－4 の部材諸元を与え，各方向の荷重漸増解析を行う。 

 

それぞれの解析コードで得られた各方向（X・Y 方向）のＱ－δ関係を図 3－4

に，せん断耐力の比較を表 3－5 に示す。Ｑ－δ関係はよく一致しており，せん

断耐力は理論解及び両解析コードと比較して誤差は 1％以下で，解析結果は良く

整合している。 

 

 

 

図3－3 解析モデル 
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表 3－4 部材諸元  
（a）柱（C1） 

 
 

（b）基礎はり（BG1） 

 
 

（c）はり（G1） 
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（a）X方向 

 

（b）Y方向 

図 3－4 Ｑ－δ関係 

 

表 3－5 せん断耐力 

 X 方向 Y 方向 

理論解 617.6 529.4 

ＳＳ７ 617.9 529.6 

ＳＳ７／理論解 1.0005 1.0004 

ＨｙｐｅｒＳＤ 617.2 529 

ＳＳ７／ＨｙｐｅｒＳＤ 1.0011 1.0011 
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(2) 内容に対する妥当性 

ＳＳ７の解析結果と類似解析コードであるＨｙｐｅｒＳＤと比較し解析解が

一致していることを確認した｡また，理論解によるせん断耐力を比較し，解析

解が一致していることを確認した｡したがって，本解析にＳＳ７を使用するこ

とは妥当である｡ 
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別紙 45 ＷＣＯＭＤ－ＳＪ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-10-3-1-4 

Ⅴ-2-10-3-1-6 

Ⅴ-2-10-3-1-7 

 

 

 

スクリーン室の耐震性についての計算書 

取水路の耐震性についての計算書 

取水路（6 号機設備）の耐震性についての計算書 

 

 

Ver.7.2 

Ver.7.2 

Ver.7.2 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＷＣＯＭＤ－ＳＪ 

使用目的 2 次元非線形有限要素法（応力解析） 

開発機関 東京大学 

開発時期 1987 年 

使用したバージョン Ver.7.2 

コードの概要 

 本解析コードは，東京大学で開発された鉄筋コンクリート

構造物の 2 次元有限要素法解析を行う解析コードである。 

 コンクリートに関する数多くの実験と理論的検討結果に

基づいた高精度の構成則を用いており，ひび割れを生じた

様々な鉄筋コンクリート構造物の 2 次元非線形動的解析・静

的解析を行う。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・せん断耐力式によるせん断耐力と解析によるせん断耐

力が概ね一致していることを確認している。また，鉄筋

コンクリートはりの載荷試験の結果と解析結果が概ね

一致していることを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示

された要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・本解析コードは，九州電力株式会社川内原子力発電所 1，

2 号機において，取水路に汎用市販コード（ＵＣ－ｗｉ

ｎ／ＷＣＯＭＤ Ver.2）が使用された実績がある。 

・汎用市販コード（ＵＣ－ｗｉｎ/ＷＣＯＭＤ Ver.2）で

は新しい構成則の追加，出力の機能追加が図られている

が，今回の工事計画認可申請において使用するバージョ

ン（Ver.7.2）で使用している機能は同じである。 

・開発機関が提示するマニュアルにより，今回の工事計

画認可申請で使用する 2 次元非線形有限要素法解析

（応力解析）に，本解析コードが適用できることを確

認している。 
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 ・今回の工事計画認可申請における 2 次元非線形有限要

素法解析（応力解析）の使用目的に対し，使用用途及

び使用方法に関する適用範囲が上述の妥当性確認の範

囲内であることを確認している。 
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別紙 46 Ｈｙｐｅｒ Ｓｔａｔｉｃｓ ａｎｄ Ｄｙｎａｍｉｃｓ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-11-2-1 

 

 

 

 

 

サービス建屋の耐震性についての計算書 Ver.2.57 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
Ｈｙｐｅｒ Ｓｔａｔｉｃｓ ａｎｄ Ｄｙｎａｍｉｃｓ 

使用目的 立体フレームモデルの荷重漸増解析 

開発機関 株式会社竹中工務店 

開発時期 2007 年 

使用したバージョン Ver.2.57 

コードの概要 

本解析コードは，建物の諸定数（部材性能，荷重）を入力

として，個材の非線形性を算定し，荷重漸増解析を行う。ま

た，弾塑性応答解析による骨組み又は縮約モデルの弾塑性領

域の動的挙動の算定を行う。一般建築における構造設計や構

造解析に、数多く使用されている。 

 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

本解析コードは，サービス建屋における 3 次元フレームの

応力解析に使用している。 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

 ・本解析コードの計算機能が適正であることは，後述する

妥当性確認の中で，せん断耐力を理論解と比較して確認

している。なお，今回の解析は，静的応力解析であるた

め，静的応力解析を対象とした検証を行っている。 

 ・本解析コードの運用環境について，動作環境を満足する

計算機にインストールして用いていることを確認して

いる。 

【妥当性確認(Validation)】 

 本解析コードの妥当性確認内容は，以下のとおりである。 

 ・静的応力解析について、Ｓｕｐｅｒ Ｂｕｉｌｄ／ＳＳ

７を用いた解析結果と比較して，双方の結果が一致して

いることを確認した。 

 ・検証の内容のとおり，応力解析について検証しているこ

とから，解析の目的に照らして今回の解析に適用するこ

とは妥当である。 
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 3. 解析手法 

 3.1 一般事項 

    Ｈｙｐｅｒ Ｓｔａｔｉｃｓ ａｎｄ Ｄｙｎａｍｉｃｓ（以下，「ＨｙｐｅｒＳＤ」

という。）は，3 次元フレームの応力解析に使用する解析コードである。 

 

 3.2 解析コードの特徴 

    ＨｙｐｅｒＳＤの主な特徴を以下に示す。 

    ・静的解析，動的解析など適用範囲が広く，多くの解析機能を有している。 

    ・多くの要素が用意されており，種々のタイプの構造物の解析を行うことができ

る。 

    ・多自由度を有する大規模問題を効率よく解析することができる。 

    ・大規模問題を取り扱うために，入力データが単純化されている。 

    ・プロッティングの機能が準備されており，モデルの確認，解析結果の図形処理

を簡単に行うことができる。 

    ・解析する座標系，拘束方法は，取り扱う問題にあったものを選ぶことができる。 
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 3.3 解析手法 

    静的応力解析は，次の手順で行われる。 

  (1) 要素内の変位を仮定し，節点変位を使って要素内任意点の変位を表現する。 

    uNu e        (3.1) 

ここで， 

 u  ：要素内任意点の変位 

 N  ：形状関数マトリクス 

 u e  ：節点変位 

  (2) 上記の変位を微分して，要素内任意点のひずみを節点変位により表す。 

    uB eε         (3.2) 

ここで， 

 ε  ：要素内任意点のひずみ 

 B  ：ひずみマトリクス 

  (3) 材料物性から求められる応力とひずみの関係式（(3.3)式参照）より定められる

弾性係数マトリクスを用いて，要素剛性マトリクスを(3.4)式により計算する。 

    εD         (3.3) 

      dVBDBK
T

e        (3.4) 

ここで， 

   ：要素内任意点の応力 

 D  ：材料応力―ひずみ接線マトリクス 

 Ke  ：要素剛性マトリクス 

  (4) 全体の剛性マトリクスを要素剛性マトリクスの重ね合わせによって求め，力の

釣合いより静的変位を(3.5)式より求める。 

    Kf         (3.5) 

ここで， 

 f  ：荷重ベクトル 

   ：構造全体の変位 

 K  ：剛性マトリクス 

  (5) 変位が決まれば，(3.2)式，(3.3)式より各要素の応力が求められる。 

 

   以上が有限要素法の評価手順である。 
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 3.4 解析フローチャート 

解析フローチャートを図 3－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3－1 解析フローチャート 
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 3.5 検証（Verification）と妥当性確認（Validation） 

  3.5.1 類似プログラムによる検証 

      ラーメン構造モデルの荷重漸増解析を本計算機コード『ＨｙｐｅｒＳＤ』に

より行い，理論解と別計算機コード『Ｓｕｐｅｒ Ｂｕｉｌｄ／ＳＳ７』（以

下，「ＳＳ７」という。）と比較して同一結果となることを確認することによ

り検証する。 

      図3－2に解析モデル図を示す。X・Y方向1スパン，高さ1階の3次元フレームモ

デルに，表3－1の部材諸元を与え，各方向の荷重漸増解析を行う。 

 

      それぞれの解析コードで得られた各方向（X・Y 方向）のＱ－δ関係を図 3－3

に，せん断耐力の比較を表 3－2 に示す。Ｑ－δ関係はよく一致しており，せん

断耐力は理論解及び解析コードと比較して誤差は 1％以下で，解析結果は良く整

合している。 

 

 

 

 

図3－2 解析モデル 
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表 3－1 部材諸元 

（a）柱（C1） 

 

 

（b）基礎梁（BG1） 

 

 

（c）梁（G1） 
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（a）X方向 

 

（b）Y方向 

図 3－3 Ｑ－δ関係 

 

表 3－2 せん断耐力 

 X 方向 Y 方向 

理論解 617.6 529.4 

ＨｙｐｅｒＳＤ 617.2 529.0 

ＨｙｐｅｒＳＤ/理論解 0.9994 0.9992 

ＳＳ７ 617.9 529.6 

ＨｙｐｅｒＳＤ／ＳＳ７ 0.9989 0.9989 
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  3.5.2 使用内容に対する妥当性 

     ＨｙｐｅｒＳＤの解析結果と類似解析コードであるＳＳ７と比較し解析解が一

致していることを確認した｡また，理論解によるせん断耐力を比較し，解析解が

一致していることを確認した｡したがって，本解析にＨｙｐｅｒＳＤを使用する

ことは妥当である｡ 
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別紙 47 Ｓｕｐｅｒ Ｂｕｉｌｄ／ＳＳ３ 

 1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-11-2-2-1 

 

 

 

 

 

非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ防護

板の耐震性についての計算書 

 

 

 

 

Ver.1.1.1.48 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
Ｓｕｐｅｒ Ｂｕｉｌｄ／ＳＳ３ 

使用目的 静的応力解析 

開発機関 ユニオンシステム株式会社 

開発時期 2008 年 

使用したバージョン Ver.1.1.1.48 

コードの概要 

 本プログラムは，建築基準法に基づき，RC 造，S 造，SRC

造，CFT 造及びこれらが混合する構造物について，許容応力

度計算から保有水平耐力計算までを一貫して行う構造計算

ソフトウェア（プログラム）である。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は，以下のとおりである。 

 ・本解析コードを用いた立体フレームモデルの応力解析

結果が，先行審査にて使用実績のある類似解析コード

（ＴＤＡＰⅢ）による解析結果と概ね一致しているこ

とを確認している。 

 ・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示

された要件を満足することを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は，以下のとおりである。 

 ・今回の工事計画認可申請における使用目的である建屋

構造の応力解析について，本解析コードの適用の妥当

性を検証している。 

 ・建築分野の構造計算及び建築確認申請では広く使用さ

れているプログラムであり，建屋構造計算では十分な

実績を有している。 

 ・今回の工事計画認可申請における建屋構造の応力解析

の使用目的に対し，使用用途及び使用方法に関する適

用範囲が上述の妥当性確認の範囲内であることを確認

している。 
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 3. 解析手法 

 3.1 一般事項 

    本プログラムは，建築基準法に基づき，RC 造，S 造，SRC 造，CFT 造及びこれらが

混合する構造物について，部材剛性の計算，各荷重計算（固定荷重・積載荷重・積雪

荷重・風圧力・地震力），部材応力の計算，計算ルートの合否判定，断面検定，保有

水平耐力の検討，崩壊形保証のためのクライテリアの検討，終局時せん断力に対する

再検討までを一貫して行う構造計算プログラムである。 

  

 3.2 解析コードの特徴 

本プログラムは，建築分野において豊富かつ幅広い適用実績を有しているとと

もに，確認申請においては主要なプログラムの 1 つである。本解析コードの主な特

徴を以下に示す。 

 ・複雑な平面形状の計算が可能である。 

 ・柱主軸の回転が可能である。 

 ・剛床解除，多剛床，反剛床，床ブレースを考慮できる。 

 ・立体弾性解析，立体弾塑性解析を行うことができる。 

 ・各種部材耐力式が適用できる。 

 ・建築物の構造関係技術基準解説書に対応している。 
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   (3) 全体剛性マトリクスの組立て 

求められた全体座標系の（剛床に含まれる水平成分は代表点で表される）

個々の部材の荷重－変位式を合成し，建物全体の荷重－変位式を組み立てる。 
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4. 解析フローチャート 

  解析フローチャートを図 4－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 解析フローチャート 

 

  

 

    

    

[1] 架構認識    

    

[2] 剛性計算   

    

[3] 鉛直荷重計算   

    

[4] 地震力計算   

    

[5] 風圧力計算   

    

[6] 弾性応力解析   

    

[7] ルート判定   

（偏心率・剛性率）   

    

[8] 設計応力   

（断面算定位置）   

    

準備・応力   

計算結果の出力   

   

終了時メッセージの出力   

   

 

START 

END 
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表 5－1 解析結果の比較 

（長期荷重時・A フレーム・曲げモーメント） 

 

 

 

 

 

 

図 5－4 着目位置図 

（長期荷重時・A フレーム・曲げモーメント） 

  

部材 着目箇所 a. SS3(kN・m) b. TDAPⅢ(kN・m) 比率 a / b 

はり 1 

① －4.7 －4.6 1.022 

② 4.5 4.6 0.978 

③ －7.5 －7.4 1.014 

はり 2 

④ －7.5 －7.4 1.014 

⑤ 4.5 4.6 0.978 

⑥ －4.7 －4.6 1.022 

柱 1 
⑦ －4.7 －4.6 1.022 

⑧ 2.2 2.1 1.048 

柱 2 
⑨ 0.0 0.0 ― 

⑩ 0.0 0.0 ― 

柱 3 
⑪ 4.7 4.6 1.022 

⑫ －2.2 －2.1 1.048 

① ② ③ ④ ⑤ 
⑦ ⑨ 

⑩ 

⑪ 

⑫ ⑧ 

⑥ 
はり 1 はり 2 

柱 1 柱 2 柱 3 
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表 5－2 解析結果の比較 

（長期荷重時・1 フレーム・曲げモーメント） 

 

 

 

 

 

 

図 5－6 着目位置図 

（長期荷重時・1 フレーム・曲げモーメント） 

 

  

部材 着目箇所 a. SS3(kN・m) b. TDAPⅢ(kN・m) 比率 a / b 

はり 1 

① －13.1 －12.6 1.040  

② 17.2 17.4 0.989  

③ －13.1 －12.6 1.040  

柱 1 
④ －13.1 －12.6 1.040  

⑤ 6.4 5.9 1.085  

柱 2 
⑥ 13.1 12.6 1.040  

⑦ －6.4 －5.9 1.085  

① ② ③ 

④ 

⑤ ⑦  

⑥ はり 1 

柱 1 柱 2 
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表 5－3 解析結果の比較 

（長期荷重時・A フレーム・せん断力図） 

 

 

 

 

 

 

図 5－8 着目位置図 

（長期荷重時・A フレーム・せん断力図） 

  

部材 着目箇所 a. SS3(kN) b. TDAPⅢ(kN) 比率 a / b 

はり 1 
① 7.4 7.3 1.014  

② －8.8 －8.6 1.023  

はり 2 
③ 8.8 8.6 1.023  

④ －7.4 －7.3 1.014  

柱 1 ⑤ －2.4 －2.4 1.000  

柱 2 ⑥ 0.0 0.0 ― 

柱 3 ⑦ 2.4 2.4 1.000  

① ② ③ ④ 

⑤ ⑦

 

⑥ 

はり 1 はり 2 

柱 1 柱 2 柱 3 
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表 5－4 解析結果の比較 

（長期荷重時・1 フレーム・せん断力） 

 

 

 

 

 

 

図 5－10 着目位置図 

（長期荷重時・1 フレーム・せん断力） 

  

部材 着目箇所 a. SS3(kN) b. TDAPⅢ(kN) 比率 a / b 

はり 1 
① 16.2 15.4 1.052  

② －16.2 －15.4 1.052  

柱 1 ③ －6.9 －6.5 1.062  

柱 2 ④ 6.9 6.5 1.062  

① ② 

③ ④ 

はり 1 

柱 1 柱 2 
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表 5－5 解析結果の比較 

（長期荷重時・A フレーム・軸力） 

 

 

 

 

 

 

図 5－12 着目位置図 

（長期荷重時・A フレーム・軸力） 

  

部材 着目箇所 a. SS3(kN) b. TDAPⅢ(kN) 比率 a / b 

柱 1 ① －25.0 －24.8 1.008  

柱 2 ② －49.2 －49.3 0.998  

柱 3 ③ －25.0 －24.8 1.008  

① ② ③ 柱 1 柱 2 柱 3 
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表 5－6 解析結果の比較 

（長期荷重時・1 フレーム・軸力） 

 

 

 

 

 

 

図 5－14 着目位置図 

（長期荷重時・1 フレーム・軸力） 

 

  

部材 着目箇所 a. SS3(kN) b. TDAPⅢ(kN) 比率 a / b 

柱 1 ① －25.0 －24.8 1.008  

柱 2 ② －25.0 －24.8 1.008  

ブレース 1 ③ 0.0 0.6 － 

ブレース 2 ④ 0.0 0.6 － 

① ② 

③ ④ 
ブレース 1 

柱 1 

ブレース 2 

柱 2 
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表 5－7 解析結果の比較 

（水平荷重時・Ｘ方向正加振・A フレーム・曲げモーメント） 

 

 

 

 

 

 

図 5－16 着目位置図 

（水平荷重時・Ｘ方向正加振・A フレーム・曲げモーメント） 

 

  

部材 着目箇所 a. SS3(kN・m) b. TDAPⅢ(kN・m) 比率 a / b 

はり 1 
① 8.8 8.6 1.023  

② －7.3 －7.1 1.028  

はり 2 
③ 7.3 7.1 1.028 

④ －8.8 －8.6 1.023  

柱 1 
⑤ 8.8 8.6 1.023  

⑥ －16.3 －16.7 0.976  

柱 2 
⑦ 14.6 14.3 1.021  

⑧ －19.1 －19.3 0.990  

柱 3 
⑨ 8.8 8.6 1.023  

⑩ －16.3 －16.7 0.976  

① ② ③ ④ 
⑤ ⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑩ ⑥ 

はり 1 はり 2 

柱 1 柱 2 柱 3 
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表 5－8 解析結果の比較 

（水平荷重時・Ｙ方向正加振・1 フレーム・曲げモーメント） 

 

 

 

 

 

 

図 5－18 着目位置図 

（水平荷重時・Ｘ方向正加振・1 フレーム・曲げモーメント） 

 

  

部材 着目箇所 a. SS3(kN・m) b. TDAPⅢ(kN・m) 比率 a / b 

はり 1 
① 3.3 3.1 1.065  

② －3.3 －3.1 1.065  

柱 1 
③ 3.3 3.1 1.065  

④ －4.6 －4.6 1.000  

柱 2 
⑤ 3.3 3.1 1.065  

⑥ －4.6 －4.6 1.000  

① ② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

はり 1 

柱 1 柱 2 
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表 5－9 解析結果の比較 

（水平荷重時・Ｘ方向正加振・A フレーム・せん断力図） 

 

 

 

 

 

 

図 5－20 着目位置図 

（水平荷重時・Ｘ方向正加振・A フレーム・せん断力図） 

 

  

部材 着目箇所 a. SS3(kN) b. TDAPⅢ(kN) 比率 a / b 

はり 1 ① －4.0 －3.9 1.026  

はり 2 ② －4.0 －3.9 1.026  

柱 1 ③ 8.9 9.3 0.957  

柱 2 ④ 11.9 11.9 1.000  

柱 3 ⑤ 8.9 9.0 0.989  

① ② 

③ ④ ⑤ 

 

はり 1 はり 2 

柱 1 柱 2 柱 3 





 

432 

K
7
 
①

 Ⅴ
-
2 
別
紙

 
R
0
 

表 5－10 解析結果の比較 

（水平荷重時・Ｙ方向正加振・1 フレーム・せん断力） 

 

 

 

 

 

 

図 5－22 着目位置図 

（水平荷重時・Ｙ方向正加振・1 フレーム・せん断力） 

 

  

部材 着目箇所 a. SS3(kN) b. TDAPⅢ(kN) 比率 a / b 

はり 1 ① －1.1 －1.0 1.100 

柱 1 ② 2.8 2.8 1.000 

柱 2 ③ 2.8 2.8 1.000 

① 

② ③ 

はり 1 

柱 1 柱 2 
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表 5－11 解析結果の比較 

（水平荷重時・Ｘ方向正加振・A フレーム・軸力） 

 

 

 

 

 

 

図 5－24 着目位置図 

（水平荷重時・Ｘ方向正加振・A フレーム・軸力） 

  

部材 着目箇所 a. SS3(kN) b. TDAPⅢ(kN) 比率 a / b 

柱 1 ① 4.0 3.9 1.026  

柱 2 ② 0.0 0.0 ― 

柱 3 ③ －4.0 －3.9 1.026  

① ② ③ 柱 1 柱 2 柱 3 
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表 5－12 解析結果の比較 

（水平荷重時・Ｙ方向正加振・1 フレーム・軸力） 

 

 

 

 

 

図 5－26 着目位置図 

（水平荷重時・Ｙ方向正加振・1 フレーム・軸力） 

 

  

部材 着目箇所 a. SS3(kN) b. TDAPⅢ(kN) 比率 a / b 

柱 1 ① 1.1 1.0 1.100  

柱 2 ② －11.1 －11.1 1.000  

ブレース 1 ③ 23.6 23.8 0.992  

ブレース 2 ④ 0.0 0.0 ― 

① ② 

③ ④ 
ブレース ブレース

柱 1 柱 2 
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 5.2 使用目的に対する妥当性 

    本解析コードは，建屋構造の応力解析に使用されており，その適用妥当性は 5.1

「解析結果の比較による検証」において検証している。 

    また，本解析コードは一般建築分野の構造計算及び建築確認申請では広く使用さ

れているプログラムであり，建屋構造計算では十分な実績を有している。 

    したがって，本解析にＳｕｐｅｒ Ｂｕｉｌｄ/ＳＳ３を使用することは妥当であ

る｡ 
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別紙 48 Ｎ－ＤＡＰＳ３ 

 1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-別添 2-2 

 

Ⅴ-2-別添 2-5 

Ⅴ-2-別添 2-7 

 

 

溢水源としない耐震 B,C クラス機器の耐震計算

書 

復水器出入口弁の耐震性についての計算書 

タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁の耐震性に

ついての計算書 

 

Ver.2.20 

 

Ver.2.20 

Ver.2.20 
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 2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
Ｎ－ＤＡＰＳ３ 

使用目的 
3 次元有限要素法（はり要素）による固有値解析，地震応

答解析及び応力解析 

開発機関 三和テッキ株式会社 

開発時期 1970 年 

使用したバージョン Ver.2.20 

コードの概要 

 本解析コードは，配管の強度解析を目的として開発され

た計算機プログラムである。汎用構造解析コード DAPS と

SRAC をメインプログラムとし，応力評価プログラム及びそ

れらのインターフェイスプログラムのサブプログラムから

なる。 

 任意の 3 次元形状に対し，有限要素法により静的解析，

動的解析を行い，反力・モーメント・応力，固有振動数・

刺激係数等の算出が可能である。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認

（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

 ・N-DAPS3 と汎用コード“ADL Pipe Static-Thermal-

Dynamic Pipe Stress Analysis”（Arthur D.Little. 

Inc.,Cambridge,Massachusetts,January 1971）によ

る解析結果がよく一致していることを確認した。 

 ・応力評価プログラムは，メインプログラムの出力結果

（モーメント）から，適用技術基準（ＪＳＭＥ＊1，Ｊ 

ＥＡＧ＊2 等）に基づいて応力評価が正しく計算され

ていることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

 ・原子力の分野における使用実績を有しており，妥当性

は十分に確認されている。 

 ・検証結果より，今回の工事計画認可申請で行う固有値

解析，地震応答解析及び応力解析の使用目的に照らし

て、妥当であることを確認している。 

 注記＊1：日本機械学会「発電用原子力設備規格 設計・建設規格」 

＊2：原子力発電所耐震設計技術指針  
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 3. 解析手法 

 3.1 一般事項 

    本計算機プログラムは，原子力発電所，火力発電所，化学プラントにおける配管

系の，熱膨張応力，分布荷重応力，静的震度法による地震応力，スペクトルモーダ

ル解析法による地震応答応力等を計算するプログラムである。なお，本プログラム

で用いている固有値解法は，米国カリフォルニア大学で作成された汎用計算プログ

ラム「SAP」を基に作られている。 

計算機コード名「DAPS」は静的解析，「SRAC」は固有値解析及びスペクトルモー

ダル解析を行うプログラムであるが，要素データ入力や応力計算式は共通化されて

いるので，以下にその理論の概要を述べる。 

 

 4. 理論 

 4.1 静的解析 

    静的解析における基本式は， 

｝｛   f  ＝ ］［   K ｝｛     d ＋ Tf｝｛   ＋ Wf ｝｛   ･････････････････････････････････(4.1) 

ここで， ］［   K は剛性行列， ｝｛   d は変位ベクトル， ｝｛   f は外荷重ベクトル， Tf ｝｛   は 

熱膨張荷重ベクトル， Wf ｝｛   は分布荷重ベクトルを表す。 

 

この式に拘束自由度及び強制変位を代入し，それらの自由度を消去すると， 

｝｛   f  ＝ ］［   K ｝｛     d ＋ Tf ｝｛   ＋ Wf ｝｛   ＋ Df ｝｛   ･･････････････････････････(4.2) 

ここで， Df ｝｛   は変位を与えた自由度を消去したために発生した変位消去ベクトル 

   を表す。 

力ベクトルをまとめると， 

｝｛   *f  ＝ ｝｛   f － Tf ｝｛   － Wf ｝｛   － Df ｝｛   ･･････････････････････････････(4.3) 

(4.2）式を（4.3）式に代入すると， 

｝｛   *f  ＝ ］［   K ｝｛     d ･･････････････････････････････････････････････(4.4) 

これは，dを未知数とする連立方程式であり，これを解くために ］［   K を次の様に三

角分解する。 

］［   K  ＝ ］［   L ］［   D ］［   U ･･･････････････････････････････････････････(4.5) 

ここで， ］［    L は下三角行列， ］［   D は対角行列， ］［   U は上三角行列を表す。 

この三角分解された行列を用いて，前進消去，後退代入を実行する事により，未知

変位 dを求める。 

応力は，(4.4) 式に対応した部材座標の断面力から求める。 
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 4.2 固有値解析 

    固有値解析(固有振動数と固有ベクトル)は，次の固有値問題を解けばよい。 

］［   K ｝｛     x ＝  ］［   M ｝｛     x ･････････････････････････････････････････(4.6) 

ここで， ］［   K は系の剛性行列， ］［   M は系の質量行列， は固有値， ｝｛     x は固有 

ベクトルを表す。 

(4.6）式を解く方法として2つの方法があり，ひとつは ］［   K の次数及びバンド幅が

小さい時の解法としての行列式探索法（Determinant Search Method），もうひとつ

は ］［   K の次数及びバンド幅が大きい時の解法としてのサブスペース法（Subspa-ce 

Method）を採用している。 

 

 4.3 スペクトルモーダル解析 

    スペクトルモーダル解析における基本式は次の式で表される。 

］［   M ｝｛     d ＋ ］［   C ｝｛     d ＋ ］［   K ｝｛     d ＝－ A ( t ) ］［   M i｛Ⅰ｝･････････････(4.7） 

    ここで， ］［   M は質量行列， ］［   C は減衰行列， ｝｛     d は相対加速度ベクトル， ｝｛     d  は

相対速度ベクトル， ｝｛     d は相対変位ベクトル，A ( t )は地震加速度， i｛Ⅰ｝は地震方向

ベクトル（地震方向が1，他は0のベクトル）を表す。 

スペクトルモーダル解析は，境界条件を入れた(4.7)式に， 

｝｛     d ＝ 
s

ss q｝｛    ･････････････････････････････････････････････(4.8) 

   となる変数分離を適用すれば，各次が独立になる。 

ssssss qwqwhq 22    ＝ Ais 
, ( t )･･･････････････････････････････ (4.9) 

    ここで， ｝｛     s はS次の固有モードベクトル， sq はS次の時刻関数， sは＝1～n（モ

ード番号）， iは x , y, zを表す。 

なお， is, は刺激係数と呼ばれるもので，次式で表す。 

is, ＝
｝｛］［｝｛

｝Ⅰ｛］［｝｛

       
        

s
T

s

i
T

s

M
M




･･････････････････････････････････････････(4.10) 

(4.9）式の解の最大値は， 

max）（ sq ＝ 2
,

,

)(

s

hswsA
is

S


 ･･････････････････････････････････････････(4.11) 

ここで， ( AS )は床応答スペクトルより，固有値 s に対応した加速度スペクトルで  

ある。  

これを(4.8) 式に代入すると，各次の最大の応答変位は， 

max,    sd ｝｛  ＝ ｝｛     s × max）（ sq ･････････････････････････････････････(4.12) 

次に，一次から最大次数までの応答値の近似値を各次応答値の二乗和平方根法
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(Square Root of the Sum of the Squares 法)により求める。 

｝｛     d   ＝   






        2

12
max,sd ･･･････････････････････････････････(4.13) 

応力は，(4.12)式の各次の変位モードに対応した部材座標の断面力から変位と同等 

の手順で求める。  
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 5. 応力解析 

 5.1 応力解析フローチャート 

    応力解析フローチャートを図 5－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1 計算機コード「Ｎ－ＤＡＰＳ3」応力解析フローチャート 

START 

データ読込み 

要素剛性マトリックスの作成 

荷重ベクトルの作成 

系の剛性マトリックスの作成 

節点変位の計算 

要素応力の算出 

結果の出力 

END 

系の剛性，質量マトリックスの

作成 

固有振動数，固有 

ベクトルの算出 

節点変位の計算 

（二乗和平方根） 

要素応力の算出 

結果の出力 

END 

（節点データ，要素データ） 

静的解析 

スペクトルモーダル解析
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  5.1.1 入力データ 

      入力データは次のものである。 

      ・タイトル 

      ・要素のデータ（縦弾性係数，管の外径，肉厚，計算圧力，温度，管の単位長

さ当たりの重量等） 

      ・系の幾何学的形状についてのデータ，すなわち要素とその両端の質点及び

その座標 

・集中荷重及び分布荷重の作用する節点あるいは要素とその値  

・境界条件及び拘束条件，すなわちアンカ，レストレイントの位置及び方向 

・数値化された加速度応答スペクトル 

 

  5.1.2 出力データ 

      出力データは次のものである。 

      ・ 入力データ 

      ・ 固有周期 

      ・ 固有ベクトル 

      ・ 節点変位 

      ・ 要素の応力 

      ・ 支持拘束に作用する力，モーメント 
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 6. 計算機コードの検証（Verification）と妥当性確認（Validation） 

 6.1 他計算機コードとの比較による検証 

計算機コード「Ｎ－ＤＡＰＳ3 (Ver.2.20)」による計算結果との比較検証に用いた

配管応力解析プログラム「ＡＤＬＰＩＰＥ」は，米国にて開発された配管系応力解析

プログラムである。本プログラムは，1971 年開発後これまで，約 40 年の使用実績が

あり，世界的に使用実績およびクライアント数の多い配管専用応力解析プログラム

の一つである。解析種類としては，静的解析として熱膨張・自重・風力・静的地震解

析及び動的解析として応答スペクトラム解析（単一入力スペクトラム・多入力スペク

トラム）等が行える。 

「ＡＤＬＰＩＰＥ」と「Ｎ－ＤＡＰＳ3 (Ver.2.20)」を用いてある配管用検証モデ

ルを対象に解析を行い，得られた結果を比較することにより，検証を行った。 

 

 6.2 検証解析 

  (1) 解析条件 

     この解析では，次に示す種々の荷重条件 

1. 集中荷重 

2. 垂直（Ｙ－方向）重力荷重 

3. 一様温度変化（熱荷重） 

4. 支持点に作用する強制変位 

     のもとで，配管系の静的な解析を行った。 

  (2) モデル図 

図－添 1 の配管系は，配管解析プログラム「ＡＤＬＰＩＰＥ」のユーザマニュア 

ルに掲載されている配管系である。 
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    a. モデル図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－添 1 「ＡＤＬＰＩＰＥ」ユーザマニュアルの配管用モデル 
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    b. 各節点の座標値と拘束条件 

 

節点番号 X Y Z 拘束条件 

1 0.0 0.0 0.0 完全固定 

2 0.0 2667.0 0.0  

3 -381.0 3048.0 0.0  

4 -3048.0 3048.0 0.0  

5 -3378.2 3048.0 0.0  

6 -5080.0 3048.0 0.0  

7 -5969.0 3048.0 0.0  

8 -6350.0 3048.0 381.0  

9 -6350.0 3048.0 3048.0  

10 -6350.0 3048.0 6096.0 回転成分固定 

11 -5080.0 5715.0 0.0  

12 -5461.0 6096.0 0.0  

13 -11176.0 6096.0 0.0  

14 -6350.0 3048.0 0.0 以下境界要素の方

向を決める節点と

して使われる仮想

節点 

15 -6350.0 3302.0 3048.0 

16 -6096.0 3048.0 6096.0 

17 -6350.0 3302.0 6096.0 

18 -6350.0 3048.0 6350.0 

 

    c. 管の材料特性 

  ヤング率 E ＝1.92×105 MPa（27.9×106 psi） 

 ポアソン比   ＝0.333 

 熱膨脹係数 α ＝1.23×10-5 mm/mm℃（6.81×10-6 in/in/˚F） 

 

    d. 管の形状特性 

外径  272.796 mm（10.74 in） 

肉厚   12.7 mm（0.5 in） 

ただし，要素番号 4 における管肉厚は,50.8 mm（2.0 in） 

      単位管質量  118.04 kg/m（6.61 lbs/ in） 

    なお，配管系の温度上昇は 411.11 ℃（740 ˚F）とする。

 

 

 

（単位：mm） 
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    e. 載荷荷重 

 

荷重の種類 
方 向 

X Y Z 

集中荷重： 

節点番号 4 

節点番号 5 

節点番号 13 

 

－ 

－ 

13345 

 

4448 

-890 

4448 

 

－ 

－ 

8896 

重力荷重：  -27952  

計 13345 -19946 8896 

 重力荷重 27952(N)は，次式より計算される。 

      管の全長*   単位管質量   重力加速度  重力荷重 

   24.147 m×118.04 kg/m×9.80665 m/s2 ＝ 27952 N 

    注記＊：管の全長は，950.686 in(24.147 m)。 

 

  (3) 解析結果 

表－添 1 に，「Ｎ－ＤＡＰＳ3 (Ver.2.20)」と「ＡＤＬＰＩＰＥ」それぞれの解

析コードから得られる結果の比較を示す。これにより，互いの解析結果がよく一致

していることが分かる。 

 

 

表－添 1 反力（Ｎ－ＤＡＰＳ3 (Ver.2.20)とＡＤＬＰＩＰＥの比較） 

 

節 点 
Ｎ－ＤＡＰＳ3 (Ver.2.20) ＡＤＬＰＩＰＥ 

Fx Fy Fz Fx Fy Fz 

1 -48917 20048 13176 -49024 20057 13193 

7 25115 － － 25172 － － 

9 － -17998 － － -18024 － 

10 10462 17904 -22077 10502 17909 -22090 

計 -13340 19954 -8901 -13350 19942 -8897 

ADLPIPE の反力値は，lbs を N に単位換算して表示している。 

 

 

 

 

（単位：N） 

（単位：N） 
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 6.3 妥当性 

    計算機コード「Ｎ－ＤＡＰＳ3 (Ver.2.20)」による計算結果は，汎用構造解析コー

ド「ＡＤＬＰＩＰＥ」の計算結果と比較してよく一致していることから，計算機コー

ド「Ｎ－ＤＡＰＳ3 (Ver.2.20)」は妥当性があると判断する。 
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別紙 49 ＳＡＰ－Ⅴ 

 1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-別添 2-2 

 

 

 

 

 

溢水源としない耐震 B,C クラス機器の耐震計算

書 

 

 

 

 

ADAMS-Ⅴ 
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 2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＳＡＰ－Ⅴ 

使用目的 3 次元有限要素法(はりモデル)による応力解析 

開発機関 株式会社ＩＨＩ 

開発時期 1993 年 

使用したバージョン ADAMS-Ⅴ 

コードの概要 

本解析コードは，米国カリフォルニア大学が開発したＳＡ

Ｐ－Ⅳをベースに南カリフォルニア大学が一部機能を追加

し開発されたＳＡＰ－Ⅴに対して，ＩＨＩが一部機能追加・

拡張したバージョンである。任意の 3 次元形状に対して，有

限要素法により静的解析を行い，反力，モーメント，応力等

の算出が可能である。  
 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】  
 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。  
 ・汎用構造解析プログラムである「ＮＡＳＴＲＡＮ」を用

いた計算結果，及び理論式に基づく計算結果と，検証モ

デルの計算結果を比較し，検証モデルの結果がよく一致

することを確認している。  
・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示さ

れた要件を満足していることを確認している。 
【妥当性確認（Validation）】  
 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。  

・今回の工事計画認可申請で行うはり要素の応力解析の

使用目的に照らして，用途及び適用範囲が上述の妥当性

確認範囲であることを確認している。  
 ・開発機関が提示するマニュアルにより，今回の工事計画

認可申請で使用する 3 次元有限要素法（はり要素）によ

る応力解析に本解析コードが適用できることを確認し

ている。  
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 3. 解析手法 

 3.1 一般事項 

本書は，米国カリフォルニア大学にて 10 年以上に及ぶ研究に基づいて 1970 年に

開発されたプログラム「ＳＡＰ」（引用文献(1)参照）をもとに，追加改良がなされ

た構造解析用計算機コード「ＳＡＰ－Ⅴ」の概要説明書である。 

本計算機コードは，任意形状の 3 次元系の静的解析を，有限要素法を用いて行うも

ので，主として支持構造物の自重，運転時荷重及び地震力による応力計算等に用いる。

要素の応力は，構造マトリックスを誘導し，釣合い方程式を解き変位を求めて算出す

る。 

以上のような特徴を有する本プログラムにつき，以下にその概要を述べる。 
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表 3－1 ＳＡＰ－Ⅴシステム概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

コード名 

 

項目 

 

ＳＡＰ－Ⅴ 

開発機関 

（株）ＩＨＩ 

（ADAMS-Ⅴは，米国カリフォルニア大学が開発した

ＳＡＰ－Ⅳをベースに南カリフォルニア大学が一部

機能を追加し開発されたＳＡＰ－Ⅴに対して，（株）

ＩＨＩが一部機能追加・拡張したバージョンである） 

使用バージョン ADAMS-Ⅴ 

開発時期 1993 年 

計算機コード 

の概要 

（汎用構造解析コード） 

任意の 3 次元形状に対して，有限要素法により静的

解析を行い，反力，モーメント，応力等の算出が可能。 

検証方法 

検証モデルに対し，汎用構造解析プログラムである

「ＮＡＳＴＲＡＮ」及び理論解と計算結果を比較し，

一致することを確認。（詳細は添付資料-1 参照） 
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 4. 理論 

   構造物全体に対して次の平衡方程式を作り，これを解く。 

 

[k]･{u}={f}  ･･････････････････････････････････････････････････････(4.1) 

 

   ここで， 

      [k]：剛性マトリックス 

      {u}：変位ベクトル 

      {f}：荷重ベクトル 

 

   計算された節点の変位から，要素の変形及び要素の応力を求める。 

 

  



 

 455

K
7
 
①

 Ⅴ
-
2 
別
紙

 
R
0
 

 5. 応力解析 

   境界条件として節点変位，拘束を与え，荷重を負荷し，これらをもとに要素中のひず

みと応力を算出する。 

   本計算機コードの応力解析のフローチャートを図 5－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1 応力解析フローチャート 
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 6. 計算機コードの検証 

本計算機コードの検証結果を示す。検証は評価フローの各段階で実施した。 

 

 6.1 計算機コードを用いた評価フローチャート 

本計算機コードを用いて行う評価フローチャートを，図 6－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6－1 計算機コード(ＳＡＰ－Ⅴ：バージョン ADAMS-Ⅴ)を用いた評価フローチャート 
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 6.2 検証結果 

図 6－1 に示したフローチャートに基づき，本計算機コードによる計算結果と，汎

用の構造解析プログラムを用いた計算結果及び理論式に基づいた計算結果を比較し

た（詳細は，添付資料－1 を参照）。 

各計算結果は概ね一致していることから，本計算機コードの妥当性を確認した。 
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 7. 引用文献 

(1) E.L.WILSON, K.J.BATHE, F.E.PETERSON and H.H.DOVEY “SAP - A STRUCTURAL 

ANALYSIS PROGRAM FOR LINEAR SYSTEMS” (NUCLEAR ENGINEERING AND DESIGN 

25(1973)257-274 
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添付資料－1 コードの検証 

 

1. 計算機コード検証についての概要 

本計算機コード「ＳＡＰ－Ⅴ：バージョン ADAMS-Ⅴ」の検証を行うため，汎用の構造

解析プログラムである「ＮＡＳＴＲＡＮ」の計算結果，理論式に基づく計算結果と，検

証モデルの計算結果を比較した。  
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 2. 解析条件 

検証モデルの解析条件を次に示す。 

 

 2.1 モデル図 

検証に使用した構造モデル図を図添 2－1 に，解析モデル図を図添 2－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図添 2－1 構造モデル図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図添 2－2 解析モデル図 

 

注：図中の番号は各節点に割り当てた節点番号を表す。各要素の要素番号は，両端の節

点の節点番号のうち，小さい方を適用する。 

 

 2.2 荷重条件 

本解析では，構造物の自重は考慮せず，集中荷重のみによる支持構造物の静的解析

を行った。 
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 2.3 各節点の座標と拘束条件 

 

表添 2－1 各節点の座標と拘束条件 

（単位:mm） 

節点 

番号 
Ⅹ Ｙ Ｚ 拘束条件 

1 0.0 0.0 0.0 6 方向拘束 

2 0.0 0.0 100.0  

3 0.0 0.0 200.0  

4 0.0 0.0 300.0  

5 0.0 0.0 400.0  

6 0.0 0.0 500.0  

7 100.0 0.0 500.0  

8 200.0 0.0 500.0  

9 300.0 0.0 500.0  

10 400.0 0.0 500.0  

11 500.0 0.0 500.0  

 

 

 2.4 部材の形状特性 

角型鋼管 

辺の長さ            ＝   100.0 mm × 100.0 mm 

肉厚                ＝     4.5 mm  

 

 2.5 部材の材料特性 

縦弾性係数 E     ＝   2.03×105 MPa 

ポアソン比ν        ＝     0.3 
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 2.6 負荷荷重 

 

表添 2－2 負荷荷重 

(単位:N) 

荷重の種類 
方    向 

Ｘ Ｙ Ｚ 

節点番号 11 － － -2000 
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 3. 解析結果 

表添 3－1～表添 3－2 に，「ＳＡＰ－Ⅴ：バージョン ADAMS-Ｖ」，「ＮＡＳＴＲＡＮ」

及び理論式に基づく計算結果を示す。表より，互いの解析結果がよく致していることが

分かる。 

 

表添 3－1 軸力(F)及びせん断力(M)の計算結果 

(単位：N) 

要素 

番号 

ＳＡＰ－Ⅴ 

(ADAMS-Ⅴ) 
ＮＡＳＴＲＡＮ 理論式 

F M F M F M 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

0.0000 

0.0000 

0.0000 

0.0000 

0.0000 

-2000 

-2000 

-2000 

-2000 

-2000 

-2000 

-2000 

-2000 

-2000 

-2000 

0.0000 

0.0000 

0.0000 

0.0000 

0.0000 

0.0000 

0.0000 

0.0000 

0.0000 

0.0000 

-2000 

-2000 

-2000 

-2000 

-2000 

-2000 

-2000 

-2000 

-2000 

-2000 

0.0000 

0.0000 

0.0000 

0.0000 

0.0000 

0.0000 

0.0000 

0.0000 

0.0000 

0.0000 

-2000 

-2000 

-2000 

-2000 

-2000 

-2000 

-2000 

-2000 

-2000 

-2000 

0.0000 

0.0000 

0.0000 

0.0000 

0.0000 
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表添 3－2 Y 軸回りモーメント(My)の計算結果 

(単位：N･mm) 

節点 

番号 

ＳＡＰ－Ⅴ 

(ADAMS-Ⅴ) 

ＮＡＳＴＲ

ＡＮ 
理論式 

My My My 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

-1000000 

-1000000 

-1000000 

-1000000 

-1000000 

-1000000 

-800000 

-600000 

-400000 

-200000 

0.0000 

-1000000 

-1000000 

-1000000 

-1000000 

-1000000 

-1000000 

-800000 

-600000 

-400000 

-200000 

0.0000 

-1000000 

-1000000 

-1000000 

-1000000 

-1000000 

-1000000 

-800000 

-600000 

-400000 

-200000 

0.0000 
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別紙 50 ＳＴＲＵＣＴ 

 1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-2-別添 2-2 

 

Ⅴ-2-別添 2-7 

 

 

 

溢水源としない耐震 B,C クラス機器の耐震計算

書 

タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁の耐震性に

ついての計算書 

 

 

Ver 2.86 

 

Ver 2.86 

 

 

 

 

 

 



 

 466

K
7
 
①

 Ⅴ
-
2 
別
紙

 
R
0E
 

 2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＳＴＲＵＣＴ 

使用目的 3 次元有限要素法(はりモデル)による応力解析 

開発機関 三和テッキ株式会社 

開発時期 1982 年 

使用したバージョン Ver.2.86 

コードの概要 

 本解析コードは，骨組構造の静的解析及び動的解析を，は

り理論を用いて行う計算機プログラムである。架構等の骨組

構造に対し，集中荷重，分布荷重，静的震度等による反力，

モーメント，応力の算出が可能である。  
 原子力発電所，火力発電所，化学プラント等での使用実績

を有している。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

・本解析コードと材料力学分野の一般的知見により解を

求めることができる体系に対し，静的解析の結果が概

ね一致することを確認した。 

・本解析コードと既工事計画において使用実績のある応

力解析コードＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮを比較対象とし

て，今回の工事計画において対象とする構造物の形状の

構成要素である片持ちばり，門型はり，斜材付支柱はり

の応力解析を検証問題とする解析を行い,本解析コード

による数値解がＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮによる数値解

と概ね一致する事を確認した。 

【妥当性確認（Validation）】 

本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・原子力産業界において,配管支持構造物などの評価に十

分な使用実績が有り,妥当性は十分に確認されている。 

・検証結果より，今回の工事計画認可申請で行う応力解析

の使用目的に照らして,妥当であることを確認してい

る。  
 
 

 


